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平成 29 年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

総括研究報告書 

 

HIV 感染妊娠に関する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立 

研究代表者：喜多恒和（奈良県総合医療センター周産期母子医療センター長兼産婦人科部長） 

 

研究分担者：喜多恒和 奈良県総合医療センター周産期母子医療センター長兼産婦人科部長 
   吉野直人 岩手医科大学微生物学講座感染症学・免疫学分野 准教授 
   杉浦 敦 奈良県総合医療センター産婦人科 医長 
   田中瑞枝 国立国際医療研究センター小児科 医員 
   谷口晴記 三重県立総合医療センター産婦人科 副院長兼理事 
   蓮尾泰之 九州医療センター産婦人科 部長 
   塚原優己 国立成育医療研究センター周産期・母性診療センター産科 医長 

 

研究要旨： 

 HIV 感染妊娠の早期診断治療と母子感染の回避を目的として、HIV 感染妊婦とその出生児に関

する全国調査を行い、2016年末までに転帰が判明した 983例のHIV感染妊娠の詳細な臨床情報を

含むデータベースを更新した。HIV感染妊娠の報告は毎年 40例程度を継続し、減少傾向は未だみ

られていない。しかし新規の HIV感染妊娠は減少傾向で、HIV感染判明後妊娠が最近 5年間では

64.2%を占めるようになった。HIV 母子感染の要因は、未受診妊婦における HIV 感染の診断の遅

れや、妊娠初期の HIV スクリーニング検査陰性例におけるその後の HIV 感染などが考えられた。

妊娠初期におけるHIVスクリーニング検査とHIV感染に対する早期治療の開始、帝王切開術によ

る分娩および人工哺乳は、HIV母子感染予防対策の骨子であるが、これらをすり抜けた症例におけ

る母子感染予防が今後の課題となる。またエイズ診療拠点病院や周産期医療センターを対象とした

全国調査においては、人材の確保など HIV 感染妊娠への周産期医療体制の整備に関する課題が確

認された。欧米のガイドラインを参考として、わが国の周産期診療体制の現状、医療経済事情およ

び国民性を考慮した、わが国独自の「HIV感染妊娠に関する診療ガイドライン」を発刊した。また

抗HIV治療の有害事象の検討を目的として、「HIV感染女性とその出生児のウェブ登録によるフォ

ローアップシステム」を構築し、登録を開始した。現在 1施設 23例の登録を得たが、今後全国多

施設への展開を検討中である。以上のことから、HIV感染妊娠の継続的な全国調査、母子感染予防

対策の実施、診療ガイドラインの改訂、HIV感染女性とその出生児の長期的フォローアップ、HIV

感染妊娠に対する診療体制の整備および国民に対する HIV 感染に関する有効な教育啓発法の開発

が重要であると考えられた。 

 

A.研究目的 

 HIV 感染妊婦と出生児に関する全国調査を

行い、HIV感染妊娠の早期診断治療と母子感染

の回避に寄与する。出生児の予後を調査し、妊

婦に対する抗 HIV 治療の影響を検討する。さ

らに HIV 感染妊娠の診療体制を整備し、わが

国独自の HIV 感染妊娠に関する診療ガイドラ

インを策定するとともに、HIV感染妊娠に関す

る国民への教育啓発を行う。 

 

B.研究方法 

１）HIV感染妊娠に関する研究の統括と成績の

評価および妊婦の HIV スクリーニング検査偽

陽性への対策（喜多分担班）：①研究分担者間

で適時会議を行い、研究の進捗状況を相互評価

した。②ホームページ運営により HIV 感染妊
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娠に関わる国民の認識と知識の向上を図った。

③HIV スクリーニング検査の認識度と偽陽性

に関する理解度に関して、妊婦を対象にアンケ

ート調査を行い、偽陽性にかかわる妊婦の混乱

を回避する適切な対策を検討した。 

２）HIV感染妊婦とその出生児の発生動向およ

び妊婦 HIV スクリーニング検査率に関する全

国調査（吉野分担班）：①HIV 感染妊婦とその

出生児の診療状況の全国１次調査を産科病院

と小児科施設を対象に実施した。②HIV母子感

染全国調査報告書を作成し、全国の産科小児科

診療施設や地方自治体などに配布することに

より、診療体制や医療行政体制の改善を図った。 

３）HIV感染妊娠に関する臨床情報の集積と解

析（杉浦分担班）：①産婦人科病院 1 次調査で

報告のあったHIV感染妊婦の診療施設に対し、

2 次調査で個々の報告症例の臨床情報の集積を

行った。②集積された HIV 感染妊婦および出

生児の臨床情報を照合し、産婦人科小児科統合

データベースの更新と解析を行った。 

４）HIV感染妊婦から出生した児の臨床情報の

集積と解析およびフォローアップシステムの

構築（田中分担班）：①小児科病院 1 次調査で

報告のあった出生児の診療施設に対し、2 次調

査で臨床情報の集積・解析を行った。②児の成

長発達に関する長期的観察を行い、母親のHIV

感染や抗 HIV 治療がおよぼす児への影響を検

討するため、HIV感染妊婦とその出生児のウェ

ブ登録によるフォローアップシステムを構築

した。 

５）HIV感染妊娠に関する診療ガイドラインの

策定（谷口分担班）：①医療経済事情や医療機

関の対応能力を考慮したわが国独自の「HIV感

染妊娠に関する診療ガイドライン」を刊行した。

本ガイドライン案は、本研究班および日本産婦

人科感染症学会のホームページ上で公開し、パ

ブリックコメントの集積ののち修正し、平成 29

年 3月に発刊した。 

６）HIV感染妊婦の分娩様式を中心とした診療

体制の整備（蓮尾分担班）：①エイズ診療拠点

病院や周産期医療センターを対象とする 27 年

度・28年度のアンケート調査の結果から、HIV

感染妊婦の経腟分娩が可能と回答した施設に

対し、3 次アンケート調査を行った。これによ

り HIV 感染妊娠に対する診療体制における各

施設の特性と問題点を抽出し、適切で実行可能

な診療体制の提案を行った。②わが国における

HIV 感染妊婦の経腟分娩の可能性について検

討した。 

７）HIV感染妊娠に関する国民への啓発と教育

（塚原分担班）：①市民公開講座の企画や他の

団体や機関によるセミナーとの連携を行い、研

究成果を広く周知することにより、国民のHIV

感染妊娠に関する認識と知識の向上を図った。

②行政を含めた関連機関との連携を図った。 

（倫理面への配慮） 

調査研究においては、文部科学省・厚生労働省

「人を対象とする医学系研究に関する倫理指

針」を遵守しプライバシーの保護に努めた。 

 

C.研究結果 

１）研究計画評価会議を 2回、研究班全体会議

を 2回行い、各研究分担班会議も複数回行われ、

研究の確実な遂行に寄与できた。研究班のホー

ムページは随時更新し、研究報告書や診療ガイ

ドライン案の掲載によりパブリックコメント

を募集し、刊行版の掲載に至った。妊婦を対象

とした HIV スクリーニング検査に関するアン

ケート調査では、81.5％の妊婦が HIV 母子感染

の可能性を知っているにもかかわらず、スクリー

ニング検査の意義や偽陽性について知識がある

ものは 5.3％にとどまり、スクリーニング検査で

偽陽性と告げられた際には、51.8％が非常に動揺

すると回答したことから、HIVスクリーニング検

査に関する妊婦の知識レベルは未だ低いと考え

られた。 

２）産婦人科病院および小児科病院への全国 1

次調査を実施した。産婦人科病院から HIV 感

染妊婦の新規 38 例が報告され、小児科病院か

らはHIV感染妊婦からの新規出生児 34例の報
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告を得た。これらの結果は「HIV感染妊娠に関

する臨床情報の集積と解析」班（杉浦分担班）

および「HIV感染妊婦から出生した児の臨床情

報の集積と解析およびフォローアップシステ

ムの構築」班（田中分担班）に報告され、各分

担班による 2次調査の対象とした。 

妊婦の HIV スクリーニング検査率は、病院

では 99.98%にまで上昇した。 

妊婦健診未受診妊婦（いわゆる飛び込み分娩

妊婦）は、産婦人科病院調査による 44 万分娩

中 1060例（0.24%）であった。 

３）産婦人科データと小児科データの照合の結

果、平成 28年（2016年）末までに妊娠転帰と

なった HIV 感染妊娠数は、平成 27 年（2015

年）末までの 954例から 29例増加し 983例と

なった。それらの詳細な臨床情報をデータベー

ス化した。 

適切な母子感染予防対策を講じた場合、2000

年以降の母子感染率は 0.3%であった。最近 5

年間では HIV 感染判明後の妊娠が 64.2％を占

めていた。母子感染は 55例に増加し、2012年

と 2013年転帰の 2例では、妊娠初期でのスク

リーニング検査が陰性であったため、妊娠中期

以降あるいは授乳期の母体の HIV 感染を診断

できなかったことが母子感染の原因であると

考えられた。 

４）小児科病院 2 次調査により新規 36 例の臨

床情報を得て、産婦人科小児科統合ファイルの

更新に供した。 

 HIV 感染妊婦とその出生児のフォローアッ

プシステムは、その研究計画の修正に対し、国

立国際医療研究センターの倫理委員会で平成

29年 8月 2日承認を得た(研究名：ヒト免疫不

全ウイルス陽性女性と出生した児の長期予後

に関するコホート研究 The Japan Woman and 

Child HIV Cohort Study(JWCICS)、承認番

号：NCGM-G-002104-01)。平成 29年 8月 23

日から症例登録を開始し、23例が登録された。 

５）欧米先進国（米国、カナダ、英国、欧州など）

の HIV 感染妊娠に関する診療ガイドラインやそ

の根拠となった論文を解析し、母子感染予防対策

の世界的現状を把握した。さらに「HIV感染妊娠

に関する診療ガイドライン」を策定・刊行した。

掲載項目は、①HIV 感染妊娠の現状、②妊娠検査

スクリーニング、③妊娠中の抗 HIV 療法、④特殊

な状況、⑤周産期管理、⑥児への対応、⑦未受診

妊婦の対応、⑧産褥の対応、⑨HIV 感染女性の妊

娠についての 9項目で、要約と解説を記載した。 

 事前にこのガイドライン案を、平成 29 年度に

本研究班と日本産婦人科感染症学会のホームペ

ージで公開し、パブリックコメントを集積し、修

正を加えたうえで刊行した。 

６）全国の HIV 診療拠点病院および周産期医

療センターに対する HIV 感染妊婦の分娩様式

に関するアンケート調査の結果から、現状で経

腟分娩が可能と回答したのは 6施設のみであり、

ガイドラインやマニュアルでの経腟分娩の適

切性の明文化やスタッフの理解とトレーニン

グなどの条件付きで可能としたのも 34 施設の

みであった。HIV感染妊娠の経腟分娩を可能と

する基準は、①エイズ診療拠点病院であること、

②産科・小児科・HIV感染担当科・手術部・検

査科・看護部・薬剤部等の協力体制が整備され

ていること、③妊娠 36週時に母体のHIVウイ

ルス量が感度以下であること、④内科や産科へ

の受診が適切で協力的な患者であること、⑤

HIV 感染妊婦とパートナーの両者が経腟分娩

を強く希望していること、⑥基本的に誘発分娩

とすること、⑦患者が緊急帝王切開のリスクを

理解し、緊急時は施設の方針に従うこと、⑧患

者とパートナーの両者からインフォームド・コ

ンセントが得られていること、とされた。 

７）佐賀市、横浜市および京都市で開催された

AIDS 文化フォーラムにおいて一般市民参加型

公開講座を開催した。さらに長野県立看護大学

学園祭において大学生を対象としたセミナー

を行った。 

 

D.考察 

１）妊婦の HIV 感染に関する認識や知識のレ
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ベルは非常に低いことが判明した。妊娠初期に

おけるアンケート調査に伴って配布した依頼

文による説明と啓発は、スクリーニング検査が

陽性の結果に対する妊婦の混乱を回避するこ

とに大いに役立つ可能性がある。 

２）99%以上と高いHIVスクリーニング検査率

にもかかわらず、妊娠中期以降や授乳期におけ

る母体の HIV 感染が原因と推測される母子感

染が散発的に発生している。この対策として、

妊娠中や授乳期における自主的な複数回のス

クリーニング検査が必要であると考えられる

が、適応基準や医療経済的な課題は大きい。 

３）この 20 年間では、年間 30～50 例程度の

HIV感染妊娠が報告され、大きな増減傾向はみ

られていない。妊娠を契機に新規に HIV 感染

が診断される例は減少傾向にあり、将来的には

HIV感染妊娠が減少することが期待される。し

かし感染判明後の再妊娠の占める割合が増加

傾向であることから、分娩後の治療や妊娠指導

などの継続的なフォローアップは不十分であ

ると考えられた。 

４）HIV感染女性とその出生児を対象としたフ

ォローアップシステムの運用に関しては、産科

医・内科医・小児科医の協力による全国展開、

情報管理、経済的な継続性など多くの課題が残

る。 

５）わが国独自の「HIV感染妊娠に関する診療

ガイドライン」を発刊したが、経腟分娩か帝王

切開分娩かの推奨においては、母子感染予防を

担保し、医療体制や医療経済事情を考慮した上

での記載とした。今後、医療体制の整備や国民

の理解度に応じて、改訂を加える必要がある。 

６）わが国における HIV 感染妊婦への経腟分

娩の適応には、多くの課題が残る。国内のエイ

ズ診療拠点病院や周産期医療センターの現状

調査から、経腟分娩に対応できる医療体制は整

っていないと考えられる。さらにウイルス量の

良好なコントロールのもと欧米で推奨されて

いる経腟分娩の定義、血中ウイルス量を中心と

する適応基準、診療手順および緊急帝王切開へ

の移行基準などは、欧米においてもまちまちで

あり、決して明確とは言えない。したがって経

腟分娩をわが国に導入することにおいては、診

療現場の混乱を回避するために、HIV感染妊娠

の経腟分娩における対応マニュアルなどの策

定が必要となる。 

７）若者を中心として、広く国民を対象とする

大規模な教育啓発活動が必要である。HIV感染

や梅毒を中心とする性感染症と妊娠に関する

配布資料の作成など、教育啓発法の新規開発が

必要と考えられる。 

 

E.結論 

 HIV 感染妊娠の臨床的疫学的情報の継続的

な集積と解析、感染女性と出生児の長期的なフ

ォローアップ、HIV感染妊娠への診療体制の整

備、「HIV感染妊娠に関する診療ガイドライン」

の改訂、HIV感染妊娠に関する教育啓発法の開

発などの重要な課題が明らかとなった。 

 

F.健康危険情報 

特記事項なし 

 

G.研究業績 

著書 

1． 喜多恒和、石橋理子：C.周産期感染症の管理

－母子感染対策－ 11 劇症型 A 群連鎖球菌

感染症．産婦人科感染症マニュアル、一般社

団法人日本産婦人科感染症学会/編、299-303、

金原出版、東京、2018 

2． 喜多恒和、杉浦 敦、谷村憲司：C.周産期感

染症の管理－母子感染対策－ 12 HIV 感染症．

産婦人科感染症マニュアル、一般社団法人日

本産婦人科感染症学会/編、304-312、金原出

版、東京、2018 

 

論文 

（欧文） 

1） Okuwa T, Sasaki Y, Matsuzaki Y, Himeda T, 

Yoshino N, Hongo S, Ohara Y, Muraki Y. The 
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epitope sequence of S16, a monoclonal 

antibody against influenza C virus 

hemagglutinin-esterase-fusion 

glycoprotein. Future 

Virol.12(3):93-101,2017. 

2） Chiba Y, Sato S, Itamochi H, Yoshino N, 

Fukagawa D, Kawamura H, Suga Y, 

Kojima-Chiba A, Muraki Y, Sugai T, 

Sugiyama T. Inhibition of Aurora Kinase A 

synergistically enhances cytotoxicity in 

ovarian clear cell carcinoma cell lines 

induced by cisplatin: A potential 

treatment strategy. Int J Gynecol Cancer. 

27(8):1666-1674,2017. 

3） Yoshino N, Takeshita R, Kawamura H, Sasaki 

Y, Kagabu M, Sugiyama T, Muraki Y, Sato S. 

Mast cells partially contribute to 

mucosal adjuvanticity of surfactin in 

mice. Immun Inflamm Dis. 

6(1):117-127,2018. 

4） Iskandar VI, Sasaki Y, Yoshino N, Abubakar 

RZR, Sato S, Muraki Y. Optimization of 

trypsins for influenza A/H1N1 virus 

replication in MDCK SI-6 cells, a novel 

MDCK cell line. J Virol 

Methods.;252:94-99,2018. 

5） Yamanaka J, Nozaki I, Tanaka M, Uryuu H, 

Sato N, Matsushita T, Shichino H. Moyamoya 

syndrome in a pediatric patientwith 

congenital human immunodeficiency virus 

type 1 infection resulting in 

intracranial hemorrhage ． J Infect 

Chemother. 24(3):220-223,2018. 

 

（和文） 

1. 箕浦茂樹、吉野直人、杉浦 敦、喜多恒和：

特集周産期ウイルス感染症 妊娠・分娩・産

褥時の対応 HIV．周産期医学 2017；

47(2)：227-230 

2. 川村英生、利部正裕、佐々木裕、村上一行、

川村花恵、池田浩、阿保亜紀子、吉野直人、

村木靖、杉山徹．腫瘍溶解性ヘルペスウイル

スとシクロホスファミドを併用した子宮頸

がん新規治療法の検討．岩手医学雑誌 

2017；69(2)： 75-88 

 

3. 谷口晴記、山田里佳、喜多恒和、塚原優己：

母子感染症 HIV．臨床婦人科産科 2018；

72(1)：88-92 

4. 佐々木裕、小笠原理恵、吉野直人、長内和弘、

諏訪部章、村木靖：A 型インフルエンザウイ

ルスによる肺炎の発症機構の解析：コラーゲ

ン収縮ゲル上で培養したラット肺胞 II 型細

胞による検討．日本肺サーファクタント・界

面医学会雑誌 2017；48,18-19, 2017. 

5. 松浦潤、田中瑞恵、細川真一、木内英、菊池

嘉、岡慎一、七野浩之．HIV 陽性妊婦から出

生した非感染児の発達検査および頭部MRIに

おける経時的変化．日本エイズ学会雑誌、

2017、19（2）:81—87 

6. 谷口晴記，山田里佳， 喜多恒和，塚原優己：

「産婦人科感染症の診断・管理～その秘訣と

ピットフォール」（３）母子感染症 HIV．臨

床婦産科 2018；7：88—92 

7. 谷口晴記、白野倫徳、山田里佳、塚原優己：

合併妊娠の薬物療法 ⑫HIV 母子感染予防の

ための薬物療法．周産期医学 2018；：101—

104 

8. 北村唯一(性の健康医学財団)、熊本悦明、鈴

木俊治、田中政信、松田秀雄、塚原優己、栗

林靖、関沢明彦、宮嵜亮一郎、西井修、中井

章人、水谷伸子、木下勝之：本邦妊婦におけ

る性器クラミジアの浸淫度調査結果 平成

26 年度 日本産婦人科医会との共同調査．性

の健康 (1883-1478) 2017；16(2)：37-38 

9. 石橋理子、喜多恒和：周術期感染症を含む重

症感染症 劇症型 A 群レンサ球菌感染症

（GAS) ．臨床婦人科産科 2018；72(1)：

166-171 

 

発表 

（国内） 
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1. 杉浦 敦、市田宏司、中西美紗緒、箕浦茂樹、

松田秀雄、高野政志、桃原祥人、佐久本薫、

太田 寛、石橋理子、喜多恒和：近年の HIV

感染妊娠、特に母子感染例におけるその臨床

的・疫学的検討．第 69 回日本産科婦人科学

会学術講演会．広島．2017.4 

2. 吉野直人、杉浦 敦、喜多恒和：（シンポジ

ウム）わが国において HIV 感染妊娠の経腟分

娩は可能か～Introduction～．第 34 回日本

産婦人科感染症学会学術集会．奈良．2017.5 

3. 杉浦 敦、市田宏司、中西美紗緒、箕浦茂樹、

松田秀雄、高野政志、桃原祥人、小林裕幸、

佐久本 薫、太田 寛、石橋理子、藤田 綾、

高橋尚子、吉野直人、田中瑞恵、外川正生、

喜多恒和：（シンポジウム）HIV 感染妊娠にお

ける経腟分娩に関する検討．第 34 回日本産

婦人科感染症学会学術集会．奈良．2017.5 

4. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

千田時弘、大里和広、定月みゆき、中西 豊、

白野倫徳、喜多恒和：（シンポジウム）わが

国独自のHIV母子感染予防対策ガイドライン

の策定―ドラフト案について―．第 34 回日

本産婦人科感染症学会学術集会．奈良．

2017.5 

5. 村上一行、吉野直人、佐々木裕、川村花恵、

川村英生、利部正裕、村木靖、杉山徹：子宮

頚がんに対する腫瘍溶解性ウイルスと免疫

チェックポイント阻害剤を併用した新規療

法の検討．第34回日本産婦人科感染症学会．

奈良．2017.5 

6. 川村英生、吉野直人、佐々木裕、村上一行、

川村花恵、利部正裕、板持広明、村木靖、杉

山徹：腫瘍溶解性ウイルスと化学療法を併用

した子宮頸がん新規治療法の検討．第 34 回

日本産婦人科感染症学会．奈良．2017.5 

7. 千葉洋平、佐藤誠也、板持広明、千葉淳美、

吉野直人、村木靖、菅井有、杉山徹：卵巣明

細胞癌に対する Aurora kinase A を標的とし

た新規治療法の開発．第 143 回東北連合産婦

人科学会．秋田．2017.6 

8. 桃原祥人、吉野直人、杉山 徹、杉浦 敦、

石橋理子、市田宏司、佐久本薫、高野政志、

中西美紗緒、箕浦茂樹、喜多恒和：未妊検妊

婦への HIVスクリーニングの現状と HIV母子

感染発生への影響に関する検討．第 53 回日

本周産期・新生児医学会総会及び学術集会．

横浜．2017.7 

9. 市田宏司、杉浦 敦、石橋理子、佐久本薫、

杉山 徹、中西美紗緒、箕浦茂樹、桃原祥人、

吉野直人、喜多恒和：HIV 感染妊娠における

飛び込み分娩に関する検討．第 53 回日本周

産期・新生児医学会総会及び学術集会．横浜．

2017.7 

10. 吉野直人、佐々木裕、村木靖：粘膜ワクチン

開発のためのアジュバント探索−糖型界面活

性剤の構造とアジュバント作用−．東北乳酸

菌研究会．仙台．2017.7 

11. 高橋雅輝、小原崇裕、松嵜葉子、佐々木裕、

吉野直人、梶田弘子、小野泰司、村木靖：岩

手県で検出されたC型インフルエンザウイル

スの性状解析．第 71 回日本細菌学会東北支

部会．仙台．2017.8 

12. 喜多恒和：（講習会講演）HIV 感染妊娠に関す

る全国疫学調査と診療ガイドラインの策定

ならびに診療体制の確立－厚労省研究班報

告－．平成 29 年度奈良県医師会 HIV 医療講

習会．奈良．2017.10 

13. 山田里佳、谷口晴記、白野倫徳、定月みゆき、

千田時弘、大里和広、井上孝実、塚原優己、

鳥谷部邦明、吉野直人、杉浦 敦、田中瑞恵、

蓮尾泰之、喜多恒和：わが国独自の HIV 母子

感染予防対策ガイドラインの策定．第 31 回

日本エイズ学会学術集会．東京．2017.11 

14. 田中瑞恵、兼重昌夫、七野浩之、菊地 嘉、

岡 慎一、北島浩二、大津 洋、佐々木泰治、

外川正生、細川真一、前田尚子、寺田志津子、

喜多恒和：HIV 陽性女性と出生した児の長期

予後に関するコホート研究 The Japan Woman 

and Children HIV Cohort Study(JWCICS)の

試み．第 31 回日本エイズ学会学術集会．東
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京．2017.11 

15. 林 公一、蓮尾泰之、明城光三、五味淵秀人、

宗 邦夫、中山香映、喜多恒和：本邦におけ

るHIV感染妊婦の経腟的分娩受け入れ可能施

設の現状について．第 31 回日本エイズ学会

学術集会．東京．2017.11 

16. 吉野直人、杉浦 敦、高橋尚子、伊藤由子、

杉山 徹、田中瑞恵、谷口晴記、蓮尾泰之、

稲葉憲之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：

妊婦HIVスクリーニング検査実施率の推移と

未妊健妊婦の HIV 母子感染リスク．第 31 回

日本エイズ学会学術集会．東京．2017.11 

17. 杉浦 敦、石橋理子、市田宏司、太田 寛、

小林裕幸、佐久本薫、高野政志、中西美紗緒、

松田秀雄、箕原茂樹、桃原祥人、藤田 綾、

榎本美喜子、高橋尚子、田中瑞恵、吉野直人、

喜多恒和：HIV 感染判明時期別にみた HIV 感

染妊娠の現状．第 31 回日本エイズ学会学術

集会．東京．2017.11 

18. 桃原祥人、杉浦 敦、石橋理子、市田宏司、

太田 寛、小林裕幸、佐久本薫、高野政志、

中西美紗緒、松田秀雄、箕浦茂樹、榎本美喜

子、藤田 綾、田中瑞恵、吉野直人、喜多恒

和：本邦における HIV 感染妊娠の経腟分娩例

に関する後方視的検討．第 31 回日本エイズ

学会学術集会．東京．2017.11 

19. 中西美紗緒、杉浦 敦、石橋理子、市田宏司、

箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原祥人、

小林裕幸、佐久本薫、榎本美喜子、藤田 綾、

高橋尚子、田中瑞恵、吉野直人、喜多恒和：

HIV 感染妊娠における近年の動向に関する検

討．第 31回日本エイズ学会学術集会．東京．

2017.11 

20. 石橋理子、桃原祥人、市田宏司、多田和美、

吉野直人、杉浦敦、田中瑞恵、外川正生、谷

口晴記、蓮尾泰之、塚原優己、戸谷良造、稲

葉憲之、和田裕一、喜多恒和：HIV 母子感染

およびスクリーニング検査偽陽性に関する

妊婦の意識調査．第 31 回日本エイズ学会．

東京．2017.11 

21. 吉野直人、 杉浦 敦、高橋尚子、伊藤由子、

杉山徹、田中瑞恵、谷口晴記、蓮尾泰之、稲

葉憲之、和田裕一、塚原優己、 喜多恒和：

我が国の妊婦HIVスクリーニング検査実施率

の推移と妊娠後期での検査実施の現状．第 31

回日本エイズ学会学術集会．東京．2017.11 

22. Yoshino N, Muraki Y：Mucosal adjuvanticity 

of surfactin correlates with the 

surface-active property．第 46 回日本免疫

学会．仙台．2017.12 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得  なし 

2.実用新案登録  なし 

3.その他  なし 
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平成 29 年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染妊娠に関する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV感染妊婦に関する研究の総括と評価および妊婦の HIVスクリーニング検査 

偽陽性への対策 

 

研究分担者：喜多恒和  奈良県総合医療センター周産期母子医療センター兼産婦人科、 

センター長兼部長 

研究協力者：多田和美  独協医科大学医学部・大学院 産婦人科学講座 講師 

      石橋理子  奈良県総合医療センター産婦人科 医長 

      吉野直人  岩手医科大学微生物学講座感染症学・免疫学分野 准教授 

      杉浦 敦  奈良県総合医療センター産婦人科 医長 

      田中瑞恵  国立国際医療研究センター小児科 医員 

      外川正生  大阪市立総合医療センター小児総合診療科・小児救急科 部長 

      谷口晴記  三重県立総合医療センター産婦人科 副院長兼理事 

      蓮尾泰之  九州医療センター産婦人科 部長 

      塚原優己  国立成育医療研究センター周産期・母子診療センター産科 医長 

      戸谷良造  和合病院 副院長 

      稲葉憲之  独協医科大学 学長 

      和田裕一  宮城県産婦人科医会 理事 

研究補助員：榎本美喜子 奈良県総合医療センター産婦人科 

 

研究要旨： 

各分担研究の進捗状況を分担研究者間で相互評価し、ホームページの継続的運営により研究成果を公

開することにより、医療従事者および国民の HIV感染妊娠に関わる認識と知識の向上を図った。さらに

HIVスクリーニング検査の偽陽性にかかわる妊婦の混乱を回避するために、医療機関に受診する妊娠初

期の妊婦を対象に、HIVスクリーニング検査に関する基礎知識とスクリーニング検査が陽性であった場

合の反応についてアンケート調査を行った。平成 28年度に行った公的病院や市中病院 3施設の妊婦 136

人を対象としたプレテストでは、アンケート内容は適切であると判断された。しかし 89％の妊婦が母子

感染をする可能性があると知っているにもかかわらず、スクリーニング検査の意義や偽陽性について知

識があるものは 6.6％にとどまった。さらにスクリーニング検査で偽陽性と告げられた際に、52.9％が非

常に動揺すると回答し、本アンケートを行うことで HIV 母子感染について 96％があらたな知識を得た

と回答したことから、HIVスクリーニング検査に関する妊婦の知識レベルは、非常に低いと考えられた。

そこで 29 年度には大学病院・公的病院・市中病院・有床診療所の 6 施設で 395 人の妊婦を対象に、同

様のアンケート調査を実施した。母子感染認識度 81.5％、偽陽性認識度 5.3%、非常に動揺度 51.8%、知

識獲得度 97.2%で、28年度と同様の結果であった。本アンケートを定点において継続的に実施すること

は、妊婦における HIV感染妊娠に関する知識レベルの指標となり得ると考えられ、また副次的に妊娠女

性への教育啓発としての意義もあると考えられる。本アンケートの結果より、妊婦に対する HIV母子感

染についての知識の普及はまだ不十分であることが明らかになった。スクリーニング検査陽性の告知場
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面においては、医療者が HIV感染に関して正しく十分な知識を持ったうえで説明すべきであり、HIV感

染に関する情報の一般国民への普及啓発法の開発が必要であると考えられた。 

 

A.研究目的 

1．各分担研究の進捗状況を分担研究者間で相互

評価する。 

2．ホームページの継続的運営により研究成果を

公開する。 

3．HIV スクリーニング検査の偽陽性にかかわる

妊婦の混乱を回避する適切な対策を提案する。 

上記により期待される効果は、 

1．研究者相互による意見交換により研究計画の

適切性が担保でき、研究が遅延なく実施できる。 

2．医療従事者および国民の HIV 感染妊娠に関わ

る認識と知識の向上に寄与する。 

3．HIV のウイルス学的スクリーニング検査手順

の標準が社会的現状に即しているかの判定がで

きる。医療従事者や国民の知識が向上すれば、ス

クリーニング検査結果が偽陽性であった場合で

も妊婦やその家族の混乱は回避できる。 

 

B.研究方法 

1．研究分担者間の検討会を適時行い、研究の進

捗状況を相互評価する。 

具体的には研究代表者、研究分担者及びアドバ

イザーによる研究計画評価会議を年 2回開催した。

さらに各分担班会議を頻回に行うよう指導し、研

究の推進を図った。 

2．ホームページの継続的運営により研究成果を

公開する。 

具体的には研究班の進捗状況や学会等での発

表内容、マニュアル・ハンドアウト・リーフレッ

ト・講義資料などを掲載し、関連団体などのホー

ムページとリンクした。これらにより医療従事者

や一般国民の HIV 感染妊娠に関わる知識の向上

を図った。 

3．HIV スクリーニング検査の偽陽性にかかわる

妊婦の混乱を回避する適切な対策を提案する。 

HIVスクリーニング検査の容認性と偽陽性に関

する理解度に関して妊婦にアンケート調査を行

った。対象施設は、①大学病院；獨協医科大学病

院、②公的病院；奈良県総合医療センター・九州

医療センター・都立大塚病院、③市中病院；成増

産院、④有床診療所；松田母子クリニックの 6施

設とした。資料 1にアンケート調査説明文を、資

料 2にアンケート調査回答用紙を示す。 

（倫理面への配慮） 

当班の研究では HIV 感染に関わる産科医療と

小児医療および社会医学の中で行われることか

ら、基本的に「倫理面への配慮」は欠くべからざ

るものである。細心の注意をもって対処した。 

調査研究においては、文部科学省・厚生労働省

告示「人を対象とする医学系研究に関する倫理指

針」を遵守しプライバシーの保護に努めた。個人

の識別は本研究における通し番号を用い、各情報

は登録番号のみで処理されるため、個人情報が漏

洩することはなく、またデータから個人を特定す

ることも不可能である。きわめてプライバシー保

護要求レベルが高い対象に対して個人情報を求

める調査が必要であることから、研究計画は研究

代表者ならびに研究分担者が所属する施設の倫

理審査委員会の承認を得ることとし、調査結果を

公表する場合は個人情報の保護を第一義とした。 

 

C.研究結果 

1．各分担研究の進捗状況を分担研究者間で相互

評価する。 

研究代表者、研究分担者及びアドバイザーによ

る研究計画評価会議を、平成 29年 7月 16日（日）

（研究班全体会議と同日、東京）と、11 月 25 日

（土）（日本エイズ学会中、東京）に開催した。

研究班全体会議は、平成 29年 7月 16日（日）と

平成 30 年 2 月 4 日（日）に、東京で開催した。

研究計画評価会議を開催することにより、各分担

研究における研究計画の修正や確実な遂行が可

能となった。各分担班会議も適宜開催された。  

事前評価結果のコメントに対し、対応策の提案
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が示された。 

① HIV 感染妊婦の診療における社会的な差別や

偏見がないようエイズ文化フォーラムなどで

の教育啓発活動に努めた。 

② 妊婦へのアンケート調査においてはプレテス

トを実施し、質問事項の適切化を図った。 

③ HIV 感染女性における不妊治療ではない人工

授精の適応に関しては、「HIV 感染妊娠に関

する診療ガイドライン」に組み込んだ。 

④ 検査・診療体制の整備においては、診療ガイ

ドラインの作成段階で妊婦や子どもを支援す

る視点を重視する。子どもへの支援の内容は

ピアカウンセリングなど、社会的支援を検討

してみる。医療者向けと一般向けの二方向の

作成も検討事項とする。外国人妊婦への言語

的支援を目的に、一般向けは見開き程度の冊

子を各国の言語で作成する。ガイドラインに

ついては、マニュアルとガイドラインの違い

を明確化する。 

次いで中間評価結果のコメントに対して検討

を行った。 

⑤ 2011年以降の 2例の母子感染例の報告に関し、

その臨床情報の詳細を把握することに努めた。 

⑥ ARTが普及する中で、再妊娠の増加や未受診

妊婦に関する現状解析を行い、主に若者を対

象とした啓発活動による対策を検討した。 

 上記①②③⑤⑥の項目に関しては各研究分担

班で今年度対応できたと考えるが、④に関しては

診療ガイドラインに項目として組み込み事がで

きず、今後の課題とした。 

 

2．ホームページの継続的運営 

過去の研究報告書、母子感染予防対策マニュア

ル、検査実施マニュアル、医療従事者向けおよび

一般向けの各種リーフレット、学会発表内容、

Q&A 集などの研究成果をホームページ上で公開

し、国民への教育啓発に努めた。 

 

3．HIV スクリーニング検査の偽陽性にかかわる

妊婦の混乱を回避する適切な対策を提案する。 

妊娠初期の妊婦を対象とした HIV スクリーニ

ング検査に関するアンケート調査において、6 施

設から 395例を集積し、解析した。表 1にアンケ

ート調査結果を示す。 

1)アンケートへの有効回答  395例 

獨協医科大学病院     20例 

奈良県総合医療センター  92例 

九州医療センター     37例 

都立大塚病院       47例 

成増産院         99例 

松田母子クリニック   100例 

 

2)アンケートの設問と集計結果 

①HIV が母子感染（妊娠中に母体から赤ちゃんに
感染）するということを知っていましたか。 
１．はい 321（81.5％） 
２．いいえ  36（18.5％） 
 
②HIV のスクリーニング検査を妊婦健診で行うこ
とを知っていましたか。 
１．はい 212（53.8％） 
２．いいえ 182（46.2％） 
 
③HIV スクリーニング検査で陽性の結果でも、
95％以上は偽陽性（詳しく調べると実際は感染し
ていない：1万人のうち 31 人がスクリーニング検
査で陽性となりますが、そのうち 30 人は確認検
査の結果は陰性） であることを知っていました
か。  
１．はい  21（ 5.3％） 
２．いいえ 373（94.7％） 
 
④HIV スクリーニング検査で陽性と出た場合、確
認検査の結果が出るまでに1週間ほどかかります。
その期間についてどのように想像しますか。 
１．非常に動揺する 203（51.8％） 
２．動揺はするが、偽陽性率が高いことを知って
いれば検査の結果が出るまで落ち着いて待てる 

156（39.8％） 
３．あまり気にならない  33（ 8.4％） 
 
⑤アンケートにお答えいただいた方の年齢をお
しえてください。 
１．２０歳未満    4（ 1.0％） 
２．２０歳～２４歳  30（ 7.6％） 
３．２５歳～２９歳  76（19.3％） 
４．３０歳～３４歳 146（37.2％） 
５．３５歳～３９歳 106（27.3％） 
６．４０歳以上   31（ 7.9％） 
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⑥このアンケートにお答えいただいた方の出産
回数をおしえてください。 
１．０回  171（43.5％） 
２．１回  156（39.7％） 
３．２回以上   66（16.8％） 

  
⑦このアンケートで、HIV感染についての知識は
増えましたか。 
１．増えた  380（97.2％） 
２．増えなかった  11（ 2.8％） 

  

D.考察 

1．研究代表者と研究分担者が研究計画内容を相

互に評価し、適時修正を行うことにより、目的に

より近い成果を研究期間内に達成できるという

ことが確認された。本研究班では、全国の産科・

小児科を標榜する多数の医療施設を対象とした

疫学調査とその解析を骨幹としており、さらに患

者を対象としたコホート調査やアンケート調査

も行い、医療者向け診療ガイドラインの策定や国

民への教育啓発活動も含まれている。研究分担班

内での研究推進のみならず、研究計画評価会議に

よる研究分担者間での軌道修正は、各分担研究課

題の成果をより高めることに有効であったと考

える。 

2．本研究班の活動内容を適時公開することは、

国民への教育啓発に直結することから、HP の更

新を頻回に行い、学会発表プログラムや発表スラ

イドの紹介、掲載論文の紹介、他の HPとのリン

クなどがさらに必要である。 

3．妊婦へのアンケート調査 

現在の妊娠女性の HIV に関する基礎知識とし

ては、81.5％の妊婦が母児感染をする可能性があ

ると知っているにもかかわらず、妊婦検診で HIV

スクリーニング検査を行っていることを53.8%の

妊婦しか認識しておらず、またスクリーニング検

査の意義や偽陽性について知識があるものは

5.3％にとどまっていた。スクリーニング検査で偽

陽性と告げられた際の心境を想定したところ、

51.8％が非常に動揺すると回答したが、39.8％は

落ち着いて待てる、8.4％は気にしないと回答した。

また、本アンケートにより HIV 母子感染につい

て、97.2%があらたな知識を得たと回答した。ま

た医療機関の間で大きな差はみられなかった。以

上の結果から、妊婦の HIV 感染に関する知識レ

ベルは非常に低く、適切な教育啓発法の開発が必

要と考えられた。また、本アンケート調査は、依

頼文によりスクリーニング検査及び偽陽性率の

高さについて説明し、妊婦各自が読んだうえでの

設問・回答であった。このアンケート方法は、副

次的に妊娠女性への教育啓発としての意義もあ

ると考えられた。 

 

E.結論 

 研究代表者、研究分担者およびアドバイザーに

よる複数回の研究計画評価会議により、研究計画

の修正と確実な研究遂行が可能となった。しかし

ながら、妊婦においては HIV感染妊娠に関する知

識レベルは低く、より適切な教育啓発法の開発が

必要であると考えられた。 

 

G.研究業績 

著書 

1． 外川正夫：5 章 感染症の検査 ヒト免疫不

全ウイルス（HIV）感染症．小児臨床検査ガイ

ド第 2 班、水口雅/編、421-426、文光堂、東

京、2017 

2． 喜多恒和、石橋理子：C.周産期感染症の管理

－母子感染対策－ 11 劇症型 A 群連鎖球菌

感染症．産婦人科感染症マニュアル、一般社

団法人日本産婦人科感染症学会/編、299-303、

金原出版、東京、2018 

3． 喜多恒和、杉浦 敦、谷村憲司：C.周産期感

染症の管理－母子感染対策－ 12 HIV 感染症．

産婦人科感染症マニュアル、一般社団法人日

本産婦人科感染症学会/編、304-312、金原出

版、東京、2018 

 

論文 

（和文） 

1. 箕浦茂樹、吉野直人、杉浦 敦、喜多恒和：

特集周産期ウイルス感染症 妊娠・分娩・産

褥時の対応 HIV．周産期医学 2017；47
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（2）：227-230 

2. 川村英生、利部正裕、佐々木裕、村上一行、

川村花恵、池田浩、阿保亜紀子、吉野直人、

村木靖、杉山徹：腫瘍溶解性ヘルペスウイル

スとシクロホスファミドを併用した子宮頸

がん新規治療法の検討．岩手医学雑誌 

2017；69(2)：75—88  

3. 佐々木裕、小笠原理恵、吉野直人、長内和弘、

諏訪部章、村木靖：A 型インフルエンザウイ

ルスによる肺炎の発症機構の解析：コラーゲ

ン収縮ゲル上で培養したラット肺胞 II 型細

胞による検討．日本肺サーファクタント・界

面医学会雑誌 2017；48：18—19  

4. 北村唯一(性の健康医学財団)、熊本悦明、 鈴

木俊治、 田中政信、松田秀雄、塚原優己、

栗林靖、関沢明彦、宮嵜亮一郎、西井修、中

井章人、水谷伸子、木下勝之：本邦妊婦にお

ける性器クラミジアの浸淫度調査結果 平

成 26年度 日本産婦人科医会との共同調査．

性の健康 (1883-1478) 2017；16（2）：37—38 

5. 本田真梨、田中瑞恵、 赤平百絵、細川真一、

七野浩之、佐藤典子、松下竹次、木内英：HIV

感染母体から出生した児に対する 12 時間毎

AZT 予防投与の試み．日本小児科学会雑誌 

2016；120（4）：777—780 

6. 谷口晴記、千田時弘、塚原優己、喜多恒和：

ヒト免疫不全ウイルス（HIV)感染症 産婦人

科処方実践マニュアル．産科と婦人科 

2016；83：396—401 

7. 松浦潤、田中瑞恵、細川真一、木内英、菊池

嘉、岡慎一、七野浩之：HIV 陽性妊婦から出

生した非感染児の発達検査および頭部MRIに

おける経時的変化．日本エイズ学会雑誌 

2017；19（2）:81—87 

8. 谷口晴記、白野倫徳、山田里佳、塚原優己：

合併妊娠の薬物療法 ⑫HIV 母子感染予防の

ための薬物療法．周産期医学 2018；：101—

104 

9. 谷口晴記、山田里佳、喜多恒和、塚原優己：

母子感染症 HIV．臨床婦人科産科 2018；

72（1）：88-92 

10. 石橋理子、喜多恒和：周術期感染症を含む重

症感染症 劇症型 A 群レンサ球菌感染症

（GAS) ．臨床婦人科産科 2018；72（1）：

166-171 

 

発表 

（国内） 

1. 杉浦 敦、市田宏司、中西美紗緒、箕浦茂樹、

松田秀雄、高野政志、桃原祥人、佐久本薫、

太田 寛、石橋理子、喜多恒和：近年の HIV

感染妊娠、特に母子感染例におけるその臨床

的・疫学的検討．第 69 回日本産科婦人科学

会学術講演会．広島．2017.4 

2. 石橋理子：（基調講演）劇症型 A 群レンサ球

菌感染症．第 34 回日本産婦人科感染症学会

学術集会．奈良．2017.5 

3. 吉野直人、杉浦 敦、喜多恒和：（シンポジ

ウム）わが国において HIV 感染妊娠の経腟分

娩は可能か～Introduction～．第 34 回日本

産婦人科感染症学会学術集会．奈良．2017.5 

4. 杉浦 敦、市田宏司、中西美紗緒、箕浦茂樹、

松田秀雄、高野政志、桃原祥人、小林裕幸、

佐久本 薫、太田 寛、石橋理子、藤田 綾、

高橋尚子、吉野直人、田中瑞恵、外川正生、

喜多恒和：（シンポジウム）HIV 感染妊娠にお

ける経腟分娩に関する検討．第 34 回日本産

婦人科感染症学会学術集会．奈良．2017.5 

5. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

千田時弘、大里和広、定月みゆき、中西 豊、

白野倫徳、喜多恒和：（シンポジウム）わが

国独自のHIV母子感染予防対策ガイドライン

の策定―ドラフト案について―．第 34 回日

本産婦人科感染症学会学術集会．奈良．

2017.5 

6. 桃原祥人、吉野直人、杉山 徹、杉浦 敦、

石橋理子、市田宏司、佐久本薫、高野政志、

中西美紗緒、箕浦茂樹、喜多恒和：未妊検妊

婦への HIVスクリーニングの現状と HIV母子

感染発生への影響に関する検討．第 53 回日

本周産期・新生児医学会総会及び学術集会．
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横浜．2017.7 

7. 市田宏司、杉浦 敦、石橋理子、佐久本薫、

杉山 徹、中西美紗緒、箕浦茂樹、桃原祥人、

吉野直人、喜多恒和：HIV 感染妊娠における

飛び込み分娩に関する検討．第 53 回日本周

産期・新生児医学会総会及び学術集会．横浜．

2017.7 

8. 喜多恒和：（講習会講演）HIV 感染妊娠に関す

る全国疫学調査と診療ガイドラインの策定

ならびに診療体制の確立－厚労省研究班報

告－．平成 29 年度奈良県医師会 HIV 医療講

習会．奈良．2017.10 

9. 山田里佳、谷口晴記、白野倫徳、定月みゆき、

千田時弘、大里和広、井上孝実、塚原優己、

鳥谷部邦明、吉野直人、杉浦 敦、田中瑞恵、

蓮尾泰之、喜多恒和：わが国独自の HIV 母子

感染予防対策ガイドラインの策定．第 31 回

日本エイズ学会学術集会．東京．2017.11 

10. 田中瑞恵、兼重昌夫、七野浩之、菊地 嘉、

岡 慎一、北島浩二、大津 洋、佐々木泰治、

外川正生、細川真一、前田尚子、寺田志津子、

喜多恒和：HIV 陽性女性と出生した児の長期

予後に関するコホート研究 The Japan Woman 

and Children HIV Cohort Study(JWCICS)の

試み．第 31 回日本エイズ学会学術集会．東

京．2017.11 

11. 林 公一、蓮尾泰之、明城光三、五味淵秀人、

宗 邦夫、中山香映、喜多恒和：本邦におけ

るHIV感染妊婦の経腟的分娩受け入れ可能施

設の現状について．第 31 回日本エイズ学会

学術集会．東京．2017.11 

12. 吉野直人、杉浦 敦、高橋尚子、伊藤由子、

杉山 徹、田中瑞恵、谷口晴記、蓮尾泰之、

稲葉憲之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：

妊婦HIVスクリーニング検査実施率の推移と

未妊健妊婦の HIV 母子感染リスク．第 31 回

日本エイズ学会学術集会．東京．2017.11 

13. 杉浦 敦、石橋理子、市田宏司、太田 寛、

小林裕幸、佐久本薫、高野政志、中西美紗緒、

松田秀雄、箕原茂樹、桃原祥人、藤田 綾、

榎本美喜子、高橋尚子、田中瑞恵、吉野直人、

喜多恒和：HIV 感染判明時期別にみた HIV 感

染妊娠の現状．第 31 回日本エイズ学会学術

集会．東京．2017.11 

14. 桃原祥人、杉浦 敦、石橋理子、市田宏司、

太田 寛、小林裕幸、佐久本薫、高野政志、

中西美紗緒、松田秀雄、箕浦茂樹、榎本美喜

子、藤田 綾、田中瑞恵、吉野直人、喜多恒

和：本邦における HIV 感染妊娠の経腟分娩例

に関する後方視的検討．第 31 回日本エイズ

学会学術集会．東京．2017.11 

15. 中西美紗緒、杉浦 敦、石橋理子、市田宏司、

箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原祥人、

小林裕幸、佐久本薫、榎本美喜子、藤田 綾、

高橋尚子、田中瑞恵、吉野直人、喜多恒和：

HIV 感染妊娠における近年の動向に関する検

討．第 31回日本エイズ学会学術集会．東京．

2017.11 

16. 石橋理子、桃原祥人、市田宏司、多田和美、

吉野直人、杉浦 敦、田中瑞恵、外川正生、

谷口晴記、蓮尾泰之、塚原優己、戸谷良造、

稲葉憲之、和田裕一、喜多恒和：HIV 母子感

染およびスクリーニング検査偽陽性に関す

る妊婦の意識調査．第 31 回日本エイズ学会

学術集会．東京．2017.11 

17. 吉野直人、 杉浦 敦、高橋尚子、伊藤由子、

杉山徹、田中瑞恵、谷口晴記、蓮尾泰之、稲

葉憲之、和田裕一、塚原優己、 喜多恒和：

我が国の妊婦HIVスクリーニング検査実施率

の推移と妊娠後期での検査実施の現状．第 31

回日本エイズ学会学術集会．東京．2017.11 

18. Yoshino N, Muraki Y：Mucosal adjuvanticity 

of surfactin correlates with the 

surface-active property．第 46 回日本免疫

学会．仙台．2017.12 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得    なし 

2.実用新案登録  なし 

3.その他     なし 
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資料 1 アンケート調査説明文

HIV（ヒト免疫不全ウイルス）スクリーニング検査に関するアンケート調査のお願い 

平成 29年 8月 22 日 第 1版 

 

今回、平成 27 年度厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研究事業（エイズ対策政策研究事業）「HIV 感染

妊婦に関する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立」班が行っている研究の一

部として、HIV 母子感染についての知識の確認およびHIV スクリーニング検査の方法の妥当性について検

討することを目的として、妊婦さんを対象としたアンケート調査を行うこととになりました。 

この説明文は臨床研究への参加をお願いするためのものです。この説明文をよくお読みいただくとともに、

担当医師の説明をよく聞かれ、この臨床研究に参加されるか否かをお決めください。参加されなくてもあ

なたが不利益を被ることはありません。 

尚、この調査は当センターの倫理委員会で、その科学性・倫理性が審議され承認されたものであり、当セ

ンター総長の許可を得ています。 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

HIV とは、エイズ（後天性免疫不全症候群）の原因ウイルスです。我が国のHIV 感染者は増加傾向にあり、

日本での妊婦のHIV 罹患率は約 0.01％（1万人に 1人）といわれています。HIV の感染経路は、約 80％

が性行為であり、また女性の感染は若い人に多い傾向があります。 

母体がHIV 感染者であった場合、予防を行わなければ約 25̃30％の赤ちゃんにHIV が感染しますが、妊

娠初期から適切な予防を行っていればほぼ 100％母子感染を防ぐことができます。そのため、日本のほぼ

すべての病院では、妊娠初期検査の一環としてHIV 感染を検出するためのスクリーニング検査を施行して

います。スクリーニング検査は、ウイルスに感染した時に、体が作り出す抗体があるかないかを調べてい

ます。 

スクリーニング検査が陰性であれば、感染はないとかんがえられます。スクリーニング検査が陽性であっ

た場合は、感染している可能性がありますが、偽陽性（本当は感染していないのにもかかわらず、陽性と

出てしまう）のことも多いため、本当に感染しているかどうかは追加の確認検査で詳しく調べる必要があ

ります。これまでの調査で、スクリーニング検査では 1万人中 31 人がスクリーニング陽性となりますが、

そのうち真の陽性者は 1 人のみ（確認検査で陽性）で、30 人は実際には HIV に感染していないと報告さ

れています。しかし、いったんスクリーニング検査で陽性と説明された妊婦さんは、確認検査の結果が判

明するまでの期間、精神的な不安・苦痛を受けることが想像されます。このような妊婦の混乱を回避する

対策を提案することが課題となっており、スクリーニング検査の方法について『従来法』、『栃木方式』と
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よばれる 2つの方法が検討されています。 

・従来法 スクリーニング検査で陽性の場合のみ追加の確認検査を行う（現在当院で行っている方法です）。

スクリーニング検査で陽性となった場合に、最終診断が出るまで不安が大きい可能性があります。 

・栃木方式 スクリーニング検査と同時に暫定確認検査用の検体を保存しておき、もしスクリーニング検

査が陽性であれば医療機関側で確認検査を行っておきます。スクリーニング検査の結果と同時に暫定確認

検査の結果もお伝えします。（ただしウイルス学上、最終診断のためにはスクリーニング検査と同日に施行

した確認検査の結果にかかわらず、別日程での採血で、再度、本来の確認検査を行う必要があります。） 

 

 

 

 

 

 

栃木方式のメリット： 

スクリーニング検査で陽性であっても、暫定確認検査で陰性であった場合は、本来の確認検査

でも陰性の可能性が高いと考え安心感が高まる可能性があります。 

栃木方式のデメリット： 

最終的な感染の有無についての結果判明までの期間は、結局のところ従来法と同じです。 

暫定確認検査用の検体の保存料や検査料の負担がかかります。 

従来法の場合 

スクリーニング検査の結果を聞い

てから最終診断までの期間、非常

に強い不安を持つかもしれませ

ん。 
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妊婦さん自身の立場から、HIV 母児感染やHIV スクリーニング検査についてのご意見をお聞かせいただき

たいと考えております。この調査研究への参加に同意いただける場合、次ページのアンケートにお答えく

ださい。 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

１ 研究の方法 

(１) 対象者：妊娠初期妊婦（妊娠初期検査を行う方） 

(２) 検査の実際：アンケート方式 

(３) 各情報は連結不可能匿名化とされ、個人情報が漏洩することはなく、またデータから個人を特定する

ことも不可能と考えます。 

(４) 調査を行い、情報を集中管理する施設：奈良県総合医療センター産婦人科  

〒631-0846 奈良県奈良市平松 1-30-1     

Tel: 0742-46-6001 Fax: 0742-46-6011   

管理責任医師：奈良県総合医療センター産婦人科 医師 石橋理子 

(５) 調査施行にあたり、必要と考える倫理的配慮 

今回の調査は匿名のアンケート調査であり、調査施行については人を対象とする医学系研究に関する倫理

指針に則り被験者に同意書による同意を得る必要はないと考えています。ご不明な点があれば、研究代表

者までご連絡下さい。 

２ 研究観察期間：4か月 ＊解析期間を含めて 6か月 

３ 研究に参加することにより予想される利益と起こるかもしれない不利益 

(1)予想される利益 

アンケート調査をおこなうことでウイルス学的スクリーニング検査の標準が我が国の社会的現状に即し

ているかの判定を行い、また妊婦だけでなく医療従事者及び国民の知識向上につながれば、HIV 感染に対

する認識と知識が高まり、HIV 感染妊娠の減少や HIV 母子感染の防止に多大な効果をもたらすことが期

待できます。調査で明らかになった問題点についても対策を講じることが可能になると期待されます。 

(2)起こるかもしれない不利益 

本研究に参加することで、身体的な不利益はありません。 

４ 研究に関する情報は、随時ご連絡します 

５ 以下の事項に該当する場合は研究を中止させていただく場合があります。 

研究全体が中止された場合やその他の理由により、医師が研究を中止することが適当と判断した場合には

研究を中止させていただきます。 

６ 研究結果が公表される場合でも、患者さんが特定されることはありません。 

患者さんに関わる情報は連結不可能匿名化としますので、研究結果の公表の段階も個人情報が公表される

ことはありません。 
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７試料等の保存、利用、廃棄の方法について 

各研究協力施設内でアンケート用紙を集積し、研究者で回収します。研究者はデータ回収後 1 か月以内に

データクリーニングを行い、データ固定致します。研究等の実施に係わる必須文書（申請書類の控え、総

長などからの通知文書、各種報告書の控、その他必要な書類または記録など）は、保管責任者である石橋

理子（奈良県総合医療センター産婦人科）が奈良県総合医療センター産婦人科に保存し、調査期間終了後

にシュレッダー処理にて廃棄します。 

８ 患者さんの費用負担について 

本研究は、エイズ対策研究事業「HIV 感染妊婦に対する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに

診療体制の確立」によって行われます。また、アンケート調査であるため、研究に参加することでの診療

に伴う費用負担が増えることはありません。 

９ 担当医師の連絡先 

この研究について疑問や質問がありましたら、遠慮なくお問い合わせ下さい。 

奈良県総合医療センター 

担当医師： 産婦人科  名前 石橋 理子  

連絡先 ： 〒631-0846 奈良県奈良市平松 1丁目 30-1 

           TEL 0742-46-6001（代） 
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資料 2 アンケート調査回答用紙 

HIV スクリーニング検査にかかわるアンケート 

以下の質問にお答えいただき、該当するものに○をお書きください。 

 

①HIV が母子感染（妊娠中に母体から赤ちゃんに感染）するということを知っていまし

たか 

 

１．はい  

２．いいえ 

 

 

②HIV のスクリーニング検査を妊婦健診で行うことを知っていましたか 

 

１．はい  

２．いいえ 

 

 

③HIV スクリーニング検査で陽性の結果でも、95％以上は偽陽性（詳しく調べると実

際は感染していない：1 万人のうち 31 人がスクリーニング検査で陽性となりますが、

そのうち 30 人は確認検査の結果は陰性） であることを知っていましたか  

 

１．はい  

２．いいえ 

 

 

④HIV スクリーニング検査で陽性と出た場合、確認検査の結果が出るまでに 1 週間

ほどかかります。その期間についてどのように想像しますか。 

 

１．非常に動揺する 

２．動揺はするが、偽陽性率が高いことを知っていれば検査の結果が出るまで 

落ち着いて待てる 

３．あまり気にならない 
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⑤ このアンケートにお答えいただいた方の年齢をおしえてください 
 

１． ２０歳未満 

２．２０歳～２４歳 

３．２５歳～２９歳 

４．３０歳～３４歳 

５．３５歳～３９歳 

６．４０歳以上 

 

 

⑥ このアンケートにお答えいただいた方の出産回数をおしえてください。 
 

１．０回 

２．1 回 

３．２回以上 

 

 

⑦ このアンケートで、HIV 感染についての知識は増えましたか 
 

１． 増えた  

２． 増えなかった  

 

 

 

 ご協力ありがとうございました 
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表 1 アンケート調査結果 

20
 ①HIVが母子感染するということを知っていましたか。

1：はい 16 (80.0%) 75 (82.4%) 30 (81.1%) 37 (78.7%) 77 (77.8%) 86 (86.0%) 321 (81.5%)

2：いいえ 4 (20.0%) 16 (17.6%) 7 (18.9%) 10 (21.3%) 22 (22.2%) 14 (14.0%) 73 (18.5%)

 ②HIVスクリーニング検査を妊婦健診で行うことを知っていましたか。

1：はい 8 (40.0%) 44 (48.4%) 19 (51.4%) 26 (55.3%) 47 (47.5%) 68 (68.0%) 212 (53.8%)

2：いいえ 12 (60.0%) 47 (51.6%) 18 (48.6%) 21 (44.7%) 52 (52.5%) 32 (32.0%) 182 (46.2%)

 ③HIVスクリーニング検査で陽性の結果でも、95％以上は偽陽性であることを知っていましたか。

1：はい 0 (0.0%) 10 (11.0%) 1 (2.7%) 1 (2.1%) 5 (5.1%) 4 (4.0%) 21 (5.3%)

2：いいえ 20 (100.0%) 81 (89.0%) 36 (97.3%) 46 (97.9%) 94 (94.9%) 96 (96.0%) 373 (94.7%)

 ④HIVスクリーニング検査で陽性と出た場合、確認検査の結果が出るまでに1週間かかるが、その期間についてどのように想像しますか。

1：非常に動揺する 10 (50.0%) 51 (56.0%) 21 (58.3%) 21 (44.7%) 49 (50.0%) 51 (51.0%) 203 (51.8%)

2：動揺するが、偽陽性率
が高いことを知っていれ
ば検査の結果が出るま
で落ち着いて待てる

8 (40.0%) 31 (34.1%) 12 (33.3%) 24 (51.1%) 41 (41.8%) 40 (40.0%) 156 (39.8%)

3：あまり気にならない 2 (10.0%) 9 (9.9%) 3 (8.3%) 2 (4.3%) 8 (8.2%) 9 (9.0%) 33 (8.4%)
⑤年齢

1：20歳未満 0 (0.0%) 1 (1.1%) 0 (0.0%) 1 (2.1%) 1 (1.0%) 1 (1.0%) 4 (1.0%)

2：20歳～24歳 1 (5.0%) 9 (9.9%) 2 (5.4%) 0 (0.0%) 10 (10.2%) 8 (8.0%) 30 (7.6%)

3：25歳～29歳 4 (20.0%) 16 (17.6%) 4 (10.8%) 7 (14.9%) 26 (26.5%) 19 (19.0%) 76 (19.3%)

4：30歳～34歳 5 (25.0%) 32 (35.2%) 16 (43.2%) 16 (34.0%) 36 (36.7%) 41 (41.0%) 146 (37.2%)

5：35歳～39歳 7 (35.0%) 25 (27.5%) 10 (27.0%) 17 (36.2%) 24 (24.5%) 23 (23.0%) 106 (27.0%)

6：40歳以上 3 (15.0%) 8 (8.8%) 5 (13.5%) 6 (12.8%) 1 (1.0%) 8 (8.0%) 31 (7.9%)

⑥出産回数

1：0回 8 (40.0%) 44 (48.4%) 11 (29.7%) 26 (55.3%) 45 (45.9%) 37 (37.0%) 171 (43.5%)

2：1回 6 (30.0%) 33 (36.3%) 17 (45.9%) 19 (40.4%) 37 (37.8%) 44 (44.0%) 156 (39.7%)

3：2回 6 (30.0%) 14 (15.4%) 9 (24.3%) 2 (4.3%) 16 (16.3%) 19 (19.0%) 66 (16.8%)

 ⑦このアンケートでHIV感染についての知識は増えましたか。 

1：増えた 20 (100.0%) 88 (97.8%) 35 (94.6%) 45 (97.8%) 96 (98.0%) 96 (96.0%) 380 (97.2%)

2：増えなかった 0 (0.0%) 2 (2.2%) 2 (5.4%) 1 (2.2%) 2 (2.0%) 4 (4.0%) 11 (2.8%)

奈良県総合
医療センター

九州医療
センター

都立大塚病院 成増産院

大学病院

獨協医科大学
松田母子
クリニック

回答数 92 37 47 99 100 395

施設名
公的病院 市中病院 有床診療所

合計
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平成 29 年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染妊娠に関する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立」班 

研究分担報告書 

 

研究分担課題名：HIV 感染妊婦とその出生児の発生動向および妊婦 HIV スクリーニング検査率に 
        関する全国調査 

 

研究分担者：吉野 直人  岩手医科大学医学部微生物学講座 感染症学免疫学分野・准教授 

研究協力者：伊藤 由子  国立病院機構三重中央医療センター 看護部・看護師長 

      杉山 徹   岩手医科大学医学部産婦人科学講座・主任教授 

 

研究要旨 

現在、日本での HIV 母子感染は、適切な予防対策でその感染率を 1％未満に低下させることが可

能になっている。しかし、感染予防対策は妊婦が HIV に感染していることが確認されて初めて施行

される。そこで、妊婦における HIV スクリーニング検査実施率の現状と HIV 感染妊婦の動向を把握

するため、全国の産科または産婦人科を標榜する病院 1,198 施設、小児科を標榜する病院 2,407 施

設に対し調査を行った。産婦人科病院から新規 HIV 感染妊婦報告数はのべ
．．
38 例、小児科病院から

HIV 感染妊婦より出生した新規の小児報告数はのべ
．．
34 例であった。病院での妊婦 HIV スクリーニン

グ検査実施率の全国平均は 100％（99.98％）であった（平成 28 年度 100％（99.96％））。病院調査

を開始した平成 11 年度（73.2％）と比較すると 26.8％の上昇が認められ、さらに都道府県別では、

全例で検査が実施されていたのは 36 都府県であった。妊婦健診を定期的に受診している妊婦に対

しては HIV スクリーニング検査や適切な予防対策（cART・帝王切開術・断乳等）が行われていると

考えられるが、定期的に妊婦健診等を受けていないと思われる妊婦（未受診妊婦）の分娩（いわゆ

る飛込み分娩）に関してはこれらの予防対策を完全に施行することは不可能となる。平成 28 年に

未受診妊婦の分娩を行ったことがある病院は、全国で 332 施設（33.9％）（平成 27 年：356 施設

（38.3％））あり、妊婦数は 1,060 例（平成 27 年：1,123 例）であった。一次調査に回答のあった

960 施設での分娩件数の合計は 448,051 件、未受診妊婦の分娩はそのうちの 0.24％（平成 27 年：

0.26％）であった。未受診妊婦が HIV に感染している場合、対応の遅れから HIV 母子感染症例が発

生する危険性は十分にあるため注視すべきであると考えられ、妊娠初期での HIV スクリーニング検

査および感染妊婦の管理を行う必要がある。検査によって HIV 感染が明らかになった場合、適切な

予防対策でほとんど母子感染が予防できることが明らかになっており、「母子感染ゼロ」に向け今

後とも調査・啓発活動を継続していく必要があると考えられた。 

 

A.研究目的 

これまでの研究により、HIV 感染妊婦への抗

ウイルス剤の投与、選択的帝王切開分娩、児へ

の人工栄養を行うことで、母子感染率を 1％未

満に低下させることが可能であることが明ら

かにされた。しかしながら、大前提として妊婦

がHIVに感染しているか否かが明らかにならな

ければこれらの医療介入を行うことはできな

い。そのため、HIV 感染妊婦およびその出生児

の動向と全国の産科施設における妊婦HIVスク

リーニング実施率を調査し、検査実施率上昇の

ための啓発活動を行うことは母子感染予防の

第一歩となる。HIV 感染妊婦数の実態把握は日

本国内で唯一の疫学研究であり、本研究は HIV
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感染妊婦とその出生児の全国規模での発生動

向の調査、および妊婦 HIV 検査実施率の把握を

目的とする。 

 

B.研究方法 

B-1. 産婦人科病院調査 

全国の産科または産婦人科を標榜するすべ

ての病院1,198施設に対し一次調査用紙を送付

し、返信葉書により回答を得た。質問項目は次

のとおりである。 

質問１．平成 28 年 10 月以降に受診した HIV

感染妊婦 

質問２．平成 28年 10 月以前に受診し、本調

査に未報告または報告したかどうか不明の HIV

感染妊婦 

質問３．貴施設での妊婦健診実施の有無 

質問 4．貴施設での平成 28 年 1 月から 12 月

までの分娩件数 

質問 5．貴施設での妊婦に対する HIV スクリ

ーニング検査の実施率 

質問 6-1．平成 28 年 1 月から 12 月に貴施設

において、未受診と思われる妊婦の分娩（いわ

ゆる飛込み分娩）の有無 

質問 6−2，質問 6-1 の未受診妊婦が「あり」

の場合、HIV スクリーニング検査の実施状況 

以上の質問に対して有効回答の解析を行っ

た。 

 

B-2. 小児科病院調査 

全国の小児科を標榜するすべての病院 2,407

施設に対し一次調査用紙を送付し、返信葉書に

より回答を得た。質問項目は以下のとおりであ

る。 

質問１．平成 28 年 9 月 1 日から平成 29 年 8

月 31 日までに HIV 感染妊婦から出生した症例 

質問２．平成 28年 8 月 31 日以前に HIV 感染

妊婦から出生した症例で、過去の調査に報告し

ていない症例 

以上の質問に対して有効回答の解析を行っ

た。 

（倫理面への配慮） 

本研究は岩手医科大学医学部倫理委員会に

おいて承認された研究である（番号：H27-35、

承認年月日：平成 27年 7 月 2 日）。 

 

C.研究結果 

C-1．産婦人科病院調査 

産婦人科病院調査は平成 29年 9月 30 日に岩

手医科大学から全国に発送した。平成 30 年 2

月 20 日現在で送付施設数は 1,198 件であり回

収数は 989 件、産婦人科廃止等による返送は 29

件であり有効送付数 1,169 件、回答数は 960 件

であった。有効回答率は 82.1％（平成 28 年度

（78.3％）比：3.8％増）であった。都道府県

別有効回答率は 100％（長崎県）〜55.6％（山

梨県）であった（表 1）。 

平成 29 年度病院調査での平成 28 年 10 月 1

日から平成 29 年 9 月 30 日の間に受診した HIV

感染妊婦は、全国の 22施設のべ
．．
38 例（平成 28

年度（20 施設のべ
．．
31 例）比：7 例増）であっ

た。平成 28 年 9 月以前の全国調査に未報告で

あった HIV 感染妊婦はのべ
．．
20 例（12 施設）が

平成 29 年度に報告された。これら症例に対し

杉浦班で産婦人科二次調査が行われた。 

 

C−2．小児科病院調査 

小児科病院調査は平成 29 年 9 月 1 日に岩手

医科大学から全国に発送した。平成 30 年 2 月

30日現在で送付施設数は2,407施設であり回収

数は 1,397 件、小児科廃止等による返送は 17

件であり有効送付数 2,390 件であった。また、

回答数は 1,380 件、有効回答率は 57.7％（平成

28 年度（59.2％）比：1.5％減）であった。都

道府県別回答率は 75.0％（富山県）〜40.9％（佐

賀県）であった（表 2）。 

平成 29年度調査での平成 28年 9月 1日から

平成 29年 8月 31 日までに HIV 感染妊婦より出

生した小児は、全国の 21 施設でのべ
．．
34例（平

成 28 年度（17 施設のべ
．．
27 例）比：7例増）で

あった。平成 28 年 9 月以前の全国調査に未報
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告であったHIV感染妊婦より出生した小児のの
．

べ
．
24例（12施設）が平成29年度に報告された。

これらの症例に対し田中班で小児科二次調査

が行われた。 

 

C-3．妊婦 HIV スクリーニング検査の実施率

調査 

妊婦 HIV スクリーニング検査実施率は、「各

施設での分娩件数」×「各施設での HIV スクリ

ーニング検査実施率」＝「各施設での検査件数」、

「総検査件数」÷「総分娩件数」×100＝「検

査実施率(％)」とした。 

産婦人科病院調査における検査実施率は全

国平均で 99.98％（平成 28 年度調査 99.96％）

であった。全例（100％）に検査を行っていた

地域は青森県、宮城県、秋田県、福島県、茨城

県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、

新潟県、山梨県、長野県、富山県、石川県、福

井県、岐阜県、静岡県、愛知県、滋賀県、京都

府、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山

県、広島県、山口県、徳島県、香川県、高知県、

佐賀県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県の

36 都府県となった。最も検査実施率の低かった

地域は愛媛県の 99.7％であったが、検査実施率

は 99％を上回った（表 3）。平成 11 年度調査か

ら平成 29 年度調査までの病院での都道府県別

HIV スクリーニング検査実施率の推移を図 1 に

示す。 

妊婦健診は行うが分娩は行わない施設があ

ることから、本調査では妊婦健診を行っている

かどうかを質問し、妊婦健診は行っているが分

娩を行っていない施設を特定した。平成 29 年

度調査では、妊婦健診は行っているが分娩を行

っていない病院でのHIVスクリーニング検査は

全例に実施されていた（平成28年度： 100％）。

一方、分娩を行っている病院では HIV スクリー

ニング検査を全例には実施していない施設は

1.5％（平成 28 年度（2.1％）比：0.6％減）、

全例に実施している施設の割合は 98.5％（平成

28 年度（97.9％）比：0.6％増）であった（表

4）。HIV スクリーニング検査を全例には実施し

ていない病院で分娩を行っている施設数は 13

施設（平成 28 年：18施設）であった。 

エイズ拠点病院・拠点病院以外の病院との区

分による HIV スクリーニング検査実施率は、エ

イズ拠点病院で99.99％（平成28年度（99.97％）

比：0.02％増）、エイズ拠点病院以外の病院で

も 99.98％（平成 28 年度（99.95％）比：0.03％

増）であり、エイズ拠点病院・拠点病院以外の

病院間の差はなくなった（表 5）。エイズ拠点病

院では回答のあった 262 施設中、分娩を行って

いる 257施設のうち HIVスクリーニング検査を

全例には行っていない施設は 2 施設であった。

エイズ拠点病院以外の病院では、分娩を行って

いる 623施設のうち HIVスクリーニング検査を

全例には行っていない施設は 11 施設であった

(表 6）。 

昨年度に引き続き、未受診妊婦（いわゆる飛

び込み分娩）に対する HIV スクリーニング検査

の実施状況を調査した。回答のあった 960 施設

で、平成 28 年に未受診妊婦の分娩を行ったこ

とがある病院は 332 施設（34.6％）（平成 27 年：

356 施設（38.3％））あり、妊婦数は 1,060 例（平

成 27 年：1,123 例）であった。回答のあった施

設での分娩件数の合計は 448,051 件で、未受診

妊婦の分娩はそのうちの 0.24％（平成 27 年：

0.26％）であった。都道府県別では東京都が最

も多く 110 例（21 施設）、次いで大阪府 107 例

（20 施設）、埼玉県 81 例（15 施設）、千葉県 66

例（18 施設）、北海道 65 例（24 施設）の順で

あった（表 7）。 

都道府県別で回答のあった施設での分娩件

数に対する未受診妊婦の頻度は 0.03％（滋賀県）

〜0.73％（宮崎県）、全国平均 0.24％（平成 28

年度調査 0.26％）であった。未受診妊婦の頻度

を都道府県別に比較したところ、0.4％以上の

未受診妊婦の頻度であった都道府県は宮崎県、

愛媛県、千葉県、鳥取県に分布していた。一方、

未受診妊婦の頻度が 0.1％未満であった都道府

県は奈良県、長野県、佐賀県、和歌山県、滋賀
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県であり地域特性はみられなかった（表 8、図

2）。 

未受診妊婦へのHIVスクリーニング検査実施

状況は、「全例に検査を実施する」と回答した

施設は 322 施設（97.3％（平成 27 年：96.3％））

であった。一方、「全例に検査をしない」と回

答した施設はなく（平成 27 年：2.0％）、「状況

に応じて一部の妊婦に検査を実施する」と回答

した施設は 9施設（2.7％（平成 27 年：2.0％））

であった（表 9）。「状況に応じて一部の妊婦に

検査を実施する」とした理由では、本人の承諾

がある場合に検査を実施するとした回答が3施

設、それ以外の理由としては、「緊急手術が必

要な場合」、「分娩前に検査が出来た場合」、「患

者背景による」との回答が 1 施設ずつあった。

3施設は理由が無記入であった。 

 

D.考察 

平成 29 年度の産婦人科病院一次調査、小児

科病院一次調査の回答率はそれぞれ 82.1％、

57.7％であり、産婦人科病院調査では 6年連続

で 70％を超え、小児科病院調査でも 6年連続で

50％を上回った。しかし、データの精度を上げ

るために今後の調査に工夫をする必要がある。 

平成 29 年度の日本地図を比較しても分かる

ように、全国的に HIV スクリーニング検査実施

率の上昇が認められ、平成 21 年度調査以降は

地域差が見られず地域間での差は無くなった

と言える。 

本研究班では平成 13年度より平成 22年度ま

でエイズ予防財団主催による研究成果等普及

啓発事業研究成果発表会を全国3都市で行って

きたが、開催地のある都道府県の翌年の検査実

施率上昇や、研修会の際のアンケート調査によ

り啓発活動に有効性があると判断されている。

過去に急激にHIVスクリーニング検査実施率が

低下した青森県は、平成 11 年度調査では検査

実施率が 87.8％であったが、妊婦 HIV スクリー

ニング検査の公費負担が廃止され検査実施率

が減少傾向にあった。平成 14 年度調査では

41.1％まで検査実施率が低下したが、全国的な

妊婦HIVスクリーニング検査実施率の向上気運

に伴い検査実施率は次第に回復していき、本研

究班が啓発活動を行った翌年である平成 20 年

度調査では平成 11 年度の水準に並ぶ 85.4％ま

で回復した。さらに、平成 21 年度は産婦人科

病院調査における検査実施率が 100％となり、

その後も平成 29 年度調査まで病院での全例検

査が維持されている。また、山梨県は病院調査

では平成15年度調査以降の検査実施率が100％

となっており、このような施設での全例実施維

持の背景を精査することは今後の啓発活動に

とっても有効であろうと考えられる。 

全国調査では、妊婦健診を行なっている施設

での分娩の有無によるHIVスクリーニング検査

実施率の解析を行なっている。統計を開始した

平成19年度で分娩を行なっていない病院では、

HIV スクリーニング検査を全例には実施してい

ない施設が 23.4％、分娩を行なっている病院で

も 17.5％存在した。一方で、HIV スクリーニン

グ検査を全例に実施している施設は、分娩を行

なっていない病院で 76.7％、分娩を行なってい

る病院で 82.5％存在した。全例に HIV スクリー

ニング検査を実施している施設は、分娩を行な

っていない施設でも行なっている施設でも

年々増加し、平成 21 年度には分娩を行なって

いる病院で 90％を超え、平成 22 年度には分娩

を行なっていない病院でも 90％を超えた。以前

は、分娩を行なっていない施設で全く HIV スク

リーニング検査を実施していない施設の割合

が、分娩を行なっている施設に比べて高かった

が、平成 28 年度には分娩の取り扱いに関係な

く、HIV スクリーニング検査を全例には実施し

ていない施設が報告されなかった。この傾向は

平成 29 年度も同様であった。妊娠初期での HIV

スクリーニング検査の未実施は、HIV 感染が判

明した妊婦の母子感染防止のための投薬や血

中ウイルス量、CD4 数のモニタリングの機会を

遅らせることにもなりかねないが、現状では分

娩取り扱いの有無による差はなくなったと考
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えられた。 

妊婦が訪れる病院は、当然のことながらエイ

ズ拠点病院のみではない。すなわち、エイズ拠

点病院であろうとエイズ拠点病院以外の施設

であろうと、妊婦に対する HIV 検査の必要性、

重要性は変わらない。平成 11 年度から平成 16

年度調査では、エイズ拠点病院とエイズ拠点病

院以外の病院でのスクリーニング検査実施率

の差は 6〜9％程度あったが、平成 21 年度調査

以降これらの病院間での実施率の差は解消さ

れた。エイズ拠点病院以外の施設でも広く HIV

スクリーニング検査が行われるようになった

ことが明らかになった。 

日本における HIV 母子感染の現状では、妊娠

初期に HIV スクリーニング検査が行われ、HIV

感染妊婦に対し適切な医療行為がなされた場

合には、ほぼ児への HIV 感染をほぼ予防できる

ことが明らかになっている。妊娠初期の HIV ス

クリーニング検査は近年 99％以上で推移して

いるが、散発的に HIV 母子感染症例が報告され

ている。これらの母子感染症例がどのような状

況で発生しているのかは明確にはなっていな

い。そこで、これまで検討されてこなかった未

受診妊婦（いわゆる飛び込み分娩）に焦点を当

て全国調査を行い、HIV 母子感染症例と未受診

妊婦に関連があるか検討した。年次により未受

診妊婦数の変動があるため、平成 28 年度より

続けて調査を行った。 

調査の結果、平成 27 年分娩例では全国で妊

婦の 0.26％が、平成 28年では 0.24％が未受診

妊婦であることが明らかになった。本調査では

未受診妊婦を正式に定義をして調査を行って

はいないが、大阪府と大阪産婦人科医会の平成

21 年から 24 年までの 4 年間の調査では、未受

診妊婦を「全妊娠経過を通じての産婦人科受診

回数が 3回以下」と「最終受診日から 3ヶ月以

上の受診がない妊婦」と定義し、大阪府内で約

30万分娩中861例が未受診妊婦であったと報告

している。大坂の調査を率にすると 0.29％とな

り、我々の全国調査結果の 0.26％、0.24％と近

似した数値であった。これらから、本調査での

未受診妊婦数および分娩全体に占める頻度は

日本の現状を十分に表していると考えられた。 

HIV 母子感染症例は、未受診妊婦で HIV スク

リーニング検査を受けずに分娩した症例の可

能性があると推測していたが、未受診妊婦に対

して全例に検査を行っている施設は 97％にの

ぼり、ほとんどの妊婦で HIV スクリーニング検

査が実施されていることが明らかになった。未

受診妊婦の頻度の高い宮崎県（0.73％）、愛媛

県（0.60％）、千葉県（0.44％）、鳥取県（0.40％）

の地域でHIV母子感染症例が多発しているわけ

ではない。以上のことから、近年散発している

HIV 母子感染例で妊婦健診の未受診が要因のす

べてになりうるとは考えられない。しかしなが

ら、未受診妊婦が HIV に感染している場合、対

応の遅れからHIV母子感染症例が発生する危険

性は十分にあるため注視すべきであると考え

られる。その観点から、HIV 母子感染の発生を

防ぐためには未受診妊婦を減らすことが重要

であり、妊娠初期での HIV スクリーニング検査

および感染妊婦の管理を行う必要がある。 

HIV の感染を確定するためにはスクリーニン

グ検査後の確認検査が必要である。妊婦 HIV ス

クリーニング検査での偽陽性問題は厚生労働

省から「妊婦に対する HIV 検査について」が平

成 19年 6月 29 日に通知されており、それには、

「妊婦に対する HIV 検査については、（中略）、

近時、HIV 検査において妊婦に対するカウンセ

リングが十分に行われていないことが指摘さ

れており、特に HIV スクリーニング検査におけ

る陽性症例に対し、確認検査の結果が出る以前

に、適切な説明やカウンセリングを行わず陽性

告知し、妊婦の健康等に支障を及ぼしている事

例が報告されている。ついては貴職におかれて

も、貴管下医療機関に対し、妊婦に対して HIV

検査を実施する場合には、HIV スクリーニング

検査では一定の割合で偽陽性が生じうること

をふまえ、確認検査の結果が出ていない段階で

の説明方法について、十分工夫するとともに、
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検査前及び検査後のカウンセリングを十分に

行うこととプライバシーの保護に十分配慮す

るよう周知徹底願いたい。」と記されている。

しかし、平成 27年度調査では平成 24 年度調査

と同様に、診療所では病院と比較して有意に

「HIV スクリーニング検査で陽性と判定され、

自施設で確認検査を行わず他施設に紹介する」

と回答した施設の割合が多かった。これらの施

設においてどのような説明やカウンセリング

が行われているのか、本調査では調査を行って

いないが、スクリーニング検査偽陽性問題に関

しての更なる啓発活動が必要である。 

日本国内のHIV検査実施率は年々上昇してい

るが、現状の検査実施率でもスクリーニング検

査を受けずに分娩し、HIV 母子感染が成立する

という危険性は依然として存在する。実際に、

平成 24年から平成 28年の 5年間に HIV母子感

染3例がエイズ動向委員会から報告されており、

99％を超えた検査実施率でも充分とは言えな

い。このような事態を回避するためにも、全妊

婦が妊婦健診を受診し、妊娠初期の段階で HIV

スクリーニング検査が全妊婦で行われるよう

に今後も活動していく必要がある。 

 

E.結論 

HIVによる母子感染がcARTや帝王切開での分

娩により十分に予防可能であることが周知さ

れるようになったことで、妊婦における HIV 検

査が妊娠初期の重要な検査のひとつとして認

知され、日本における HIV 感染妊婦の諸問題に

関しての啓発活動が実を結びつつある。その反

面、HIV 検査実施率が上昇することにより新た

な問題点が浮上している。スクリーニング検査

の偽陽性問題はその一つであり、医療従事者の

スクリーニング検査に対する理解度と確認検

査の必要性や告知のタイミングなど、HIV 検査

実施率が低かった頃と比べ妊婦に対するHIV検

査を取り巻く環境は変化してきている。さらに

は、十分に予防対策を行えない未受診妊婦も検

討して行くべき課題である。本研究班は、HIV

スクリーニング検査実施率上昇のための啓発

活動を推進するとともに、これら妊婦に対する

諸問題に関しても十分に取り組む必要がある。 
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表1　平成29年度 産婦人科病院一次調査の回答率 表2　平成29年度 小児科一次調査の回答率

《平成29年度産婦人科一次調査：病院》 《平成29年度小児科科一次調査》

北海道 65 56 86.2% 2 63 54 85.7% 北海道 144 75 52.1% 1 143 74 51.7%

青森 13 8 61.5% 0 13 8 61.5% 青森 35 18 51.4% 0 35 18 51.4%

岩手 13 11 84.6% 1 12 10 83.3% 岩手 39 18 46.2% 0 39 18 46.2%

宮城 20 16 80.0% 1 19 15 78.9% 宮城 39 25 64.1% 1 38 24 63.2%

秋田 17 10 58.8% 0 17 10 58.8% 秋田 24 17 70.8% 0 24 17 70.8%

山形 18 12 66.7% 0 18 12 66.7% 山形 25 13 52.0% 0 25 13 52.0%

福島 21 14 66.7% 4 17 10 58.8% 福島 36 19 52.8% 0 36 19 52.8%

茨城 25 21 84.0% 0 25 21 84.0% 茨城 67 32 47.8% 0 67 32 47.8%

栃木 11 9 81.8% 0 11 9 81.8% 栃木 36 23 63.9% 0 36 23 63.9%

群馬 18 15 83.3% 0 18 15 83.3% 群馬 35 22 62.9% 0 35 22 62.9%

埼玉 37 32 86.5% 0 37 32 86.5% 埼玉 104 49 47.1% 1 103 48 46.6%

千葉 40 33 82.5% 1 39 32 82.1% 千葉 100 52 52.0% 1 99 51 51.5%

東京 106 87 82.1% 2 104 85 81.7% 東京 164 96 58.5% 1 163 95 58.3%

神奈川 64 54 84.4% 0 64 54 84.4% 神奈川 100 61 61.0% 1 99 60 60.6%

新潟 30 21 70.0% 1 29 20 69.0% 新潟 49 30 61.2% 0 49 30 61.2%

山梨 9 5 55.6% 0 9 5 55.6% 山梨 26 14 53.8% 1 25 13 52.0%

長野 32 24 75.0% 0 32 24 75.0% 長野 65 42 64.6% 0 65 42 64.6%

富山 17 16 94.1% 1 16 15 93.8% 富山 28 21 75.0% 0 28 21 75.0%

石川 22 18 81.8% 0 22 18 81.8% 石川 31 22 71.0% 0 31 22 71.0%

福井 11 8 72.7% 1 10 7 70.0% 福井 30 16 53.3% 0 30 16 53.3%

岐阜 21 17 81.0% 3 18 14 77.8% 岐阜 49 32 65.3% 0 49 32 65.3%

静岡 32 26 81.3% 0 32 26 81.3% 静岡 54 31 57.4% 0 54 31 57.4%

愛知 56 51 91.1% 0 56 51 91.1% 愛知 101 59 58.4% 0 101 59 58.4%

三重 15 12 80.0% 0 15 12 80.0% 三重 37 22 59.5% 1 36 21 58.3%

滋賀 13 10 76.9% 0 13 10 76.9% 滋賀 29 16 55.2% 0 29 16 55.2%

京都 31 28 90.3% 1 30 27 90.0% 京都 61 35 57.4% 2 59 33 55.9%

大阪 73 58 79.5% 1 72 57 79.2% 大阪 133 87 65.4% 3 130 84 64.6%

兵庫 51 44 86.3% 2 49 42 85.7% 兵庫 90 56 62.2% 0 90 56 62.2%

奈良 15 11 73.3% 1 14 10 71.4% 奈良 26 19 73.1% 2 24 17 70.8%

和歌山 12 10 83.3% 0 12 10 83.3% 和歌山 26 18 69.2% 0 26 18 69.2%

鳥取 8 6 75.0% 0 8 6 75.0% 鳥取 17 12 70.6% 0 17 12 70.6%

島根 16 15 93.8% 0 16 15 93.8% 島根 24 14 58.3% 0 24 14 58.3%

岡山 21 18 85.7% 0 21 18 85.7% 岡山 49 27 55.1% 0 49 27 55.1%

広島 33 30 90.9% 1 32 29 90.6% 広島 54 34 63.0% 0 54 34 63.0%

山口 20 19 95.0% 0 20 19 95.0% 山口 34 23 67.6% 0 34 23 67.6%

徳島 10 8 80.0% 0 10 8 80.0% 徳島 35 16 45.7% 0 35 16 45.7%

香川 15 12 80.0% 0 15 12 80.0% 香川 27 18 66.7% 0 27 18 66.7%

愛媛 15 14 93.3% 2 13 12 92.3% 愛媛 31 19 61.3% 0 31 19 61.3%

高知 10 7 70.0% 0 10 7 70.0% 高知 33 20 60.6% 0 33 20 60.6%

福岡 36 30 83.3% 1 35 29 82.9% 福岡 86 56 65.1% 0 86 56 65.1%

佐賀 6 5 83.3% 0 6 5 83.3% 佐賀 23 10 43.5% 1 22 9 40.9%

長崎 17 17 100.0% 0 17 17 100.0% 長崎 35 19 54.3% 0 35 19 54.3%

熊本 18 15 83.3% 0 18 15 83.3% 熊本 51 23 45.1% 0 51 23 45.1%

大分 11 8 72.7% 2 9 6 66.7% 大分 31 15 48.4% 0 31 15 48.4%

宮崎 15 14 93.3% 1 14 13 92.9% 宮崎 21 11 52.4% 0 21 11 52.4%

鹿児島 21 18 85.7% 0 21 18 85.7% 鹿児島 40 23 57.5% 1 39 22 56.4%

沖縄 18 16 88.9% 0 18 16 88.9% 沖縄 33 17 51.5% 0 33 17 51.5%

全国 1,198 989 82.6% ## 1,169 960 82.1% 全国 2,407 1,397 58.0% ## 2,390 1,380 57.7%

有効
送付数

都道
府県
送付数 回収数 回収率

無
効

無
効
有効
送付数
回答数 回答率回答数 回答率

都道
府県
送付数 回収数 回収率
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表3　病院での妊婦HIVスクリーニング検査実施率

《平成29年度産婦人科一次調査：病院》

青森 2,798 2,798 100.00%

宮城 7,776 7,776 100.00%

秋田 3,291 3,291 100.00%

福島 4,137 4,137 100.00%

茨城 10,677 10,677 100.00%

栃木 4,210 4,210 100.00%

群馬 6,505 6,505 100.00%

埼玉 26,019 26,019 100.00%

千葉 14,894 14,894 100.00%

東京 61,918 61,918 100.00%

新潟 7,577 7,577 100.00%

山梨 3,006 3,006 100.00%

長野 9,735 9,735 100.00%

富山 4,369 4,369 100.00%

石川 3,769 3,769 100.00%

福井 2,665 2,665 100.00%

岐阜 5,004 5,004 100.00%

静岡 12,719 12,719 100.00%

愛知 25,688 25,688 100.00%

滋賀 3,380 3,380 100.00%

京都 10,126 10,126 100.00%

奈良 4,250 4,250 100.00%

和歌山 3,512 3,512 100.00%

鳥取 1,979 1,979 100.00%

島根 3,673 3,673 100.00%

岡山 8,373 8,373 100.00%

広島 11,713 11,713 100.00%

山口 6,494 6,494 100.00%

徳島 2,737 2,737 100.00%

香川 4,192 4,192 100.00%

高知 1,580 1,580 100.00%

佐賀 1,533 1,533 100.00%

長崎 4,196 4,196 100.00%

大分 2,548 2,548 100.00%

宮崎 3,687 3,687 100.00%

鹿児島 5,518 5,518 100.00%

岩手 4,171 4,171 99.99%

神奈川 35,123 35,118 99.99%

大阪 32,064 32,056 99.98%

北海道 21,600 21,595 99.98%

兵庫 18,292 18,282 99.95%

山形 3,849 3,847 99.94%

福岡 11,313 11,305 99.93%

沖縄 9,051 9,043 99.92%

熊本 7,297 7,285 99.84%

三重 4,541 4,533 99.83%

愛媛 4,502 4,489 99.71%

全国 448,051 447,972 99.98%

検査件数
検査
実施率

都道
府県

分娩件数
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表4　分娩の取扱いの有無と妊婦HIVスクリーニング検査実施率（病院調査）

《平成29年度産婦人科一次調査：病院》

100％検査 80 100.0% 867 98.5% 947 98.6%

95％以上100％未満 0 − 12 1.4% 12 1.3%

90％以上95％未満 0 − 1 0.1% 1 0.1%

50％以上90％未満 0 − 0 − 1.5% 0 − 1.4%

50％未満 0 − 0 − 0 − 

0％（実施なし） 0 − 0 − 0 − 

合計 80 100.0% 880 100.0% 960 100.0%

HIV検査率
分娩なし 分娩あり 合計

施設数 施設数 施設数

表5　エイズ拠点病院区分の妊婦HIVスクリーニング検査実施率

　　 《平成29年度産婦人科一次調査：病院》

拠点病院 142,338 142,323 99.99%

拠点以外の病院 305,713 305,650 99.98%

合計 446,109 446,030 99.98%

病院区分 分娩件数 検査件数 検査実施率

表6　分娩取扱い施設でのエイズ拠点病院区分の妊婦HIVスクリーニング検査実施率

　　 《平成29年度産婦人科一次調査：病院》

100％検査 255 99.2% 612 98.2% 867 98.5%

95％以上100％未満 2 0.8% 10 1.6% 12 1.4%

90％以上95％未満 0 − 1 0.2% 1 0.1%

50％以上90％未満 0 − 0.8% 0 − 1.8% 0 − 1.5%

50％未満 0 − 0 − 0 − 

0％（実施なし） 0 − 0 − 0 − 

合計 257 100.0% 623 100.0% 880 100.0%

施設数
HIV検査率

拠点病院 拠点以外の病院 合計

施設数 施設数
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表7　都道府県別の未受診妊婦数 表8　都道府県別の未受診妊婦の頻度

《平成29年度産婦人科一次調査：病院》 《平成29年度産婦人科一次調査：病院》

東京 21 110 宮崎 3,687 27 0.73%

大阪 20 107 愛媛 4,502 27 0.60%

埼玉 15 81 千葉 14,894 66 0.44%

千葉 18 66 鳥取 1,979 8 0.40%

北海道 24 65 岩手 4,171 16 0.38%

愛知 20 58 大阪 32,064 107 0.33%

神奈川 21 55 山梨 3,006 10 0.33%

静岡 13 40 茨城 10,677 34 0.32%

茨城 10 34 熊本 7,297 23 0.32%

福岡 10 33 静岡 12,719 40 0.31%

広島 9 28 埼玉 26,019 81 0.31%

愛媛 4 27 岡山 8,373 26 0.31%

宮崎 6 27 北海道 21,600 65 0.30%

岡山 7 26 岐阜 5,004 15 0.30%

兵庫 10 25 福岡 11,313 33 0.29%

熊本 6 23 栃木 4,210 12 0.29%

京都 10 18 群馬 6,505 17 0.26%

群馬 8 17 広島 11,713 28 0.24%

岩手 7 16 鹿児島 5,518 13 0.24%

岐阜 6 15 大分 2,548 6 0.24%

沖縄 3 15 愛知 25,688 58 0.23%

宮城 4 13 福井 2,665 6 0.23%

鹿児島 4 13 福島 4,137 9 0.22%

栃木 2 12 長崎 4,196 9 0.21%

新潟 6 11 三重 4,541 9 0.20%

山梨 3 10 香川 4,192 8 0.19%

福島 5 9 島根 3,673 7 0.19%

三重 6 9 高知 1,580 3 0.19%

長崎 5 9 京都 10,126 18 0.18%

長野 4 8 東京 61,918 110 0.18%

鳥取 4 8 宮城 7,776 13 0.17%

香川 4 8 沖縄 9,051 15 0.17%

島根 2 7 神奈川 35,123 55 0.16%

山口 5 7 秋田 3,291 5 0.15%

富山 3 6 新潟 7,577 11 0.15%

福井 2 6 青森 2,798 4 0.14%

大分 3 6 富山 4,369 6 0.14%

秋田 4 5 兵庫 18,292 25 0.14%

山形 4 5 山形 3,849 5 0.13%

青森 2 4 徳島 2,737 3 0.11%

石川 2 4 山口 6,494 7 0.11%

奈良 2 4 石川 3,769 4 0.11%

徳島 3 3 奈良 4,250 4 0.09%

高知 2 3 長野 9,735 8 0.08%

和歌山 1 2 佐賀 1,533 1 0.07%

滋賀 1 1 和歌山 3,512 2 0.06%

佐賀 1 1 滋賀 3,380 1 0.03%

全国 332 1,060 全国 448,051 1,060 0.24%

都道
府県

施設数 妊婦数
都道
府県

調査
分娩数

未妊健
妊婦数

頻度
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表9　未受診妊婦へのHIVスクリーニング検査の実施状況

《平成29年度産婦人科一次調査：病院》

a．全例に検査を実施する（分娩前に結果が確認できるかどうかにかかわらず） 322 97.3%

b．全例に検査しない 0 　　-

c．状況に応じて一部の妊婦に検査を実施する 9 2.7%

合計 331 100.0%

　　施設数
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平成 29 年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染妊娠に関する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV感染妊娠に関する臨床情報の集積と解析 
 

研究分担者：杉浦 敦  奈良県総合医療センター産婦人科、医長 

研究協力者：石橋理子  奈良県総合医療センター産婦人科、医長 

      市田宏司  成増産院、副院長 

      太田 寛  北里大学医学部公衆衛生学、助教 

      小林裕幸  筑波大学大学院人間総合科学研究科、教授 

      佐久本薫  沖縄県立南部医療センター・こども医療センター、病院長 

      高野政志  防衛医科大学校病院腫瘍化学療法部、部長・准教授 

      中西美紗緒 独立行政法人国立国際医療研究センター病院産婦人科、医員 

      松田秀雄  松田母子クリニック、院長 

      箕浦茂樹  新宿区医師会区民健康センター、所長 

      桃原祥人  都立大塚病院産婦人科、部長 

研究補助員：藤田 綾  奈良県総合医療センター産婦人科 

 

研究要旨： 

HIV 感染妊娠の報告数は毎年 40 例前後で推移していたが、2016 年は 27 例まで減少した。近年

HIV感染判明後妊娠が増加傾向にあり、今後は減少していく可能性がある。都道府県では大都市圏

が中心であることに変化はないが、妊婦の国籍は年々日本人の占める割合が増加しており近年では

過半数を占めるようになっている。分娩様式では帝王切開分娩がほとんどを占め、経腟分娩は飛び

込み分娩や自宅分娩等を除きほぼゼロとなっている。これは HIV母子感染予防のために、経腟分娩

を回避することが徹底されている結果であると思われる。現在諸外国では血中 HIVウイルス量のコ

ントロールが良好であれば、経腟分娩が許容されつつある。本邦でも一定条件を満たせば経腟分娩

が許容される可能性があるが、まず受け入れ施設など医療体制の整備を進めていく必要があると思

われる。母子感染例は 200年以降減少傾向にあるが、近年もほぼ毎年発生し続けている。近年の感

染経路は妊娠初期スクリーニング検査陰性例からの母子感染例を多く認め、このような経路による

母子感染予防策は非常に困難である。妊婦における HIVスクリーニング検査の標準化により、未受

診妊婦や初期スクリーニング検査後の感染例を除き、ほぼ妊娠初期に HIV感染の有無が診断されて

いる。本研究班が推奨する母子感染予防策を全て施行し得た例においては日本国内で平成 12 年以

降に母子感染症例が発生していないことは、本研究班が作成し周知してきた母子感染予防対策マニ

ュアルなどによる教育・啓発活動の一定の成果であろうと考える。現在母子感染をほぼ完全に予防

し得る現状から、毎年 HIV感染判明後の再妊娠数が増加している。HIV感染妊婦の診療体制はエイ

ズ拠点病院が中心になってきており、95%の妊婦の妊娠転帰はエイズ拠点病院において行われるよ

うになったことは診療体制の成熟を意味する。これまでに本研究班が得た成果から考えられる本分

担班による今後の検討課題として、①HIV感染妊娠における母子感染予防を目的とした診療ガイド

ラインの策定に向けた情報収集、②経腟分娩が日本国内でも可能であるか検討するための現状把握、
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③HIV感染妊婦への診療体制の現状把握と再整備の必要性の検討、④HIV感染妊婦を診療する医師

やコメディカルの教育と修練、国民への啓発と教育、④妊娠初期スクリーニング検査陰性例におけ

る母子感染予防策の検討、⑤研究班ホームページの運営による研究成果の適時公開、⑥HIV感染妊

娠数の将来予測、⑦HIV感染妊婦の継続的フォローアップ対策の構築などがあげられる。HIV母子

感染予防に関する研究のさらなる継続が必要である。 

 

A.研究目的 

国内における HIV 感染妊婦とその出生児に

関するデータベースを更新する。さらに現行の

HIV母子感染予防対策の妥当性と問題点を検証

し、予防対策の改訂および母子感染率のさらな

る低下を図る。 

 

B.研究方法 

1．産婦人科小児科統合データベースの更新（吉

野分担班および田中分担班との共同研究） 

 産婦人科、小児科それぞれの 2016 年（平成

28年度）の全国調査で報告された症例を新たに

追加し、平成 29 年度統合データベースを作成

する。 

2．全国産婦人科二次調査  

 全国一次調査で HIV 感染妊婦の診療経験あ

りと回答した産婦人科診療施設に対し二次調

査を行い、HIV感染妊婦の疫学的・臨床的情報

を集積・解析する。これにより HIV感染妊婦の

年次別・地域別発生状況を把握し、妊婦やパー

トナーの国籍の変化、婚姻関係の有無、医療保

険加入などの経済状況、抗 HIV療法の効果、妊

娠転帰の変化や分娩法選択の動向などを検討

する。 

（倫理面への配慮） 

臨床研究においては、文部科学省・厚生労働

省「疫学研究の倫理指針」を遵守しプライバシ

ーの保護に努めた。症例の識別は本研究におけ

る通し番号を用い、各情報は登録番号のみで処

理されるため個人情報が漏洩することはなく、

またデータから個人を特定することも不可能

である。 

 

C.研究結果 

1．産婦人科小児科統合データベースの更新お

よび解析 

小児科研究分担班（研究分担者：田中瑞恵）

と当産婦人科研究分担班のデータとを照合し、

平成 29 年度産婦人科小児科統合データベース

として更新した。その結果を図 1に示す。2016

年（平成 28 年）12 月までに妊娠転帰が明らか

となった症例の集積である。2016 年末までの

HIV感染妊娠の報告総数は 983例となり、その

うち産婦人科小児科の重複例は 410例で、産婦

人科 478 例と小児科 95 例は各科独自の症例で

あった。双胎が 8例含まれ、出生児数は 674児

となった。（ただし産婦人科と小児科のデータ

の照合作業による統合データベースの更新は

それぞれの全国調査を行った年度の次年度に

行うため、解析は 1年遅れとなっている。） 

 

1）HIV感染妊娠の報告都道府県別分布 

HIV感染妊娠の報告数を図 2に示す。年間報

告数は 2010年～2015年は 40例前後で推移して

いたが、2016 年は 27 例と減少した。都道府県

別・年次別分布を表 1に示す。地方ブロック別

では関東甲信越、北陸東海、近畿が中心である

ことに変わりはない。報告のない都道府県は、

和歌山・徳島・佐賀の 3 県のみとなった。HIV

感染妊娠の報告都道府県別分布を図 3 に示す。

東京が 249例、次いで神奈川 95例、愛知 94例、

千葉 83例、大阪 62例と大都市圏が多数を占め

る。 

 

2）HIV感染妊婦およびパートナーの国籍とHIV

感染状況 

HIV感染妊婦の国籍別・年次別変動を表 2に

示した。日本 409例（41.6%）、タイ 225例（22.8%）
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でこの 2カ国で約 6割以上を占めている。次い

でブラジル 71 例（7.2%）、フィリピン 39 例

（4.0%）、インドネシア 32 例（3.3%）、ケニア

24例（2.4%）であった。地域別にみると、日本

を除くアジアが 364例（37.0%）、アフリカが 91

例（9.3%）、中南米が 85例(8.6%)であった。 

HIV感染妊婦国籍の変動を図 4に示す。2001

年以前はタイ人が、2002年以降は日本人が最も

多い。日本人は増加の一途をたどり、2001年以

前では全体の 3割程度であったが 2012~2016年

には約半数を占めるようになった。一方、タイ

人の報告は近年減少しており、2012~2016 年は

16例(8.4%)のみであった。2001年以前はケニア、

エチオピア、タンザニアなどのアフリカ地域の

妊婦が多かったが、近年は報告が少なく、代わ

ってブラジルやインドネシアの報告が増加し

ている。 

パートナーの国籍別症例数および HIV の感

染割合を表 3 に示した。国籍は日本が 505 例

（51.4%）で最も多く、次いでブラジル 57 例

（5.8%）、タイ 27例（2.7%）であった。HIVの

感染割合は、10例未満の報告が少ない国を除く

と、ペルーが 87.5％と最も高く、次いでナイジ

ェリアが 73.3%、ケニアが 69.2％、インドネシ

アが 57.1％、ガーナが 55.6％、タイが 52.9%、

ブラジルが 51.2%、アメリカが 42.9％で、日本

は 30.6%と最も低率であった。地域別にみても、

症例数が 5例以下の欧州、中東を除くと、アフ

リカが 69.5%と最も高く、次いでアジアと中南

米が 57.7%、北米 37.5%であった。 

HIV感染妊婦とパートナーの国籍の組み合わ

せ別 5 年群別変動を図 5 に示した。「妊婦－パ

ートナー」が「外国－日本」の組み合わせは減

少傾向で、「日本－日本」の組み合わせは増加

傾向にある。 

 

3）妊娠転帰と母子感染 

HIV感染妊娠の妊娠転帰別・年次別変動を図

6に示した。1995年以降毎年 30例前後から 40

例前後の報告が継続している。 

分娩に至った症例のみの分娩様式 5年群別変

動を図 7 に示した。2001 年以前、2002～2006

年の緊急帝切は、10％未満であったが、2007～

2011年は 29例（21.5%）、2012~2016年は 26例

（17.1％）とやや増加している。経腟分娩は明

らかに減少傾向にある。そこで緊急帝切となっ

た全 87例における HIV感染判明時期と緊急帝

切の適応を表 4に示した。77例（88.5%）では

分娩 1週間前の時点で既にHIV感染が判明して

いた。帝切予定であったが切迫早産等の産科的

適応により緊急帝切となった症例は 68 例で、

緊急帝切症例の 78.2%を占めていた。さらに

2012～2016年の緊急帝切 26例の詳細を表 5に

示した。全例が分娩 1週間前の時点で HIV感染

が判明しており、24例（92.3％）では帝切予定

であったが何らかの理由で緊急帝切となった

ことがわかっている。 

在胎週数と出生児体重の平均を表 6に示した。

予定帝切分娩の平均在胎週数は 36w2d、平均出

生児体重は 2,634g、緊急帝切分娩の平均在胎週

数は 35w5d、平均出生児体重は 2,371g、経腟分

娩の平均在胎週数は 38w1d、平均出生児体重は

2,898g であった。2012～2016 年では予定帝切

121 例ではそれぞれ 36w5d、2,719g、緊急帝切

26 例ではそれぞれ 34w5d、2,355g、経腟分娩 5

例ではそれぞれ 39w0d、2,724gであり、緊急帝

切例で早産傾向が強くなっている。 

分娩様式・妊娠転帰別の母子感染数を表 7に

示した。983例中、予定帝切分娩 498例（50.7%）、

緊急帝切分娩 87 例（8.9%）、経腟分娩 80 例

（8.1%）、分娩様式不明 6例（0.6%）、自然流産

36 例(3.7%)、異所性妊娠 6 例（0.6%）、人工妊

娠中絶 184 例（18.7%）、妊娠中 3 例（0.3%）、

妊娠転帰不明 83 例（8.4%）となっている。母

子感染は予定帝切分娩の 7例、緊急帝切分娩の

7例、経腟分娩の 36例、分娩様式不明の 5例で

計 55例が確認されている。 

HIV感染妊娠の年次別妊娠転帰と母子感染を

表 8に示した。1984年に外国で妊娠分娩し、来

日後母子感染が判明した 1例が後年に報告され、
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1987 年以降 HIV 感染妊娠はほぼ毎年継続して

報告されている。中絶や転帰不明などを除く分

娩例は、1995年以降毎年 20例以上 30例前後が

継続している。分娩様式は 2000 年以降予定帝

切分娩が分娩例の 7割以上を占めることに変わ

りはない。緊急帝切分娩には、帝王切開による

分娩を予定していたが陣痛発来などの産科的

適応により緊急帝切となったものが大多数で

あり、2008 年以降は分娩例の 20％前後を占め

ている。母子感染は 1991～2000 年までは毎年

数例発生しているが、その後も 2002 年、2005

年、2006年、2008年、2009年、2012年、2013

年に各 1例、2010年に 3例とほぼ毎年報告され

ており、特に近年は妊娠初期スクリ―ニング検

査陰性例からの報告が増加傾向にある。 

 

4）HIV感染妊婦への抗ウイルス薬投与ついて 

HIV感染妊婦の血中ウイルス量を表 9に示し

た。ウイルス量の最高値が 10万コピー/ml以上

は 34例（6.0%）、1万コピー/ml以上 10万コピ

ー/ml 未満は 142 例（25.2%）、1000 コピー/ml

以上 1 万コピー/ml 未満は 124 例（22.0%）、検

出限界以上 1,000コピー/ml未満は 64例（11.3%）、

検出限界未満は 200 例（35.5%）であった。母

子感染リスクが上昇すると考えられている 1万

コピー/ml以上は 176例（31.2%）で、米国では

経腟分娩も選択可能とされている 1000 コピー

/ml未満は 239例(44.8%)存在していた。 

HIV感染妊婦へ投与された抗ウイルス薬の薬

剤数別の年次推移を図 8に示した。1 剤のみの

投与は 1998年をピークに減少している。3剤以

上の cARTは 1995年に初めて報告されたのち、

2000年以降は報告症例の半数以上を占め、2009

年以降はほぼ全例 cARTである。 

抗ウイルス薬の投与による血中ウイルス量

の変化を表 10 に示した。妊娠中に抗ウイルス

薬が投与され、血中のウイルス量が 2回以上測

定されている 355例を解析した。そのうちウイ

ルス量が 1/100 以下へ減少した例は 124 例

（34.9%）で、全てで 3 剤以上の cART が行わ

れていた。 

 

5）母子感染率について 

小児科調査からの報告例には母子感染例が

多く含まれ、母子感染率を推定するにはバイア

スがかかるため、産婦人科調査からの報告例の

みを解析し、算出した分娩様式別母子感染率を

表 11 に示した。児の異常による受診を契機に

母親の HIV 感染と母子感染が判明した症例を

除き、母子感染の有無が判明している 493例の

うち、母子感染した症例は 15例（3.04%）であ

った。内訳は予定帝切分娩が 388 例中 1 例

（0.26%）、緊急帝切分娩が 68例中 3例（4.41%）、

経腟分娩が 37例中 11例（29.73%）である。 

より多くの症例で母子感染率を検討するた

めに、産婦人科小児科統合データベースを用い

て解析を試みた。HIV感染判明時期・妊娠転帰

別母子感染率を表 12 に示した。HIV 感染判明

時期を、 

・「妊娠前」 

・「今回妊娠時」 

・「不明（妊娠中管理あり）」（HIV 感染判明時

期は不明だが、投薬記録や妊娠中の血液データ

がある等、妊娠中に管理されていたと思われる

症例） 

・「分娩直前」（分娩前 1週間以内と定義） 

・「分娩直後」（分娩後 2日以内と定義） 

・「児から判明」（児の発症を契機に母の HIV感

染が判明した症例） 

・「分娩後その他機会」 

・「不明」 

に分類し解析した。「妊娠前」は 415 例で最も

多く、母子感染が 3例みられ母子感染率は 1.2%

であった。妊娠転帰は予定帝切分娩が 230 例

（55.4%）と多く、次いで人工妊娠中絶が 86例

（20.7%）、緊急帝切分娩 43例（10.4％）、経腟

分娩 12 例（2.9％）であった。母子感染率は予

定帝切分娩で 0.5％、経腟分娩の 12 例では

22.2％であった。「今回妊娠時」は 390例で、母

子感染が 7例で母子感染率は 3.1%であった。予
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定帝切分娩が 214例（54.9%）、人工妊娠中絶が

79 例（20.3%）、緊急帝切分娩 34 例（8.7％）、

経腟分娩 9例（2.3％）であった。母子感染率は、

予定帝切分娩は 1.5％で「妊娠前」の 0.5％より

高率となったが、経腟分娩 9例では 16.7％に低

下した。「不明（妊娠中管理あり）」は 29 例で

母子感染の報告はなく、妊娠転帰は予定帝切分

娩が 21 例（72.4%）であった。「分娩直前」は

18 例で、母子感染が 1 例で母子感染率は 6.3%

であった。経腟分娩が 9 例（50.0%）と最も多

く、次いで予定帝切分娩 6例（33.3%）、緊急帝

切分娩 3例（16.7%）であった。「分娩直後」は

12 例で母子感染が 6 例あり、母子感染率は

66.7%と高率であった。経腟分娩が11例（91.7%）

と 9 割を占めた。「児から判明」20 例は当然な

がら母子感染率は 100％であり、経腟分娩が 15

例（75.0%）と多かったが、予定帝切分娩も 1

例（5.0%）、緊急帝切分娩も 4例（20.0%）みら

れた。「分娩後その他機会」は 22例で、母子感

染は 13例で母子感染率は 65.0%であった、経腟

分娩が 16例（72.7%）を占めた。「不明」は 77

例で、母子感染は 5例で母子感染率は 15.6%で

あった。予定帝切分娩が 25例（32.5%）で経腟

分娩が 8例（10.4%）であった。 

HIV感染判明時期が「児から判明」、「分娩後

その他機会」および「不明」の群は分娩前の

HIV スクリーニング検査、抗ウイルス薬投与、

分娩時の AZT 点滴、母乳の中止などいずれの

母子感染予防対策も施されなかったと考えら

れ、多くの児が母子感染に至っており分娩様式

による母子感染率の比較に対しバイアスをか

けることになる。そのため解析には不適切と考

え、これらを除いた 593例を解析した。それら

の分娩様式・HIV感染判明時期別母子感染率を

表 13 に示す。母子感染は予定帝切分娩で 471

例中 4例（1.0%）、緊急帝切分娩では 81例中 3

例（4.3%）、経腟分娩は 41 例中 9 例（28.1%）

であった。 

次いでこの 593 例を抗ウイルス薬の主流が

cARTへ移行する 2000年前後に分けて 127例と

439例で同様の解析をおこなった。1999年以前

を表 14に、2000年以降を表 15に示した。1999

年以前の母子感染は予定帝切分娩では87例中2

例（2.5%）、緊急帝切分娩では 13 例中 3 例

（30.0%）、経腟分娩では 27例中 8例（38.1%）

であった。2000年以降の母子感染は予定帝切分

娩では 384 例中 2 例（0.6%）、緊急帝切分娩で

は 68例中 0例（0.0%）、経腟分娩では 14例中 1

例（9.1%）で、いずれの分娩様式でも母子感染

率は 1999年以前より低下していた。 

分娩様式と抗ウイルス薬の投与状況を表 16

に示した。予定帝切分娩、緊急帝切分娩、経腟

分娩を行った 665 例中 490 例（73.7%）に抗ウ

イルス薬が投与されていた。分娩様式別では予

定帝切分娩が 498例中 414例（83.1%）、緊急帝

切分娩は 87 例中 70 例（80.5%）で抗ウイルス

薬が投与されていたにもかかわらず、経腟分娩

では 80 例中 6 例（7.5%）のみであった。抗ウ

イルス薬が投与されていたにもかかわらず母

子感染したのは 3 例のみで、そのうち 1 例は

AZT投与後緊急帝切分娩が施行されたが、妊娠

中期の CD4 数低下が認められていたことから

妊娠中の胎内感染が疑われた。他の 2例は 3剤

以上の抗ウイルス薬が処方され、予定帝切分娩

が行われたが、そのうちの 1例は外国籍妊婦で

あったことから内服治療のコンプライアンス

が低かった可能性があり、残りの 1例は HIV感

染が判明し cARTを開始した妊娠34週の時点で

ウイルス量が 14,000コピーで、CD4/8が 0.8で

あったことが母子感染の原因であろうと推測

された。①投与ありで予定帝切分娩、②投与な

しで予定帝切分娩、③投与ありで経腟分娩、④

投与なしで経腟分娩の群にわけ母子感染率を

示すと、それぞれ 0.6%、6.8%、0.0%、54.5%と

なった。 

HIV感染判明時期が「分娩後その他機会」「児

から判明」および「不明」の群を除いた 593例

で母子感染率を再度検討した。分娩様式と抗ウ

イルス薬の投与状況を表 17 に示す。全 593 例

中 490 例（82.6%）に抗ウイルス薬が投与され
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ており、分娩様式別では予定帝切分娩が 471例

中 414例（87.9%）、緊急帝切分娩は 81例中 71

例（86.4%）、経腟分娩では 41例中 6例（14.6%）

であった。また表 16 と同様の群に分け母子感

染率をみると①0.6%、②4.0%、③0.0%、④32.1%

となり、母集団は 4例と少ないが「投与ありで

経腟分娩」群では母子感染を認めていない。 

表17を抗ウイルス薬の主流がcARTへ移行す

る 2000年を境に 2群に分け、1999年以前を表

18に 2000 年以降を表 19に示した。1999 年以

前は全 127例中 59例（46.5%）に抗ウイルス薬

が投与されていた。分娩様式別では予定帝切分

娩が 87例中 53例（60.9%）、緊急帝切分娩は 13

例中 4例（30.8%）で、経腟分娩では 27例中 2

例（7.4%）のみであった。各群別の母子感染率

は①2.0%、②3.2%、③0.0%、④40.0%であった。

2000年以降は全 466例中 431例（92.5%）に抗

ウイルス薬が投与されていた。分娩様式別では

予定帝切分娩が 384例中 361例（94.0%）、緊急

帝切分娩は 68 例中 66 例（97.1%）と高率で、

経腟分娩では 14例中 4例（28.6%）のみであっ

た。各群別の母子感染率は①0.3%、②5.3%、③

0.0%、④12.5%で、②群以外は 1999年以前より

も低率となった。2000年以降に感染予防対策を

施行した症例の母子感染率を表 20 に示す。感染

予防策として「初期 HIV スクリーニング検査」

「予定帝切」「抗ウイルス薬 3剤以上」「児の投

薬あり」「断乳」全てを施行した 224 例での母

子感染例は 1例もなかった。 

 

6）HIV感染判明後の再妊娠について 

HIV感染判明以後に妊娠した妊婦の妊娠回数

を表 21に示した。妊娠回数 1回は 183人、2回

は 63人、3回は 21人、4回は 9人、6回が 1人

であった。当研究班で把握している HIV感染妊

婦数は 720人で、277人が HIV感染を認識した

上で妊娠し、94人が 2回以上複数回妊娠してい

ることになる。2007年～2016年の 10年間での

HIV 感染判明時期別の平均年齢を図 9 に示す。

感染判明後妊娠は感染判明前妊娠と比較し、平

均年齢は大きな差を認めていない。10年間での

感染判明後妊娠は 255例あり、2007年から 2016

年の HIV 感染判明の有無と妊娠時期の年次別

推移を図 10に、妊娠時期の変動を図 11に示す。

感染判明後妊娠は 2007年～2011 年は 70.1％、

2012年～2016年は 64.2％で、2016年は 66.7％

であった。2007年以降感染判明後妊娠の妊婦国

籍、パートナー国籍を図 12、図 13に示す。そ

れぞれ日本国籍が 52.5%、64.3％と過半数を占

めた。感染判明後妊娠の加入保険内容を図 14

に示す。社保が 31.0％、国保が 39.6％、生保が

6.3％と妊娠後感染判明妊娠と比較し社保・国保

の占める割合が高い。感染判明後妊娠の転帰年

別分娩転帰を図 15 に示す。感染判明後妊娠に

おいても一定の割合で人工妊娠中絶が含まれ、

分娩様式は 90％以上が帝王切開であった。感染

判明後妊娠の予定内・予定外妊娠の割合を図 16

に示す。43.7%が予定内妊娠と考えられた。感

染判明後妊娠の妊娠中投薬の有無を図 17 に示

す。感染判明後妊娠においても 6.9～29.2%と投

薬なし・不明例が存在した。感染判明後妊娠の

血中ウイルス量最高値を図 18 に示す。感染判

明後妊娠においても、ウイルス量 1,000 以上の

症例は 21.1%存在する。感染判明後妊娠の分娩

転帰場所を図 19 に示す。感染判明後妊娠の

8.6％は拠点病院以外が最終転帰場所となって

いた。 

 

7）HIV感染妊娠の転帰場所 

HIV 感染妊娠の転帰場所を図 20 に示した。

全 983 例中、妊娠転帰不明 83 例と妊娠中 3 例

を除いた 897例について解析した。拠点病院が

733例（81.7%）と約 8割を占めた。拠点以外の

病院 66例（7.4%）、診療所 15例（1.7%）、助産

院 2例（0.2%）自宅 5例（0.6%）、外国 30例（3.3%）、

不明 46例（5.1%）であった。 

最近 5年間（2012年～2016年）の HIV感染

妊娠 189 例の転帰場所を図 21 に示した。拠点

病院が 178例（94.2%）と図 20よりも占める割

合が高くなり、拠点以外の病院は 3例（1.6%）
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のみになっている。 

転帰場所別分娩様式を表 22 に示した。予定

帝切分娩が拠点病院では 449 例（61.3%）に施

行されているのに対し、拠点病院以外の病院で

は 28例（42.4%）のみであった。一方、経腟分

娩は拠点病院では 25 例（3.4%）のみであった

が、拠点以外の病院では 15 例（22.7%）、診療

所・助産院では 12例（70.6%）もみられた。 

転帰場所別抗ウイルス薬投与状況を表 23 に

示した。拠点病院では 514 例（70.2%）に抗ウ

イルス薬が投与されていたが、拠点病院以外で

は 24例（36.4%）で、診療所・助産院では 1例

（5.9%）のみであった。 

日本で経腟分娩した 63例の詳細を表 24に示

した。妊娠中に抗ウイルス薬が投与されていた

症例が 8 例あり、飛び込み分娩が 18 例を占め

ていた。 

都道府県別エイズ拠点病院の分娩取扱状況

とHIV感染妊娠最終転帰施設数を表 25に示す。

全国にはエイズ拠点病院が 382施設存在し、そ

のうち産科標榜施設は 305 施設（79.8%）であ

った。HIV感染妊娠の最終転帰場所となった施

設数は全国で 126 施設（41.3%）であった。茨

城、栃木、千葉、長野の各県では産科を標榜す

る拠点病院の 7割以上が、実際に HIV感染妊娠

の最終転帰病院となっていたが、他の都道府県

では、拠点病院の数に比べて実際に最終転帰病

院となっている病院は少なかった。20例以上の

都府県でみても、茨城、栃木、千葉、長野以外

では最終転帰病院となっていない拠点病院が

多数存在していた。 

都道府県別・最終転帰場所別の HIV感染妊娠

数を表 26に示す。症例数が 20例以上の都府県

でみると、拠点病院での最終転帰例の割合は茨

城 100%、栃木 100%、静岡 100%、東京 97.1％、

神奈川 95.2％、長野 94.4%、愛知 93.9%、大阪

88.0%とほとんどで 90%以上であった。しかし

埼玉では 17例(37.0%)が、千葉においても 21例

（30.0%）が拠点病院以外で最終転帰となって

いた。 

 

8）HIV感染妊婦の社会的背景 

パートナーとの婚姻関係の有無について回

答のあった 496例で婚姻関係別の妊娠転帰を図

22に示した。婚姻あり（346例）では予定帝切

分娩が 212 例（58.2%）、緊急帝切分娩が 52 例

（14.3%）、経腟分娩が 12 例（3.3%）であった

のに対し、婚姻なしや不明（132 例）ではそれ

ぞれ 41例（31.1%）、13例（9.8%）、23例（17.4%）

となり経腟分娩の割合が増加した。同様に医療

保険加入状況について回答のあった 487例で医

療保険加入状況別の妊娠転帰を図 23に示した。

国保、社保、いずれかの医療保険加入あり（367

例）ではそれぞれ分娩転帰は 210 例（57.2%）、

46 例（13.4%）、11 例（3.0%）であったのに対

し、医療保険なしや不明（120 例）ではそれぞ

れ 37例（30.8%）、14例（11.7%）、24例（20.0%）

となり、やはり経腟分娩の割合が増加した。 

 

9）母子感染 55 例についての解析 

母子感染 55例の転帰年と分娩様式を図 24に、

それらの臨床情報を表 27に示した。1984年に

分娩様式不明の外国での分娩例で初めての母

子感染が報告されている。1987年は外国で経腟

分娩となった症例で、国内での分娩の母子感染

例は 1991年の 2例が初めてである。その後

cARTが治療の主流になる 2000年まで毎年継続

して報告された。それらの大部分の分娩様式は

経腟分娩であった。その後は 2002年に転帰場

所は不明で経腟分娩した 1例、2005年に外国で

予定帝切分娩した 1例、2006年に国内で経腟分

娩した 1例が報告された。さらに 2008年に経

腟分娩で、2009年に緊急帝切分娩で、2010年

には予定帝切分娩 1例と経腟分娩で 2例、2012

年と 2013年は経腟分娩でそれぞれ 1例の母子

感染例が報告された。2002年、2006年、2008

年、2010年、2012年および 2013年の経腟分娩

例は分娩後に母親の HIV感染が判明しており、

7 例とも抗ウイルス薬は投与されていなかった。

特に近年は、妊娠初期スクリーニング検査が陰
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性例での母子感染例が報告されている。また近

年の母子感染報告例は日本転帰例が多くを占

める。 

母子感染 55例の転帰都道府県を表 28に示し

た。外国が 16例（29.1%）と最も多く、次いで

千葉が 8例（14.5%）、東京が 6例（10.9%）と

続く。 

妊婦国籍を表 29に示した。タイが 17例

（30.9%）と最も多く、次いで日本15例（27.3%）、

ケニア 8例（14.5%）であった。日本転帰の 36

例（表 30）ではタイが 15例(41.7%)と最も多く、

ついで日本 13例(36.1%)であった。 

パートナーの国籍を表 32に示した。日本人

が 35例（63.6%）と大半を占め、その他は 3例

以下であった。日本転帰の 36例（表 33）でも

同様に日本人が 24例(66.7)で最多であった。パ

ートナーとの国籍の組み合わせを図 27に示し

た。「妊婦－パートナー」は「外国－日本」が

23例（41.8%）と最も多く、「日本－日本」が

12例（21.8%）、「外国－外国」が 12例（21.8%）

で、「日本－外国」は 3例（5.5%）のみであっ

た。日本転帰の 36例（図 28）では、「日本―日

本」が 11例(30.6%)と最多であった。 

分娩様式を図 30に示した。経腟分娩が 36例

（65.5%）と 6割以上を占め、ついで予定帝切

分娩 7例（12.7%）、緊急帝切分娩 7例（12.7%）、

分娩様式不明 5例（9.1%）であった。日本転帰

の 36例（図 31）でも経腟分娩が 25例(69.4%)

と最多であった。 

転帰場所を図 33に示した。外国が 15例

（27.3%）と最も多く、拠点病院が11例（20.0%）、

拠点以外の病院が 9例（16.4%）、診療所 9例

（16.4%）、自宅 1例（1.8%）、不明 10例（18.2%）

であった。 

妊婦の HIV感染診断時期を図 34に示した。

妊娠前に判明した症例が 3例（5.5%）で、今回

妊娠時が 7例（12.7%） 、分娩直前が 1例（1.8%）、

分娩直後が 6例（10.9%）、児から判明が 20例

（36.4%）、分娩後その他機会が 13例（23.6%）

であった。また日本転帰の 36例（図 35）では

妊娠前に判明した症例が 1例（2.8%）で、今回

妊娠時が 5例（13.9%）、分娩直前が 1例（2.8%）、

分娩直後が 6例（16.7%）、児から判明が 15例

（41.7%）、分娩後その他機会が 7例（19.4%）、

不明が1例(2.8%)であった。以前は妊娠中のHIV

スクリーニング検査が施行されず児の発症を

契機に診断された症例が最も多かったが、近年

は妊娠初期スクリーニング検査が陰性例から

の母子感染が増加している。 

 

10）分娩様式に関する検討 

2000 年以降の 475 例を対象とすると初産婦が

215例(45.3%)を占め、既往帝王切開症例ではな

く、母体血中ウイルス量が検出限界未満である

ことを経腟分娩が許容され得る条件とすると、

初産婦のうち 122 例(25.7%)で母体血中ウイル

ス量が検出限界未満であったことから、年間 30

例の HIV感染妊娠が発生すると仮定すると、年

間約 7～8 例の経腟分娩許容例が存在する可能

性がある。 

 

2．HIV 感染妊婦の診療経験のある産婦人科診

療所および病院に対する二次調査 

産婦人科病院二次調査は、平成 29年 10月 7日

に初回発送した。一次調査で追加報告される度

に二次調査用紙を随時発送した。その結果、平

成 30年 2月 28日現在、二次調査対象の 31施

設中 30 施設（96.8%）から回答を得た。表 35

に示したが、複数施設からの同じ症例に対する

重複回答を除くと現在の報告症例は 47 例で、

そのうち 2016 年以前の妊娠転帰症例で当班へ

未報告の症例が 4 例、2017 年妊娠転帰症例が

31例、妊娠中の症例が 5例、当班に既に報告さ

れている症例が 6例、転帰不明が 1例であった。 

 

1）2017年妊娠転帰症例の解析 

HIV 感染妊娠報告数は 31例であった。報告都道

府県を表 36 に示した。東京都が 8例（25.8%）と

最も多く、神奈川県が 7 例（22.6%）、大阪府が 6

例（19.4%）であった。関東甲信越ブロックの 18
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例（58.1％）と近畿ブロックの 8例（25.8％）で

8割を占めた。 

妊婦国籍を表 37に示した。日本は 20例（64.5%）

で、次いでベトナムが 2例（6.5%）であった。パ

ートナーの国籍を表 38 に示した。日本が 17 例

（54.8%）であった。妊婦とパートナーの組み合

わせを表 39 に示した。日本人同士のカップルが

最も多く 13 例（41.9%）であった。 

HIV 感染妊娠における分娩様式と母子感染の有

無を表 40 に示した。予定帝王切開分娩が 21 例

（67.7%）を占め、緊急帝王切開分娩が7例（22.6%）、

自然流産 1例（3.2%）、人工妊娠中絶 2例（6.5%）

であった。緊急帝王切開分娩例で母子感染が 1例

報告された。緊急帝王切開症例における HIV 感染

判明時期と緊急帝王切開理由を表 41 に示した。

全例が分娩前に HIV 感染が判明しており、予定帝

王切開予定であったが切迫早産や児の異常等の

産科的理由で緊急帝王切開が施行されていた。在

胎週数と出生児体重の平均を表 42 に示した。平

均在胎週数と平均出生児体重は、予定帝王切開分

娩では 37 週 1 日、2,794g、緊急帝王切開分娩で

は 34週 1日、2,075g であった。 

妊娠転帰場所を表 43 に示した。31 例すべてが

エイズ拠点病院で分娩、中絶等を施行されていた。 

抗ウイルス薬のレジメンを表 44 に示した。31 例

中 26例で妊娠前や妊娠早期から投与されており、

レジメンは多岐にわたっていた。投与なし・不明

が 1例あった。 

医療保険の加入状況を表 45 に示した。医療保

険に加入している症例が 29 例（93.5%）で、不明

が 2例（6.5%）あった。パートナーとの婚姻関係

を表 46 に示した。婚姻ありが 27 例（87.1%）、婚

姻なしが 4例（12.9%）であった 

HIV 感染妊婦の感染判明時期を表 47 に示した。

感染分からずに妊娠が 5例（16.1%）、感染判明後

初めての妊娠が 16 例（51.6%）、感染判明後 2 回

以上妊娠が 10例（32.3%）で、83.9％は感染が分

かった上での妊娠であり、近年の傾向と同様であ

った。HIV 感染判明後に妊娠した 26 例について、

妊娠回数を表 48 に示した。1 回目 8 例（30.8%）、

2 回目以降が 18 例（69.2%）であり、2 回目以降

が 2/3 を占めた。HIV 感染判明時期と妊娠転帰を

表 49 に示した。人工妊娠中絶例は、感染判明後

初めての妊娠で 1 例(3.2%)、3 回目以降の妊娠で

1例(3.2%)であった。 

HIV 感染妊娠の妊娠方法と不妊治療の有無を表

50 に示した。不妊治療ありは 7 例（22.6%）であ

った。不妊治療なしは 24 例で、そのうち予定内

妊娠が 12 例（50.0％）、予定外妊娠が 12 例

（50.0％）であった。 

分娩までの受診歴を表 51 に示した。分娩に至っ

た 28例すべてが定期受診を行っていた。 

 

D.考察 

HIV感染妊娠の報告数は近年 40例前後で推

移していたが、2016年は 27例、2017年は 31

例とやや減少傾向にある。今後の推移を予測す

ることは困難であるが、感染判明後の複数回妊

娠の比率が増加していることから、徐々にHIV

感染妊娠は減少していく可能性がある。しかし

新規HIV感染者が減少傾向にある訳ではなく、

また感染判明後妊娠の平均年齢が、感染が分か

らずに妊娠した群と比較し明らかに高齢とい

う訳ではないため、母子感染対策が確立された

ことにより複数回妊娠が増加しているとも考

えられ、報告数の推移に今後も注意が必要であ

る。大都市圏に多いことや日本人の占める割合

が増加していることには変わりはない。同様に

HIV 感染妊婦とパートナーの国籍の組み合わ

せは「日本―日本」が増加しており、これは感

染判明後の再妊娠の占める割合が増加してい

る影響と思われる。 

分娩様式に関しては、経腟分娩例は飛び込み

分娩等を除くとほぼゼロとなっており、これは

本研究班が推奨してきた母子感染予防マニュ

アルとしての帝王切開分娩が浸透している結

果であると思われた。しかし今後血中 HIV ウ

イルス量のコントロールが良好な例に関して

は経腟分娩を許容していく傾向にあり、経腟分

娩例が増加する可能性がある。また感染判明後
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妊娠の増加に伴い既往帝王切開分娩例が増加

しており、今後既往帝王切開分娩による合併症

も考慮する必要がある。 

近年 cARTの普及によりウイルス量コントロ

ールは良好になってきており、諸外国と同様に

ウイルス量を基準として経腟分娩が可能とす

ると、年間７～8 例程度の経腟分娩可能症例が

存在すると考えられる。今後は、実際に HIV

感染妊娠の経腟分娩対応可能な施設がどの程

度存在するのか、また帝王切開分娩と同様に母

子感染予防策を安全に施行し得るかという点

に関し、現行の医療体制を考慮しつつ慎重に検

討していく必要があると思われる。 

平成 12年以降感染予防策として「初期 HIV

スクリーニング検査」「予定帝王切開」「抗ウイ

ルス薬 3剤以上」「児の投薬あり」「断乳」の全

てを施行した例での母子感染症例はなかった

が、近年新規母子感染例が報告され続けている。

特徴として、妊娠初期 HIV スクリーニング検

査では陰性であったが、次子妊娠時に HIV ス

クリーニング検査が陽性となったため前出生

児の HIV 感染の有無を調べたところ、感染が

判明する例を多く認めている。感染経路は胎内

や母乳など特定はできないが、妊娠初期スクリ

ーニング検査の施行率が 99％となっている現

状を考えると、今後も同様の経過で母子感染が

生じる可能性が高い。このような感染経路に対

する予防対策は非常に困難と思われるが、同様

の経路による感染例が報告され続けているこ

とから無視することは出来ず、妊娠後期や授乳

期で HIV スクリーニング検査を再度施行する

などの具体的対策を構築する必要があると思

われる。 

HIV 感染妊娠例のうち約 70％を感染判明後妊

娠が占める傾向が続いている。しかし、予定内

妊娠は半数以下であり、約 20％はウイルス量の

コントロールが良好とは言えない状態で妊娠

に至っていた。今後ウイルス量のコントロール

が重要であることを含めた患者教育を推進し、

感染判明後妊娠で予定内妊娠であれば、大多数

がウイルス量のコントロール良好な状態での

妊娠を目標とするべきであり、適切な状態での

不妊治療等も検討していく必要がある。また母

子感染予防対策が確立しつつある現状から今

後も感染判明後の妊娠が多数を占めた状態で

推移する可能性が高いと思われるため、感染判

明後のフォローが非常に重要となり、現在小児

科班が進めるコホート調査を推進する必要が

ある。HIV感染妊娠の転帰場所においてエイズ

拠点病院が占める割合は増加傾向にあり、約

95％は最終転帰場所がエイズ拠点病院となっ

ている。今後経腟分娩が許容された場合もエイ

ズ拠点病院での対応が望まれることからも、好

ましい傾向であると思われる。 

 

E.結論 

HIV 感染妊娠は一定数存在し、2000 年以前

と比較し母子感染例は明らかに減少傾向にあ

り、母子感染予防策は確立されたと思われたが、

近年は少数ながらも母子感染例が報告され続

けている。特に近年は妊娠初期 HIV スクリー

ニング検査陰性例からの母子感染例を認めて

いるため、何らかの対策を考慮する必要がある。

また分娩様式は今後経腟分娩が許容されてい

くため、医療現場の混乱を生じさせることがな

いよう、受け入れ施設の選定や経腟分娩時にお

ける予防策の確立など全国的に医療体制の整

備を進めていく必要がある。 
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資料 産婦人科二次調査用紙 
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産婦人科データ
888例

小児科データ
505例

産婦人科のみ
478例

小児科のみ
95例

重複データ
410例

統合データベース：983例（妊娠数）
うち、双胎：8例

出生児数：674児
 

図 1 平成 29年度産婦人科小児科統合データベース構築 

 

 
図 2 HIV感染妊娠の報告数 
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都道府県 統計
1 東京 249
2 神奈川 95
3 愛知 94
4 千葉 83
5 大阪 62
6 埼玉 56
7 茨城 44
8 長野 38
9 栃木 36
10 静岡 35
11 三重 14
12 群馬 12
12 京都 12
12 福岡 12
15 新潟 10
15 岐阜 10
15 兵庫 10
18 鹿児島 9
19 福島 8
19 沖縄 8
21 北海道 7
21 奈良 7
23 宮城 6
23 山梨 6
25 広島 5
25 宮崎 5
27 秋田 4
27 石川 4
27 福井 4
27 滋賀 4
27 香川 4
32 鳥取 3
32 岡山 3
32 愛媛 3
32 高知 3
32 熊本 3
37 岩手 2
37 山形 2
37 富山 2
37 島根 2
37 山口 2
37 長崎 2
37 大分 2
44 青森 1
45 和歌山 0
45 徳島 0
45 佐賀 0
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図 3 HIV感染妊娠の報告都道府県別分布 
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2001年以前 2002～2006年
国籍 症例数 国籍 症例数
タイ 122 日本 89
日本 111 タイ 47
ブラジル 24 ブラジル 19
ケニア 14 フィリピン 10
フィリピン 7 中国 6
タンザニア 6 タンザニア 6
中国 5 ケニア 4
エチオピア 4 ミャンマー 3
ベトナム 3 ウクライナ 3
ミャンマー 3 インドネシア 2
ウガンダ 3 ベトナム 2
ザンビア 2 ザンビア 2
ボリビア 2 韓国 2
インドネシア 1 マレーシア 2
カンボジア 1 ガーナ 2
インド 1 エチオピア 1
ジンバブエ 1 ウガンダ 1
ブルンジ 1 ペルー 1
ルワンダ 1 ラオス 1
ペルー 1 カメルーン 1
合計 313 ナイジェリア 1

マラウイ 1
アルゼンチン 1
ホンジュラス 1
ロシア 1
合計 209

2007～2011年
国籍 症例数 2012～2016年
日本 84 国籍 症例数
タイ 24 日本 106
インドネシア 16 タイ 16
ブラジル 12 インドネシア 12
フィリピン 7 ブラジル 10
ベトナム 6 フィリピン 8
カメルーン 6 ベトナム 5
中国 4 ケニア 5
ミャンマー 4 カメルーン 5
スーダン 4 中国 4
ラオス 3 ペルー 4
エチオピア 3 ミャンマー 3
ウガンダ 3 ラオス 3
ペルー 3 ガーナ 2
カンボジア 2 台湾 1
タンザニア 2 カンボジア 1
ルーマニア 2 エチオピア 1
韓国 1 モザンビーク 1
ガーナ 1 ボリビア 1
レソト 1 ロシア 1
ロシア 1 ルーマニア 1
合計 189 合計 190

日本
106例（55.8%）

タイ
16例（8.4%）

インドネシア
12例（6.3%）

ブラジル
10例（5.3%）

フィリピン
8例（4.2%）

ベトナム
5例（2.6%）

ケニア
5例（2.6%

カメルーン
5例（2.6%） その他

23例（12.1%）

2012～2016年(n=190)

日本
84例（44.4%）

タイ
24例（12.7%）

インドネシア
16例（8.5%）

ブラジル
12例（6.3%）

フィリピン
7例（3.7%）

ベトナム
6例（3.2%）

カメルーン
6例（3.2%） その他

34例（18.0%）

2007～2011年(n=189)

日本
89例（42.6%）

タイ
47例（22.5%）

ブラジル
19例（9.1%）

フィリピン
10例（4.8%）

中国
6例（2.9%）

タンザニア
6例（2.9%）

その他
32例（15.3%）

2002～2006年(n=209)

タイ
122例（39.0%）

日本
111例（35.5%）

ブラジル
24例（7.7%）

ケニア
14例（4.5%）

フィリピン
7例（2.2%）

タンザニア
6例（1.9%）

中国
5例（1.6%）

その他
24例（7.7%）

2001年以前(n=313)

 

図 4 HIV感染妊婦国籍の変動 
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表 3 パートナーの国籍別症例数および HIV感染割合 

地域・国名 総計 感染 非感染 不明
日本 505 51.4% 118 30.6% 267 120
アジア 76 7.7% 30 57.7% 22 24
タイ 27 2.7% 9 52.9% 8 10
インドネシア 17 1.7% 8 57.1% 6 3
ベトナム 7 0.7% 3 60.0% 2 2
中国 5 0.5% 0.0% 2 3
マレーシア 4 0.4% 4 100.0%
フィリピン 4 0.4% 2 66.7% 1 1
インド 4 0.4% 1 50.0% 1 2
バングラデシュ 2 0.2% 1 50.0% 1
カンボジア 2 0.2% 1 100.0% 1
ミャンマー 2 0.2% 1 100.0% 1
韓国 1 0.1% 1
パキスタン 1 0.1% 0.0% 1
中東 5 0.5% 1 33.3% 2 2
イラン 3 0.3% 0.0% 2 1
イラク 1 0.1% 1
トルコ共和国 1 0.1% 1 100.0%
アフリカ 76 7.7% 41 69.5% 18 17
ナイジェリア 18 1.8% 11 73.3% 4 3
ケニア 13 1.3% 9 69.2% 4
ガーナ 12 1.2% 5 55.6% 4 3
ウガンダ 7 0.7% 4 100.0% 3
カメルーン 7 0.7% 3 75.0% 1 3
タンザニア 5 0.5% 2 40.0% 3
マラウイ 4 0.4% 2 100.0% 2
エジプト 3 0.3% 1 50.0% 1 1
ジンバブエ 2 0.2% 1 100.0% 1
チュニジア共和国 2 0.2% 2 100.0%
コンゴ民主共和国 1 0.1% 1 100.0%
セネガル 1 0.1% 1
モザンビーク 1 0.1% 0.0% 1
中南米 76 7.7% 30 57.7% 22 24
ブラジル 57 5.8% 21 51.2% 20 16
ペルー 14 1.4% 7 77.8% 2 5
ボリビア 3 0.3% 1 100.0% 2
ドミニカ 1 0.1% 1 100.0%
メキシコ 1 0.1% 1
北米 18 1.8% 3 37.5% 5 10
アメリカ 16 1.6% 3 42.9% 4 9
カナダ 2 0.2% 0.0% 1 1
欧州 5 0.5% 1 100.0% 0 4
ルーマニア 2 0.2% 2
イタリア 1 0.1% 1
ウクライナ 1 0.1% 1
ベルギー 1 0.1% 1 100.0%
不明 222 22.6% 13 68.4% 6 203
総計 983 100.0% 237 40.9% 342 404  
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71例(39.9%)

65例(35.7%)

49例(29.5%)

47例（21.6％）

29例(16.3%)

19例(10.4%)

27例16.3%)

26例（11.6％）

41例(23.0%)

59例(32.4%)
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99例(45.4%)

37例（20.8％）

39例(21.4%)

32例(19.3%)

46例(21.1%)
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2012～2016年
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(n=182)

2002～2006年
(n=166)

2001年以前
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図 5 HIV感染妊婦とパートナーの国籍組み合わせ別変動 

 

0

10

20

30

40

50

60

'84 '85 '86 '87 '88 '89 '90 '91 '92 '93 '94 '95 '96 '97 '98 '99 '00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '13 '14 '15 '16

選択的帝切 緊急帝切 経腟 分娩様式不明 自然流産 異所性妊娠 人工妊娠中絶 転帰不明
 

図 6 HIV感染妊娠の妊娠転帰別・年次別変動 
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図 7 分娩様式別変動 
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分娩様式
・妊娠転帰 感染 非感染 不明
選択的帝切 7 427 64 498 50.7%
緊急帝切 7 68 12 87 8.9%
経腟 36 34 10 80 8.1%
分娩様式不明 5 1 6 0.6%
自然流産 36 3.7%
異所性妊娠 6 0.6%
人工妊娠中絶 184 18.7%
転帰不明 83 8.4%
妊娠中 3 0.3%
総計 55 530 87 983 100.0%

母子感染
合計

表 4 緊急帝切症例における HIV感染判明時期と緊急帝切理由 

判明時期 合計 
(%)

分娩前 65 74.7% 6 6.9% 2 2.3% 4 4.6% 77 88.5%
分娩直前 1 1.1%  2 2.3% 3 3.4%
分娩直後  1 1.1% 1 1.1%
分娩後その他機会 1 1.1% 4 4.6% 5 5.7%
不明 1 1.1% 1 1.1%
合計 68 78.2% 6 6.9% 5 5.7% 8 9.2% 87 100.0%
※分娩前（分娩前1週間より前）　分娩直前（分娩前1週間以内前）　分娩直後（分娩後2日以内）　分娩後その他機会（分娩3日以降）

          予定帝切→緊
急切迫早産　等

          児の異常
NRFS・IUGR 等

飛び込み分娩等 不明

 
 

表 5 2012~2016年の緊急帝切症例における HIV感染判明時期と緊急帝切理由 

判明時期 合計 
(%)

分娩前 24 92.3% 1 3.8% 1 3.8% 26 100.0%
分娩直前 0 0.0%
分娩直後 0 0.0%
分娩後その他機会 0 0.0%
不明 0 0.0%
合計 24 92.3% 1 3.8% 1 3.8% 26 100.0%
※分娩前（分娩前1週間より前）　分娩直前（分娩前1週間以内前）　分娩直後（分娩後2日以内）　分娩後その他機会（分娩3日以降）

          予定帝切→緊
急切迫早産　等

          児の異常
NRFS・IUGR 等

飛び込み分娩等 不明

 
 

表 6 在胎週数と出生児体重の平均 

症例数 在胎週数 児体重 症例数 在胎週数 児体重 症例数 在胎週数 児体重
平均 36w5d 2,597 36w3d 2,791 38w1d 2,909
標準偏差 1.5w 380 2.7w 662 2.4w 477
平均 36w2d 2,616 33w5d 2,135 37w4d 2,894
標準偏差 0.8w 365 2.9w 594 2.3w 370
平均 36w3d 2,602 33w6d 2,179 38w5d 2,989
標準偏差 1.0w 343 2.9w 634 1.6w 400
平均 36w5d 2,719 34w5d 2,355 39w0d 2,724
標準偏差 0.6w 367 1.8w 607 1.6w 178
平均 36w2d 2,634 34w5d 2,371 38w1d 2,898
標準偏差 1.1w 369 2.8w 677 1.6w 447

転帰年不明　66例、妊娠中3例を除く

異所性
妊娠

人工妊娠中絶
転帰不明
(%)

2001年以前 145 21 58 6 4

選択的帝切 緊急帝切 経腟 分娩様式
不明
自然流産

2 69 22.6% 14

2002～2006年 131 11 12 5 2 47 22.6% 6

2007～2011年 101 29 5

2012～2016年 121 26 5

36

40 21.1% 1

12

6 179 20.1% 22

2 23 12.2% 1

15

総計 498 87 80 6

 

 

表 7 分娩様式・妊娠転帰別の母子感染 
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表 8 年次別妊娠転帰と母子感染 

人工妊娠中絶
分娩数 選択/分娩 感染 非感染 分娩数 緊急/分娩 感染 非感染 分娩数 経腟/分娩 感染 非感染 分娩数 感染 非感染 中絶/妊娠

S59 1984 1 1 100.0% - - - 1 1 -
S60 1985 0 0 - - - - -
S61 1986 0 0 - - - - -
S62 1987 3 3 100.0% 1 33.3% 1 - 2 66.7% 1 -
S63 1988 1 1 100.0% 1 100.0% 1 - - -
H1 1989 4 4 100.0% 1 25.0% 1 - 3 75.0% 3 -
H2 1990 2 1 50.0% 1 100.0% 1 - - 1 50.0%
H3 1991 7 6 85.7% 1 16.7% 1 - 5 83.3% 3 1 1 14.3%
H4 1992 9 7 77.8% 3 42.9% 3 - 3 42.9% 2 1 1 1 2 22.2%
H5 1993 20 15 75.0% 5 33.3% 1 4 2 13.3% 1 7 46.7% 4 2 1 1 5 25.0%
H6 1994 20 15 75.0% 6 40.0% 6 3 20.0% 1 2 6 40.0% 3 3 4 20.0% 1
H7 1995 28 22 78.6% 10 45.5% 1 9 3 13.6% 1 1 8 36.4% 6 2 1 1 1 4 14.3% 1
H8 1996 29 22 75.9% 10 45.5% 10 4 18.2% 1 3 8 36.4% 2 5 7 24.1%
H9 1997 39 22 56.4% 18 81.8% 2 15 1 4.5% 1 3 13.6% 2 1 14 35.9% 3
H10 1998 44 32 72.7% 23 71.9% 19 2 6.3% 1 6 18.8% 2 3 1 1 12 27.3%
H11 1999 41 27 65.9% 22 81.5% 21 1 3.7% 1 4 14.8% 2 1 10 24.4% 3
H12 2000 39 24 61.5% 19 79.2% 17 2 8.3% 1 1 2 8.3% 2 1 1 2 2 6 15.4% 5
H13 2001 32 28 87.5% 24 85.7% 22 3 10.7% 3 1 3.6% 1 3 9.4% 1
H14 2002 37 32 86.5% 26 81.3% 21 3 9.4% 3 3 9.4% 1 2 4 10.8% 1
H15 2003 35 26 74.3% 21 80.8% 18 1 3.8% 1 4 15.4% 3 1 7 20.0% 1
H16 2004 46 28 60.9% 24 85.7% 23 2 7.1% 1 2 7.1% 2 2 1 13 28.3% 2
H17 2005 44 32 72.7% 28 87.5% 1 25 3 9.4% 3 1 3.1% 1 1 1 10 22.7%
H18 2006 52 36 69.2% 32 88.9% 30 2 5.6% 2 2 5.6% 1 1 1 13 25.0% 2
H19 2007 40 31 77.5% 27 87.1% 22 4 12.9% 3 - 2 6 15.0% 1
H20 2008 42 30 71.4% 22 73.3% 18 6 20.0% 6 2 6.7% 1 1 11 26.2%
H21 2009 31 21 67.7% 15 71.4% 14 6 28.6% 1 5 - 3 7 22.6%
H22 2010 40 26 65.0% 18 69.2% 1 17 6 23.1% 6 2 7.7% 2 5 9 22.5%
H23 2011 38 27 71.1% 19 70.4% 17 7 25.9% 5 1 3.7% 1 4 7 18.4%
H24 2012 40 33 82.5% 26 78.8% 23 6 18.2% 4 1 3.0% 1 2 5 12.5%
H25 2013 41 30 73.2% 23 76.7% 20 6 20.0% 6 1 3.3% 1 4 1 6 14.6%
H26 2014 43 33 76.7% 25 75.8% 22 6 18.2% 6 2 6.1% 2 1 1 8 18.6%
H27 2015 39 32 82.1% 25 78.1% 13 7 21.9% 5 - 3 3 7.7% 1
H28 2016 27 24 88.9% 22 91.7% 14 1 4.2% 1 4.2% 2 1 3.7%

69 0 0.0% 5 7.2% 61 3
983 671 68.3% 498 7 427 87 7 68 80 36 34 5 1 36 6 184 83 3

不明
合計

経腟 分娩様式不明 自然
流産
異所性
妊娠

転帰
不明
妊娠中転帰年 妊娠数 分娩数 分娩/妊娠

選択的帝切 緊急帝切

 

 

表 9 HIV感染妊婦の血中ウイルス量最高値 

ウイルス量（コピー/ml） 症例数 (%)
100,000以上 34 6.0%
10,000以上100,000未満 142 25.2%
1,000以上10,000未満 124 22.0%
検出限界以上1,000未満 64 11.3%
検出限界未満 200 35.5%
総計 564 100.0%  
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図 8 抗ウイルス薬投与例の薬剤数別年次推移 
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表 10 抗ウイルス薬投与による血中ウイルス量の変化 

単剤 0 0.0% 6 1.7% 16 4.5% 4 1.1% 6 1.7% 32 9.0%
2剤 0 0.0% 0 0.0% 1 0.3% 1 0.3% 0 0.0% 2 0.6%
cART 124 34.9% 63 17.7% 17 4.8% 109 30.7% 8 2.3% 321 90.4%
総計 124 34.9% 69 19.4% 34 9.6% 114 32.1% 14 3.9% 355 100.0%

総計1/100以下に減少 1/10以下に減少 やや減少 感度未満維持 増加

 
 

表 11 分娩様式別母子感染率（産婦人科データベース） 
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表 12 HIV感染判明時期・妊娠転帰別母子感染率(平成 29年度統合データベース) 
感染判明時期
・妊娠転帰 感染 非感染 不明

妊娠前 415 3 240 43 1.2%
選択的帝切 230 55.4% 1 195 34 0.5%
緊急帝切 43 10.4% 　 37 6 0.0%
経腟 12 2.9% 2 7 3 22.2%
分娩様式不明 1 0.2% 1 0.0%
自然流産 30 7.2% 　
異所性妊娠 3 0.7% 　
人工妊娠中絶 86 20.7%
妊娠中 2 0.5%
転帰不明 8 1.9%
今回妊娠時 390 7 222 29 3.1%
選択的帝切 214 54.9% 3 191 20 1.5%
緊急帝切 34 8.7% 2 26 6 7.1%
経腟 9 2.3% 1 5 3 16.7%
分娩様式不明 1 0.3% 1 100.0%
自然流産 5 1.3%
異所性妊娠 3 0.8%
人工妊娠中絶 79 20.3%
妊娠中 0.0%
転帰不明 45 11.5%
不明・妊娠中管理あり 29 16 5 0.0%
選択的帝切 21 72.4% 16 5 0.0%
緊急帝切 0.0%
経腟 0.0%
分娩様式不明 0.0%
自然流産 0.0%
異所性妊娠 0.0%
人工妊娠中絶 6 20.7%
妊娠中 0.0%
転帰不明 2 6.9%
分娩直前 18 1 15 2 6.3% ※分娩直前は
選択的帝切 6 33.3% 4 2 0.0% 　　　分娩前１週間以内、
緊急帝切 3 16.7% 3 0.0% 　 分娩直後は、
経腟 9 50.0% 1 8 11.1% 　　　分娩後2日以内と定義した
分娩様式不明 0.0%
自然流産 0.0%
異所性妊娠 0.0%
人工妊娠中絶 0.0%
妊娠中 0.0%
転帰不明 0.0%
分娩直後 12 6 3 3 66.7%
選択的帝切 0.0%
緊急帝切 1 8.3% 1 100.0%
経腟 11 91.7% 5 3 3 62.5%
分娩様式不明 0.0%
自然流産 0.0%
異所性妊娠 0.0%
人工妊娠中絶 0.0%
妊娠中 0.0%
転帰不明 0.0%
児から判明 20 20 100.0%
選択的帝切 1 5.0% 1 100.0%
緊急帝切 4 20.0% 4 100.0%
経腟 15 75.0% 15 100.0%
分娩様式不明 0.0%
自然流産 0.0%
異所性妊娠 0.0%
人工妊娠中絶 0.0%
妊娠中 0.0%
転帰不明 0.0%
分娩後その他機会 22 13 7 65.0%
選択的帝切 1 4.5% 1 100.0%
緊急帝切 1 4.5% 1 0.0%
経腟 16 72.7% 10 6 62.5%
分娩様式不明 2 9.1% 2 100.0%
自然流産 1 4.5%
異所性妊娠 0.0%
人工妊娠中絶 1 4.5% 　　
妊娠中 0.0%
転帰不明 0.0%
不明 77 5 27 4 15.6%
選択的帝切 25 32.5% 1 21 3 4.5%
緊急帝切 1 1.3% 1 0.0%
経腟 8 10.4% 2 5 1 28.6%
分娩様式不明 2 2.6% 2 100.0%
自然流産 0.0%
異所性妊娠 0.0%
人工妊娠中絶 12 15.6%
妊娠中 1 1.3% 　
転帰不明 28 36.4%
総計 983 55 530 86 9.4%

合計
母子感染

母子感染率
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表 13 分娩様式・HIV感染判明時期別母子感染率 

 

表 14 1999年以前の分娩様式・HIV感染判明時期別母子感染率 
分娩様式
HIV感染判明時期 感染 非感染 不明
選択的帝切 87 2 79 6 2.5%
妊娠前 10 11.5% 10 0.0%
今回妊娠時 57 65.5% 2 53 2 3.6%
不明・妊娠中管理あり 15 17.2% 12 3 0.0%
分娩直前 5 5.7% 4 1 0.0%
分娩直後 0 0.0%
緊急帝切 13 3 7 3 30.0%
妊娠前 2 15.4% 1 1 0.0%
今回妊娠時 7 53.8% 2 3 2 40.0%
不明・妊娠中管理あり 0 0.0%
分娩直前 3 23.1% 3 0.0%
分娩直後 1 7.7% 1 100.0%
経腟 27 8 13 6 38.1%
妊娠前 8 29.6% 2 4 2 33.3%
今回妊娠時 6 22.2% 1 2 3 33.3%
不明・妊娠中管理あり 0 0.0%
分娩直前 5 18.5% 1 4 20.0%
分娩直後 8 29.6% 4 3 1 57.1%
総計 127 13 99 15 11.6%
 ※HIV感染判明時期が「分娩後その他機会」「児から判明」「不明」を除いた127例

合計
母子感染

母子感染率

 
表 15 2000年以降の分娩様式・HIV感染判明時期別母子感染率 
分娩様式
HIV感染判明時期 感染 非感染 不明
選択的帝切 384 2 327 55 0.6%
妊娠前 220 57.3% 1 185 34 0.5%
今回妊娠時 157 40.9% 1 138 18 0.7%
不明・妊娠中管理あり 6 1.6% 4 2 0.0%
分娩直前 1 0.3% 1  
分娩直後 0 0.0%  
緊急帝切 68 59 9 0.0%
妊娠前 41 60.3% 36 5 0.0%
今回妊娠時 27 39.7% 23 4 0.0%
不明・妊娠中管理あり 0 0.0%  
分娩直前 0 0.0%  
分娩直後 0 0.0%  
経腟 14 1 10 3 9.1%
妊娠前 4 28.6% 3 1 0.0%
今回妊娠時 3 21.4% 3 0.0%
不明・妊娠中管理あり 0 0.0%  
分娩直前 4 28.6% 4 0.0%
分娩直後 3 21.4% 1 2 100.0%
総計 466 3 396 67 0.8%
 ※HIV感染判明時期が「分娩後その他機会」「児から判明」「不明」を除いた466例

合計
母子感染

母子感染率
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表 16 分娩様式と抗ウイルス薬の投与状況 
分娩様式・ 投与なし
母子感染 ・不明 単剤 2剤 cART 小計
選択的帝切 498 84 65 3 346 414 83.1%
感染 7 5 2 2 28.6% ①投与あり＋選択的帝切
非感染 427 69 61 3 294 358 83.8% 0.6％（2/360）
不明 64 10 4 50 54 84.4%
緊急帝切 87 17 5 1 64 70 80.5% ②投与なし+選択的帝切
感染 7 6 1 1 14.3% 6.8％（5/74）
非感染 68 9 3 1 55 59 86.8%
不明 12 2 1 9 10 83.3% ③投与あり+経腟
経腟 80 74 2 4 6 7.5% 0.0％（0/4）
感染 36 36 0 0.0%
非感染 34 30 1 3 4 11.8% ④投与なし+経腟
不明 10 8 1 1 2 20.0% 54.5％（36/66）
総計 665 175 72 4 414 490 73.7%
　※HIV感染判明時期が「分娩後その後の機会」「児から判明」「不明」を除いた665例

総数
投与あり

投与率

①②

③④

 
表 17 分娩様式と抗ウイルス薬の投与状況 
分娩様式・ 投与なし
母子感染 　・不明 単剤 2剤 cART 小計
選択的帝切 471 57 65 3 346 414 87.9%
非感染 406 48 61 3 294 358 88.2%
感染 4 2 2 2 50.0% ①投与あり＋選択的帝切
不明 61 7 4 50 54 88.5% 0.6％（2/360）
緊急帝切 81 11 5 1 64 70 86.4%
非感染 66 7 3 1 55 59 89.4% ②投与なし+選択的帝切
感染 3 2 1 1 33.3% 4.0％（2/50）
不明 12 2 1 9 10 83.3%
経腟 41 35 2 4 6 14.6% ③投与あり+経腟
非感染 23 19 1 3 4 17.4% 0.0％（0/4）
感染 9 9 0 0.0%
不明 9 7 1 1 2 22.2% ④投与なし+経腟
総計 593 103 72 4 414 490 82.6% 32.1％（9/28）
　※HIV感染判明時期が「分娩後その後の機会」「児から判明」「不明」を除いた593例

投与率
投与あり

総数

①②

③④

 
表 18 1999年以前の分娩様式と抗ウイルス薬投与状況 
分娩様式・ 投与なし
母子感染 ・不明 単剤 2剤 cART 小計
選択的帝切 87 34 39 2 12 53 60.9%
非感染 79 30 37 2 10 49 62.0%
感染 2 1 1 1 50.0% ①投与あり＋選択的帝切
不明 6 3 2 1 3 50.0% 2.0%（1/50）
緊急帝切 13 9 3 1 4 30.8%
非感染 7 5 1 1 2 28.6% ②投与なし+選択的帝切
感染 3 2 1 1 33.3% 3.2％（1/31）
不明 3 2 1 1 33.3%
経腟 27 25 2 2 7.4% ③投与あり+経腟
非感染 13 12 1 1 7.7% 0.0％（0/1）
感染 8 8 0 0.0%
不明 6 5 1 1 16.7% ④投与なし+経腟
総計 127 68 44 3 12 59 46.5% 40.0％（8/20）
　※HIV感染判明時期が「分娩後その後の機会」「児から判明」「不明」を除いた127例

投与率総数
投与あり

①②

③④

 
表 19 2000年以降の分娩様式と抗ウイルス薬投与状況 
分娩様式・ 投与なし
母子感染 ・不明 単剤 2剤 cART 小計
選択的帝切 384 23 26 1 334 361 94.0%
非感染 327 18 24 1 284 309 94.5% ①投与あり＋選択的帝切
感染 2 1 1 1 50.0% 0.3％（1/310）
不明 55 4 2 49 51 92.7%
緊急帝切 68 2 2 64 66 97.1% ②投与なし+選択的帝切
非感染 59 2 2 55 57 96.6% 5.3％（1/19）
感染 0 0 0     -
不明 9 0 9 9 100.0% ③投与あり+経腟
経腟 14 10 4 4 28.6% 0.0％（0/3）
非感染 10 7 3 3 30.0%
感染 1 1 0 0.0% ④投与なし+経腟
不明 3 2 1 1 33.3% 12.5％（1/8）
総計 466 35 28 1 402 431 92.5%
　※HIV感染判明時期が「分娩後その後の機会」「児から判明」「不明」を除いた466例

総数 投与率
投与あり

①②

③④
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表 20 感染予防対策を施行した症例の分娩様式別母子感染率（2000年以降） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 21 HIV感染判明以降の妊娠回数 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 HIV感染判明時期別平均年齢（2007~2016年） 

 

分娩様式・
感染判明時期

感染 非感染 不明　 母子感染率

選択的帝切 1 242 39 0.41%
妊娠前 146 29 0.00%
初期 44 5 0.00%
中期 22 3 0.00%
後期 1 10 1 9.09%
不明 20 1 0.00%
緊急帝切 51 8 0.00%
妊娠前 35 4 0.00%
初期 6 1 0.00%
中期 5 1 0.00%
後期 3 0.00%
不明 2 2 0.00%
経腟 2 1 0.00%
妊娠前 1 -
中期 2 0.00%
総計 1 295 48 0.34%
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図 10 HIV感染判明の有無と妊娠時期の年次別推移（2007~2016年） 
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図 11 HIV感染判明の有無と妊娠時期の変動（2007~2016年） 

 

 
図 12 感染判明後妊娠の妊婦国籍           図 13 感染判明後妊娠のパートナー国籍 

（2007~2016年）                  （2007~2016年） 

 

 

 

 

 

図 14 感染判明後妊娠の加入保険内容（2007~2016年) 
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図 15 感染判明後妊娠の転帰年別分娩様式（2007~2016年） 
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図 16 感染判明後妊娠の予定内・予定外妊娠（2007~2016年） 
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図 17 感染判明後妊娠の妊娠中投薬の有無（2007年～2016年） 
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図 18 感染判明後妊娠の血中ウイルス量最高値（2007~2016年） 



69 
 

 
図 19 感染判明後妊娠の転帰場所（2007～2016年） 

 

 

 

 

図 20 HIV感染妊娠の転帰場所           図 21 HIV感染妊娠転帰場所 

（妊娠転帰不明例、妊娠中例を除く）          （2012～2016年） 

 

表 22 転帰場所別分娩様式 

 
 

表 23 転帰場所別抗ウイルス薬投与状況 

抗ウイルス薬
cART 441 60.2% 11 16.7% 1 5.9%
2剤 7 1.0%
単剤 66 9.0% 13 19.7%
投与なし・不明 219 29.9% 42 63.6% 16 94.1%
合計 732 100.0% 66 100.0% 17 100.0%

拠点病院 拠点以外の病院 診療所・助産院
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表 24 日本で経腟分娩した 63例 

No 分娩年 母子感染 妊婦国籍 在胎週数
妊娠中の
ウイルス量

妊娠中の
抗ウイルス薬

児への
抗ウイルス薬

母乳投与
感染判明時
期

分娩場所 備考

1 1987 不明 日本 36W 不明 無 不明 無 今回妊娠時 病院
2 1989 非感染 外国 36W 不明 不明 無 無 分娩直後 病院
3 1989 非感染 外国 不明 不明 不明 無 有 不明 不明
4 1991 感染 外国 41W 不明 不明 無 有 児から判明 病院
5 1991 不明 外国 35W 不明 不明 無 無 不明 診療所
6 1992 感染 日本 40W 不明 不明 無 無 児から判明 不明
7 1992 非感染 外国 40W 不明 不明 無 有 不明 病院
8 1992 感染 日本 40W TCID 不明 無 有 児から判明 病院
9 1993 感染 外国 36W 不明 不明 不明 不明 児から判明 自宅
10 1993 非感染 日本 43W 不明 不明 無 無 分娩直後 病院
11 1993 感染 外国 36W 不明 無 無 無 分娩直後 病院 飛び込み分娩
12 1993 感染 外国 36W 不明 不明 無 有 児から判明 診療所
13 1993 不明 外国 不明 不明 不明 不明 不明 今回妊娠時 病院
14 1994 非感染 外国 39W 不明 無 不明 無 分娩直後 病院 飛び込み分娩
15 1994 感染 日本 29W 不明 不明 無 有 児から判明 不明
16 1994 感染 日本 41W 不明 不明 不明 無 児から判明 診療所
17 1994 非感染 外国 37W 不明 不明 無 不明 不明 病院

18 1994 感染 外国 39W 不明 無 無 不明
分娩後その
他機会

病院

19 1995 非感染 外国 39W 不明 無 不明 無 前回妊娠時 病院 飛び込み分娩
20 1995 感染 外国 39W 不明 不明 無 有（1W） 分娩直後 診療所
21 1995 感染 外国 37W 不明 無 無 無 分娩直後 病院 飛び込み分娩
22 1995 非感染 外国 40W 不明 無 無 無 分娩直前 病院 飛び込み分娩
23 1995 感染 日本 34W 不明 無 無 無 分娩直後 病院 飛び込み分娩
24 1995 感染 外国 38W 不明 無 不明 不明 分娩直前 病院 飛び込み分娩
25 1996 非感染 日本 38W 不明 無 不明 無 分娩直前 病院 飛び込み分娩
26 1996 不明 日本 不明 不明 不明 無 無 分娩直後 病院 堕落分娩
27 1996 感染 日本 38W 不明 不明 無 有（3W） 前回妊娠時 不明
28 1996 非感染 外国 39W 不明 無 不明 無 今回妊娠時 病院
29 1996 非感染 外国 39W 不明 不明 不明 不明 今回妊娠時 病院
30 1996 非感染 外国 41W 不明 無 不明 無 分娩直前 病院 飛び込み分娩
31 1996 感染 日本 39W 不明 不明 無 有 児から判明 不明
32 1996 非感染 外国 不明 不明 不明 不明 不明 妊娠前 病院
33 1997 感染 外国 不明 不明 不明 不明 有 児から判明 診療所

34 1998 非感染 外国 37W 不明
35W～37W
AZT

有 無 前回妊娠時 病院

35 1998 非感染 外国 39W 不明 不明 不明 不明 分娩直前 病院

36 1998 感染 日本 40W 不明 不明 無 有
分娩後その
他機会

不明 次子妊娠時に判明

37 1998 不明 外国 39W 不明 無 不明 不明 前回妊娠時 病院 飛び込み分娩

38 1998 非感染 外国 40W 不明 無 無 不明
分娩後その
他機会

診療所

39 1999 感染 外国 40W 不明 無 無 有
分娩後その
他機会

病院 次子妊娠時に判明

40 1999 不明 外国 38W 不明 無 不明 不明　 前回妊娠時 病院 飛び込み分娩

41 1999 不明 日本 36W
19W：14,000
35W：800

AZT 不明 不明 今回妊娠時 病院

42 1999 感染 外国 39W 不明 不明 不明 無 児から判明 病院 飛び込み分娩
43 2000 感染 日本 38W 不明 無 無 有 児から判明 病院

44 2001 非感染 日本 33W
18W：64,000
22W：50未満
32W：100

20W～
AZT＋3TC＋NVP

AZT 無 今回妊娠時 病院 自然陣痛、前期破水

45 2002 非感染 外国 35W 不明 無 AZT 無 分娩直前 病院 飛び込み分娩

46 2002 非感染 外国 38W35W：50以下         　　　　　　　　　　　　　　　
31W～28日間
AZT＋3TC＋NFV

AZT 無 今回妊娠時 病院 陣痛誘発、人工破膜

47 2003 非感染 不明 40W 不明 不明 不明 有（6M） 分娩直前 病院 飛び込み分娩

48 2003 非感染 外国 39W 39W6D：40,000
分娩時
AZT点滴
NVP内服

AZT、NVP（1回のみ） 無 今回妊娠時 病院 飛び込み分娩

49 2003 非感染 日本 不明 不明 不明 無 不明
分娩後その
他機会

助産院

50 2003 不明 外国 不明 不明 無 不明 不明 分娩直後 診療所

51 2004 非感染 日本 33W 不明
分娩時
AZT+DIV

AZT、NVP、NFV、3TC 無 分娩直前 病院 飛び込み分娩

52 2004 非感染 外国 40W 不明 無 無 無
分娩後その
他機会

診療所

53 2006 感染 外国 39W 不明 無 AZT
無
（守られた
かは不明）

分娩直後 病院

54 2006 非感染 日本 39W 不明
20w～40w
AZT+3TC+NFV

不明 不明 前回妊娠後 助産院

55 2008 不明 外国 36W 不明 無 AZT 無 分娩直後 自宅

56 2008 感染 外国 不明 不明 不明 不明 不明
分娩後その
他機会

診療所 次子妊娠時に判明

57 2010 感染 日本 39W 不明 無 無 無 児から判明 病院 飛び込み分娩
58 2011 非感染 日本 40W 不明 不明 不明 不明 妊娠前 自宅

59 2012 感染 外国 38W 不明 無 不明 有（3Y2M）
分娩後その
他機会

病院 次子妊娠時に判明

60 2013 感染 日本 37W 不明 無 不明 不明
分娩後その
他機会

診療所 次子妊娠時に判明

61 2014 非感染 日本 41W 不明 無
AZT+NVP+3TC→
AZT+NFV+3TC

投与なし 分娩直前 病院
未妊健
飛び込み分娩

62 2014 非感染 日本 40W 不明 不明 不明 不明 妊娠前 自宅

63 2016 不明 日本 不明 不明
妊娠前から
TVD+RAL

AZT なし 妊娠前 自宅  
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表 25 都道府県別エイズ拠点病院の分娩取扱  表 26 都道府県別・最終転帰場所の HIV感染妊娠数 

状況と HIV感染妊婦最終転帰施設数        

施設数
全拠点病院に

占める割合 施設数
産科標榜施設に

占める割合

北海道 19 14 73.7% 3 21.4% 北海道 5 83.3% 0.0% 1 16.7% 6
青森 4 4 100.0% 1 25.0% 青森 1 100.0% 0.0% 0.0% 1
岩手 4 2 50.0% 1 50.0% 岩手 2 100.0% 0.0% 0.0% 2
宮城 7 3 42.9% 1 33.3% 宮城 6 100.0% 0.0% 0.0% 6
秋田 4 4 100.0% 1 25.0% 秋田 1 50.0% 0.0% 1 50.0% 2
山形 9 8 88.9% 0 0.0% 山形 0.0% 0.0% 2 100.0% 2
福島 14 9 64.3% 2 22.2% 福島 6 100.0% 0.0% 0.0% 6
茨城 10 7 70.0% 7 100.0% 茨城 33 100.0% 0.0% 0.0% 33
栃木 10 7 70.0% 5 71.4% 栃木 28 100.0% 0.0% 0.0% 28
群馬 4 3 75.0% 2 66.7% 群馬 8 80.0% 2 20.0% 0.0% 10
埼玉 6 5 83.3% 3 60.0% 埼玉 29 63.0% 17 37.0% 0.0% 46
千葉 11 9 81.8% 7 77.8% 千葉 49 70.0% 20 28.6% 1 1.4% 70
東京 44 34 77.3% 18 52.9% 東京 200 97.1% 4 1.9% 2 1.0% 206
神奈川 16 13 81.3% 8 61.5% 神奈川 79 95.2% 2 2.4% 2 2.4% 83
新潟 6 5 83.3% 3 60.0% 新潟 10 100.0% 0.0% 0.0% 10
山梨 9 6 66.7% 1 16.7% 山梨 4 80.0% 1 20.0% 0.0% 5
長野 8 6 75.0% 5 83.3% 長野 34 94.4% 2 5.6% 0.0% 36
富山 2 2 100.0% 1 50.0% 富山 1 50.0% 0.0% 1 50.0% 2
石川 8 6 75.0% 1 16.7% 石川 2 100.0% 0.0% 0.0% 2
福井 4 3 75.0% 2 66.7% 福井 3 75.0% 0.0% 1 25.0% 4
岐阜 8 8 100.0% 1 12.5% 岐阜 5 62.5% 1 12.5% 2 25.0% 8
静岡 22 19 86.4% 10 52.6% 静岡 28 100.0% 0.0% 0.0% 28
愛知 13 12 92.3% 5 41.7% 愛知 77 93.9% 4 4.9% 1 1.2% 82
三重 4 4 100.0% 2 50.0% 三重 12 100.0% 0.0% 0.0% 12
滋賀 4 3 75.0% 2 66.7% 滋賀 4 100.0% 0.0% 0.0% 4
京都 9 9 100.0% 3 33.3% 京都 6 100.0% 0.0% 0.0% 6
大阪 16 14 87.5% 6 42.9% 大阪 44 88.0% 5 10.0% 1 2.0% 50
兵庫 11 8 72.7% 3 37.5% 兵庫 4 66.7% 2 33.3% 0.0% 6
奈良 2 2 100.0% 1 50.0% 奈良 7 100.0% 0.0% 0.0% 7
和歌山 2 2 100.0% - 和歌山 - - - -
鳥取 3 2 66.7% 1 50.0% 鳥取 3 100.0% 0.0% 0.0% 3
島根 5 5 100.0% 1 20.0% 島根 2 100.0% 0.0% 0.0% 2
岡山 10 7 70.0% 3 42.9% 岡山 3 100.0% 0.0% 0.0% 3
広島 5 5 100.0% 2 40.0% 広島 2 66.7% 0.0% 1 33.3% 3
山口 5 4 80.0% 1 25.0% 山口 1 100.0% 0.0% 0.0% 1
徳島 6 5 83.3% - 徳島 - - - -
香川 5 5 100.0% 1 20.0% 香川 3 100.0% 0.0% 0.0% 3
愛媛 16 7 43.8% 1 14.3% 愛媛 2 100.0% 0.0% 0.0% 2
高知 5 5 100.0% 1 20.0% 高知 3 100.0% 0.0% 0.0% 3
福岡 7 7 100.0% 3 42.9% 福岡 12 100.0% 0.0% 0.0% 12
佐賀 2 2 100.0% - 佐賀 - - - -
長崎 3 3 100.0% - 長崎 - - - -
熊本 3 1 33.3% 1 100.0% 熊本 2 100.0% 0.0% 0.0% 2
大分 5 3 60.0% 1 33.3% 大分 1 50.0% 0.0% 1 50.0% 2
宮崎 3 3 100.0% 2 66.7% 宮崎 5 100.0% 0.0% 0.0% 5
鹿児島 6 4 66.7% 1 25.0% 鹿児島 2 33.3% 4 66.7% 0.0% 6
沖縄 3 3 100.0% 1 33.3% 沖縄 4 66.7% 2 33.3% 0.0% 6
総計 382 302 79.1% 125 41.4% 総計 733 89.8% 66 8.1% 17 2.1% 816

総計
拠点病院*

拠点以外の
病院

診療所・
助産院

都道
府県

拠点
病院数

産科標榜施設※ HIV感染妊娠最終転帰
都道
府県

HIV感染妊娠最終転帰場所
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41(31.1%)

212(58.2%)

13(9.8%)

52(14.3%)

23(17.4%)

12(3.3%)

3(2.3%)

28
(7.7%)

4(1.1%)

38(28.8%)

45(12.4%)

14
(10.6%)

11(3.0%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

婚姻なし
（132例）

婚姻あり
（364例）

選択的帝切 緊急帝切 経腟 自然流産 異所性妊娠 人工妊娠中絶 分娩様式・転帰不明・妊娠中  
図 22 婚姻関係別の妊婦転帰 

210(57.2%)

37(30.8%)

49(13.4%)

14(11.7%)

11(3.0%)

24(20.0%)

28(7.6%)

3(2.5%)

3(0.8%)

1(0.8%)

55(15.0%)

27(22.5%)

11(3.0%)

14(11.7%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

医療保険
加入あり
(367件)

医療保険
加入なし
(120件)

選択的帝切 緊急帝切 経腟 自然流産 異所性妊娠 人工妊娠中絶 分娩様式・転帰不明、妊娠中
 

図 23 医療保険加入状況別の妊娠転帰 
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表 27 母子感染の 55例 
No 分娩年 国籍 感染判明時期 分娩場所 陣痛 破水後時間 在胎週数 分娩様式 母乳栄養 妊娠中CD4

妊娠中
ウイルス量

妊娠中の
抗ウイルス薬

備考

1 1991 日本 分娩後その他機会 不明 不明 不明 40W 選択的帝切 あり 不明 不明 不明

2 1991 外国 児から判明 病院 不明 不明 41W 経腟 あり 不明 不明 不明
3 1992 日本 児から判明 不明 不明 不明 40W 経腟 なし 不明 不明 不明
4 1992 日本 児から判明 病院 不明 27分 40W 経腟 あり 41 不明 不明
5 1993 外国 児から判明 自宅 不明 不明 36W 経腟 不明 不明 不明 不明

6 1993 外国 分娩直後 病院 自然陣痛
人工破水
23分

36W 経腟 なし 不明 不明 投与なし 飛び込み分娩

7 1993 外国 児から判明 診療所 不明 不明 36W 経腟 あり 不明 不明 不明
8 1993 外国 不明 病院 不明 不明 36W 選択的帝切 不明 不明 不明 不明
9 1994 外国 分娩直後 病院 不明 不明 40W 緊急帝切 なし 不明 不明 不明
10 1994 日本 児から判明 不明 不明 不明 29W 経腟 あり 不明 不明 不明 飛び込み分娩
11 1994 日本 児から判明 診療所 不明 不明 41W 経腟 なし 不明 不明 不明
12 1994 外国 分娩後その他機会 病院 不明 不明 39W 経腟 不明 不明 不明 投与なし

13 1995 外国 分娩直後 診療所 不明 16分 39W 経腟 あり 不明 不明 不明

初診時にWaRを施行。
陽性であったため、HIV
抗体検査施行。分娩後
に陽性判明。

14 1995 外国 今回妊娠時 病院 不明 破水無し 36W 選択的帝切 なし 不明 不明 不明

15 1995 外国 分娩直後 病院 自然陣痛
人工破水
39分

37W 経腟 なし 不明 不明 投与なし 飛び込み分娩

16 1995 日本 分娩直後 病院 　　有り
有り
24時間

34W 経腟 なし 不明 不明 投与なし 飛び込み分娩

17 1995 外国 今回妊娠時 病院 不明 不明 35W 緊急帝切 あり
26W：116
30W：64

不明
30W～
AZT

18 1995 外国 分娩直前 病院 不明 不明 38W 経腟 不明 不明 不明 投与なし 飛び込み分娩
19 1995 外国 分娩後その他機会 不明 不明 不明 39W 経腟 あり 不明 不明 投与なし
20 1996 外国 今回妊娠時 病院 不明 不明 36W 緊急帝切 なし 不明 不明 不明
21 1996 日本 前回妊娠時 不明 不明 不明 38W 経腟 あり 不明 不明 不明
22 1996 日本 児から判明 不明 不明 不明 39W 経腟 あり 不明 不明 不明
23 1997 外国 児から判明 診療所 不明 不明 不明 経腟 あり 不明 不明 不明

24 1997 外国 今回妊娠時 病院 不明 不明 不明 選択的帝切 なし 不明 不明 AZT+3TC+NFV
言葉の問題により投薬
指示が守られなかった
可能性あり

25 1997 日本 児から判明 診療所 不明 不明 39W 緊急帝切 あり 不明 不明 不明
26 1997 外国 前回妊娠時 不明 不明 不明 39W 経腟 あり 不明 不明 不明
27 1998 外国 児から判明 診療所 不明 不明 37W 緊急帝切 あり 不明 不明 不明
28 1998 日本 分娩後その他機会 不明 不明 不明 40W 経腟 あり 不明 不明 不明
29 1999 外国 分娩後その他機会 病院 あり 不明 40W 経腟 あり 不明 不明 投与なし

30 1999 外国 児から判明 病院
自然陣痛

自然破水（陣
痛後）11時間
10分

39W 経腟 なし 不明 不明 不明 母帰国後に児HIV感染判明

31 2000 日本 児から判明 病院 自然陣痛 26時間42分 38W 経腟 あり 不明 不明 不明
32 2000 外国 児から判明 診療所 不明 不明 41W 緊急帝切 あり 不明 不明 不明
33 2002 不明 分娩後その他機会 不明 不明 不明 不明 経腟 不明 不明 不明 不明

34 2006 外国 分娩直後 病院 自然あり 32分 39W 経腟
不明
指示守られた
か不明

不明 不明 不明

35 2008 外国 分娩後その他機会 診療所 不明 不明 不明 経腟 不明 不明 不明 不明
第1子分娩時、妊婦陰性。
第2子妊娠時に感染判明。
第1子感染。

36 2010 日本 児から判明 病院 自然陣痛 人工破膜 39W 経腟 なし 不明 不明 不明
陰性の検査報告を持参
して受診。HIV陰性の妊
婦として対応。

37 2010 外国 今回妊娠時 病院 陣痛なし 人工破膜 37W 選択的帝切 なし
34w6d：471

34w6d：
14000
36w6d：95

34W～37W
AZT+3TC+RAL

38 2012 外国 分娩後その他機会 病院 有 不明 38W 経腟 あり 不明 不明 不明

出産後(次子妊娠中）に
HIV感染判明。児の妊
娠中19週のHIV抗体陰
性。感染経路不明。

39 2013 日本 分娩後その他機会 診療所 不明 不明 37W 経腟 不明 不明 不明 投与なし

妊娠18週のHIVスクリーニ
ング陰性。その後異常なく
正常経腟分娩　第2子妊娠
時母親のHIV感染判明　第
1子感染。

40 1984 外国 不明 外国 不明 不明 不明 分娩様式不明 不明 不明 不明 不明
41 1987 日本 不明 外国 不明 不明 38W 経腟 あり 不明 不明 不明
42 1991 外国 不明 外国 不明 不明 不明 経腟 なし 不明 不明 不明
43 1991 外国 今回妊娠時 外国 不明 不明 不明 経腟 不明 不明 不明 不明
44 1992 外国 分娩後その他機会 外国 不明 不明 不明 分娩様式不明 不明 不明 不明 不明
45 1993 外国 不明 外国 不明 不明 不明 分娩様式不明 不明 不明 不明 不明
46 1993 外国 分娩後その他機会 外国 不明 不明 40W 経腟 なし 不明 不明 不明
47 1995 外国 今回妊娠時 外国 不明 不明 不明 分娩様式不明 不明 不明 不明 不明
48 1995 外国 児から判明 外国 不明 不明 40W 経腟 あり 不明 不明 不明
49 1997 外国 児から判明 外国 不明 不明 40W 選択的帝切 なし 不明 不明 不明
50 1998 外国 児から判明 外国 不明 不明 不明 経腟 不明 不明 不明 不明
51 2000 外国 児から判明 外国 不明 不明 不明 経腟 不明 不明 不明 不明
52 2000 外国 分娩後その他機会 外国 不明 不明 不明 分娩様式不明 あり 不明 不明 不明
53 2005 外国 前回妊娠時 外国 不明 不明 37W 選択的帝切 なし 557 不明 不明
54 2009 外国 児から判明 外国 有り 不明 不明 緊急帝切 不明 不明 不明 不明

55 2010 日本 分娩後その他機会 外国 不明 不明 40W 経腟 不明 不明 不明 不明
第2子妊娠時母親のHIVが
判明し、児検査の結果HIV
感染が判明。  
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図 24 母子感染 55例の転帰年と分娩様式 
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図 25 母子感染、日本転帰 36例の転帰年と分娩様式 
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図 26 母子感染、外国転帰 16例の転帰年と分娩様式 
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表 28 母子感染 55例の転帰都道府県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 29 母子感染 55例の妊婦の国籍 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 30 母子感染、日本転帰 36例の妊婦の国籍    表 31 母子感染、外国転帰 16例の妊婦の国籍 

地域 国籍 症例数 %
日本 日本 13 36.1%
アジア タイ 15 41.7%

ミャンマー 2 5.6%
中国 1 2.8%
ベトナム 1 2.8%
インドネシア 1 2.8%

アフリカ ケニア 1 2.8%
タンザニア 1 2.8%

中南米 ブラジル 1 2.8%
合計 36 100.0%  
 

ブロック 都道府県 症例数 %
北海道・東北 北海道 1 1.8%
関東・甲信越 茨城 5 9.1%

埼玉 1 1.8%
千葉 8 14.5%
東京 6 10.9%
神奈川 1 1.8%

北陸・東海 富山 1 1.8%
岐阜 1 1.8%
静岡 1 1.8%

近畿 滋賀 2 3.6%
大阪 2 3.6%

中国・四国 広島 1 1.8%
九州・沖縄 大分 1 1.8%

宮崎 1 1.8%
鹿児島 2 3.6%

　 沖縄 2 3.6%
不明 　 3 5.5%
外国 　 16 29.1%
合計 　 55 100.0%

地域 国籍 症例数 %
日本 日本 15 27.3%
アジア タイ 17 30.9%

中国 3 5.5%
ミャンマー 2 3.6%
ベトナム 1 1.8%
インドネシア 1 1.8%

アフリカ ケニア 8 14.5%
　 タンザニア 3 5.5%
中南米 ブラジル 4 7.3%
不明 　 1 1.8%
合計 　 55 100.0%

地域 国籍 症例数 %
日本 日本 2 12.5%
アジア 中国 2 12.5%

タイ 1 6.3%
アフリカ ケニア 6 37.5%

タンザニア 2 12.5%
中南米 ブラジル 3 18.8%
合計 16 100.0%
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表 32 母子感染 55例のパートナーの国籍 
地域 国籍 症例数 %
日本 　 35 63.6%
アジア タイ 2 3.6%
　 マレーシア 1 1.8%
　 フィリピン 1 1.8%
　 カンボジア 1 1.8%
アフリカ ケニア 3 5.5%
　 タンザニア 1 1.8%
　 チュニジア共和国 1 1.8%
中南米 ブラジル 3 5.5%
北米 アメリカ 1 1.8%
不明 　 6 10.9%
合計 　 55 100.0%  
 

表 33 母子感染、日本転帰 36例のパートナー    表 34 母子感染、外国転帰 16例のパートナー

の国籍                      の国籍 

地域 国籍 症例数 %
日本 日本 24 66.7%
アジア タイ 2 5.6%

マレーシア 1 2.8%
フィリピン 1 2.8%
カンボジア 1 2.8%

アフリカ タンザニア 1 2.8%
チュニジア共和国 1 2.8%

不明 5 13.9%
合計 36 100.0%  

♀日本-♂日本
12例（21.8%）

♀日本-♂外国
3例（5.5%）

♀外国-♂日本
23例（41.8%）

♀外国-♂外国
12例（21.8%）

不明
5例（9.1%）

 

図 27 母子感染 55例のパートナーと国籍組み合わせ 

♀日本-♂日本
11例（30.6%）

♀日本-♂外国
2例（5.6%）

♀外国-♂日本
13例（36.1%）

♀外国-♂外国
5例（13.9%）

不明
5例（13.9%）

  

図 28 母子感染、日本転帰 36例のパートナー    図 29 母子感染、外国転帰 16例のパートナー 

と国籍組み合わせ                 と国籍組み合わせ 

地域 国籍 症例数 %
日本 日本 10 62.5%
アフリカ ケニア 2 12.5%
中南米 ブラジル 3 18.8%
北米 アメリカ 1 6.3%
合計 16 100.0%

♀日本-♂日本,
1例（6.3%）

♀日本-♂外国
1例（6.3%）

♀外国-♂日本
9例（56.3%）

♀外国-♂外国
5例（31.3%）
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選択的帝切
7例(12.7%)

緊急帝切
7例(12.7%)

経腟
36例(65.5%)

分娩様式不明
5例(9.1%)

 
図 30 母子感染 55例の分娩様式 

選択的帝切
5例（13.9%）

緊急帝切
6例（16.7%）

経腟
25例（69.4%）

  
図 31 母子感染、日本転帰 36例の分娩様式      図 32 母子感染、外国転帰 16例の分娩様式 

拠点病院
11例(20.0%)

拠点以外の病院
9例(16.4%)

診療所
9例(16.4%)

自宅
1例(1.8%)

外国
16例(29.1%)

不明
9例(16.4%)

 

図 33 母子感染 55例の転帰場所            

選択的帝切
2例（12.5%）

緊急帝切
1例（6.3%）

経腟
8例（50.0%）

分娩様式不明
5例（31.3%）
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前回妊娠時
3例( 5.5%)

今回妊娠時
7例(12.7%)

分娩直前
1例 (1.8%)

分娩直後
6例 (10.9%)

児から判明
20例 (36.4%)

分娩後その他機会
13例(23.6%)

不明
5例( 9.1%)

 
図 34 母子感染 55例のHIV感染診断時期 

妊娠前
1例（2.8%）

今回妊娠時
5例（13.9%）

分娩直前
1例（2.8%）

分娩直後
6,例（16.7%）

児から判明
15例（41.7%）

分娩後その他機会
7例（19.4%）

不明
1例（2.8%）

  
図 35 母子感染、日本転帰 36例の HIV感染     図 36 母子感染、外国転帰 16例の HIV感染 

   診断時期                     診断時期 
 

94（35.5%）

121（57.6%）

151（57.0%）

66（31.4%）

20
（7.5%）

23
（11.0%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

感染判明後群
(n=265)

初回判明群
(n=210)

初産 経産 不明
 

図 37 妊娠歴（2000年以降） 
 

6（5.0%）

2（2.1%）

7（5.8%）

7（7.5%）

33（27.3%）

65（69.1%）

57（47.1%）

20（21.3%）

18（14.9%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

感染判明後群
(n=94)

初回判明群
(n=121)

1万以上 1,000以上1万未満 検出限界以上1,000未満 検出限界未満 不明
 

図 38 初産婦の分娩前ウイルス量（2000年以降） 

妊娠前
1例（6.3%）

今回妊娠時
2例（12.5%）

児から判明
5例（31.3%）分娩後その他機会

4例（25.0%）

不明
4例（25.0%）
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表 35 2017年全国二次調査報告症例数（重複回答を除く） 

報告症例数 47 例
内訳 ・2017年以前の妊娠転帰（未報告症例） 4 例

・2017年以前の妊娠転帰（既報告症例） 6 例
・2017年妊娠転帰症例 31 例
・妊娠中症例 5 例
・転帰不明 1 例  

 
表 36 2017年妊娠転帰症例の報告都道府県 

ブロック 都道府県 症例数 （％） ブロック別 （％）
関東・甲信越 群馬 1 3.2% 18 58.1%

千葉 1 3.2%
東京 8 25.8%
神奈川 7 22.6%
新潟 1 3.2%

北陸・東海 岐阜 1 3.2% 3 9.7%
愛知 2 6.5%

近畿 京都 1 3.2% 8 25.8%
大阪 6 19.4%
兵庫 1 3.2%

九州・沖縄 宮崎 1 3.2% 2 6.5%
鹿児島 1 3.2%

合計 31 100.0% 31 100.0%  

 

表 37 2017年妊娠転帰症例の妊婦国籍 

地域 国籍 症例数 （％） 地域別 （％）
日本 20 64.5% 20 64.5%

アジア ベトナム 2 6.5% 6 19.4%
タイ 1 3.2%
インドネシア 1 3.2%
ミャンマー 1 3.2%
中国 1 3.2%

アフリカ カメルーン 1 3.2% 3 9.7%
ケニア 1 3.2%
タンザニア 1 3.2%

中南米 ブラジル 1 3.2% 2 6.5%
ペルー 1 3.2%

合計 31 100.0% 31 100.0%  
 

表 38 2017年妊娠転帰症例のパートナー国籍 

地域 国籍 症例数 （％） 地域別 （％）
日本 17 54.8% 17 60.7%

アジア インドネシア 1 3.2%
ベトナム 1 3.2%
中国 1 3.2%

アフリカ ガーナ 2 6.5% 5 17.9%
カメルーン 1 3.2%
シェラレオネ共和国 1 3.2%
セネガル 1 3.2%

中南米 ブラジル 2 6.5% 3 10.7%
ペルー 1 3.2%

北米 アメリカ 1 3.2% 1 3.6%
欧州 フランス 1 3.2% 1 3.6%
不明 1 3.2% 1 3.6%
合計 31 100.0% 28 100.0%  
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表 39 2017年妊娠転帰症例の妊婦とパートナーの国籍組み合わせ 

国籍組み合わせ 症例数 （％）
♀日本-♂日本 13 41.9%
♀日本-♂外国 7 22.6%
♀外国-♂日本 4 12.9%
♀外国-♂外国 6 19.4%
不明 1 3.2%
合計 31 100.0%  

 

表 40 2017年妊娠転帰症例の HIV感染妊娠の分娩様式と母子感染 

感染 非感染 不明
選択的帝切 16 5 21 67.7%
緊急帝切 1 6 7 22.6%
自然流産 1 3.2%
人工妊娠中絶 2 6.5%
合計 1 22 5 31 100.0%

分娩様式
母子感染

総計

 

 

表 41 2017年妊娠転帰症例の緊急帝切症例のおける HIV感染判明時期と緊急帝切理由 

HIV判明時期 合計

分娩前 5 2 7

予定帝切→緊急
切迫早産　等

児の異常
NRFS・IUGR　等

 

 

表 42 2017年妊娠転帰症例の在胎週数と出生児体重の平均 

平均 標準偏差 平均 標準偏差
選択的帝切 21 37w1d 0.4w 2,794 280
緊急帝切 7 34w1d 2.6w 2,075 541
自然流産 1
人工妊娠中絶 2
合計 31

症例数
在胎週数 出生児体重

 
 
表 43 2017年妊娠転帰症例の妊娠転帰場所 

転帰場所 症例数 （％）
拠点病院 31 100.0%  
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表 44 2017年妊娠転帰症例の抗ウイルス薬レジメン 

レジメン 症例数 （％） 開始時期
RAL+TDF+FTC（RAL+TVD含む） 8 25.8% 妊娠前から：6、妊娠中：2（17w、27w）
AZT+3TC+LPV/RTV(COM+LPV/RTV含む） 4 12.9% 妊娠前から：3、妊娠中：1（9w）
TVD+DRV+RTV 2 6.5% 妊娠前から：2
TRI 1 3.2% 妊娠中（27w）
STB 1 3.2% 妊娠前から
AZT 1 3.2% 帝切開始直前のみ
TRI+DTG 1 3.2% 妊娠前から
EPZ+DRV 1 3.2% 妊娠前から
TVD+DTG 1 3.2% 妊娠前から
RTV+DRV+EZC 1 3.2% 妊娠前から
AZT+3TC+NVP 1 3.2% 妊娠前から
ABC+3TC+RAL 1 3.2% 妊娠前から
TVD+LPV/RTV→AZT 1 3.2% 妊娠中（帝切前日）、帝切当日レジメン変更
TDF+FTC+DRV 1 3.2% 妊娠前から
DTG+TDF+FTC→RAL+RDF+FTC 1 3.2% 妊娠前から、16wレジメン変更
AZT+3TC+LPV/RTV→DVY+DTG 1 3.2% 妊娠前から、7wレジメン変更
EPZ+RAL→ABC+3TC+RAL 1 3.2% 妊娠中（24w）、32wレジメン変更
ABC+3TC+LPV/RTV→EPZ+LPV/RTV 1 3.2% 妊娠前から、レジメン変更

1 3.2% 妊娠中（9w）、29w、31wレジメン変更

不明 1 3.2%
合計 31 100.0%

DRV+TDF+FTC→DRV+TAF+FTC→
DRV+TDF+FTC

 
 
表 45 2017年妊娠転帰症例の保険加入状況 

医療保険 症例数 （％）
あり 29 93.5%
なし・不明 2 6.5%
合計 31 100.0%  
 
表 46 2017年妊娠転帰症例のパートナーとの婚姻関係 

婚姻関係 症例数 （％）
あり 27 87.1%
なし 4 12.9%
合計 31 100.0%  
 
表 47 2017年妊娠転帰症例の HIV感染判明時期 

症例数 （％）
感染分からずに妊娠 5 16.1%
感染判明後初めての妊娠（前回妊娠時に感染判明） 8 25.8%
感染判明後初めての妊娠（妊娠前に感染判明） 8 25.8%
感染判明後2回目妊娠 7 22.6%
感染判明後3回目以降妊娠 3 9.7%
合計 31 100.0%  
表 48 2017年妊娠転帰症例の HIV感染判明後の妊娠回数 

妊娠回数 妊娠数 （％）
1回 8 30.8%
2回 12 46.2%
3回 3 11.5%
4回 3 11.5%
合計 26 100.0%  
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表 49 2017年妊娠転帰症例の HIV感染判明時期と妊娠転帰 

計

選択的帝切 4 12.9% 6 19.4% 5 16.1% 6 19.4% 21 67.7%
緊急帝切 1 3.2% 2 6.5% 2 6.5% 2 6.5% 7 22.6%
経腟 0 0.0%
自然流産 1 3.2% 1 3.2%
異所性妊娠 0 0.0%
人工妊娠中絶 1 3.2% 1 3.2% 2 6.5%
計 5 16.1% 8 25.8% 8 25.8% 7 22.6% 3 9.7% 31 1

感染判明後
3回目以降妊娠

感染分からずに妊娠 感染判明後初めての妊娠（前回妊娠時に判明）
感染判明後初めての妊娠
（妊娠前に感染判明）

感染判明後
2回目妊娠

 
 

表 50 2017年妊娠転帰症例の妊娠方法 

予定内妊娠 5 100.0% 0 2 100.0% 12 50.0% 19 61 .3%
　選択的帝切 4 80.0% 2 100.0% 8 33.3% 14 45.2%
　緊急帝切 1 20.0% 2 3 9.7%
　経腟
　自然流産 1 4.2% 1 3.2%
　異所性妊娠
　人工妊娠中絶 1 4.2% 1 3.2%
予定外妊娠 12 50.0% 12 38 .7%
　選択的帝切 7 29.2% 7 22.6%
　緊急帝切 4 16.7% 4 12.9%
　経腟
　自然流産
　異所性妊娠
　人工妊娠中絶 1 4.2% 1 3.2%
不明 0 0.0% 0 0 .0%
　選択的帝切
　緊急帝切
　経腟
　自然流産
　異所性妊娠
　人工妊娠中絶
計 5 100.0% 2 100.0% 24 100.0% 31 100 .0%

不妊治療あり 不妊治療なし
（自然妊娠）

計
人工授精 タイミング 注射器抽入

 
 

表 51 2017年妊娠転帰症例の分娩までの受診歴 

症例数 （％）
定期受診 28 100.0%
合計 28 100.0%  
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平成 29 年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染妊娠に関する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立」班 

研究分担報告書 

 

研究分担課題名：HIV 感染妊婦から 出生した児の臨床情報の集積と解析およびフォローアップシス
テムの構築 

 

研究分担者：田中瑞恵  国立国際医療研究センター 小児科 医師 

研究協力者：外川正生  大阪市立総合医療センター小児医療センター 

小児総合診療科・小児救急科部長 

      兼重昌夫  国立国際医療研究センター 小児科 医師 

     細川真一  愛育病院 新生児科 医師 

     前田尚子  独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター 小児科 医長 

      寺田志津子 国立病院機構 大阪医療センター 小児科 科長 

 

研究要旨： 

 全国病院小児科に対して通算 19 年目となる HIV 感染妊婦から出生した児（子ども）の診療実

態を調査した。二次調査による平成 28年 9月 1日から平成 29年 8月 31日までの子ども症例数は、

全国でのべ 40例、平成 27年 9月以前の調査に未報告であった子どもはのべ 13例であったが、2

次調査の結果、2例が既報例であった。子どもを診療した 21施設に対して二次調査を行い、72.4％

の施設から 38 例の回答を得た。更に検討の結果、報告期間中の転院例で、転院前、転院後の両施

設から報告のあった 2例は、同一症例として検討したため、新規報告例は 36例だった。新規症例

36例（うち平成 27年 9月以前の症例 11例：以下同）について検討した。感染例は 3例だった。

地域別出生数は北陸 2例、関東甲信越 19例(5例)、東海 4例、近畿 6例、中国四国 2例(2例)、九

州沖縄 1例、外国 2例(2例) であった。母親の国籍は日本 21例（5例）、東南アジア 9例(3例)、

その他アジア 1例、南米 2例、アフリカ 4例(1例)であった。妊婦への ART開始時期は、妊娠前か

ら服用が 22例（5例）、妊娠中開始が 11例(2例)、出産後 1例、なし 2例(2例)、不明 1例、分娩

前のウイルス量（コピー/ml）は 1.0×106以上が 1例、200以上 1000未満が 1例、200コピー未

満 29例（3例）でうち 26例(3例)は測定感度以下、不明 6例であった。母乳は 32例（7例）で禁

止されていた。新生児への抗ウイルス薬は、33例(8例)で投与あり、32例（8 例）で AZT単剤で

あった。1例は AZTおよび 3TC、NVPの多剤併用療法が行われていた。抗ウイルス薬による副作

用は貧血は 24例（6例）、好中球減少 1例でみられた。今回の調査結果、累計報告数は 561例であ

った。感染／非感染／未確定の内訳は感染 53例、非感染 378例、未確定 130例となった。   

フォローアップシステムの構築では、今年度は昨年度決定した研究計画を遂行するため、登録シ

ステムの改善、運営に関する院内調整を行った。修正内容について、NCGM の倫理委員会で平成

29年 8月 2日付で承認を得た(研究名：ヒト免疫不全ウイルス陽性女性と出生した児の長期予後に

関するコホート研究 The Japan Woman and Child HIV Cohort Study(JWCICS)、承認番号：

NCGM-G-002104-01)。倫理委員会の承認後、平成 29 年 8 月 23 日から症例の登録を開始し、23

例が登録された。 
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A.研究目的 

１）小児科二次調査 

①可能な限り、子どもの数、子どもの家族情報、

周産期情報、薬剤情報、罹病と生育の正確な状

況を把握し、母子感染率を検討する。 

②本邦の国情に合った子どもの健康管理およ

び発達支援に必要なデータベースを構築・更新

する。 

２）フォローアップシステムの構築 

①わが国における HIV 陽性女性から出生した

児の A. 長期予後、B.罹病、C.成長・発達 

について明らかにする。 

②①の達成のため、コホートシステムの構築を

立案し、施行可能性についてパイロット研究を

行い検討する。 

 

B.研究方法 

１）小児科二次調査 

全国の小児科を標榜する病院にアンケート調

査（吉野班による小児科一次調査）を行い、子

どもの診療経験について匿名連結不能型で発

生動向を把握した。全国の小児科を標榜する病

院 2、395 施設に対し一次調査用紙を送付し、

返信はがきにより回答を得た。質問は以下に該

当する症例数を問うものであった。 

 質問１．平成 27 年 9月 1 日～平成 28年 8 月

31 日までに出生した症例（新規症例） 

 質問２．平成 27 年 8月 31 日以前に出生した

症例で、過去の調査に報告していない症例（未

報告症例） 

 上記質問に対しての有効回答の解析を行っ

た。 

 この一次調査で把握された症例について、将

来の追跡調査を目的とした匿名連結不可能型

の詳細な二次調査を行った。 

尚、一部症例登録用紙の改訂を行った。それに

伴い、国立国際医療研究センター倫理委員会で

審査し、平成 28年 8月 8日付で承認された。(研
究名：HIV感染妊婦から出生した児の実態調査、
承認番号：NCGM-G-001874-01) 
 

２）フォローアップシステムの構築 

 わが国における、HIV陽性女性から出生児の

長期予後、罹病、成長・発達についてコホート

研究を行うための、システム立案を平成 27 年

度までに行った、立案に従い、システムの具体

化、コホート研究の開始準備および、研究を開

始する。具体的には、①事前のキックオフミー

ティング、②関係者との実務会議を準備として

行い、引き続き JCRACデータセンターとシス

テムの修正を行う。研究は、web 登録で行い、

医師(医療者)および、対象に対して健康調査を

行う。 

（倫理面への配慮） 

本調査は「人を対象とする医学系研究に関す

る倫理指針」(平成 26 年 12 月 22 日)及びヘル

シンキ宣言（2013 年改訂）を遵守して実施す

る。当調査の扱う課題は HIV 感染を中心に、

その周産期・小児医療、社会医学との関わりで

あり、基本的に「倫理面への配慮」は欠くべか

らざるものであり、細心の注意をもって対処す

る。 

 

C.研究結果 

１）平成 29（2017）年度小児科二次調査結果 

 診療経験あり 30 施設に対して当分担研究班

が詳細な二次調査を行った。その結果、2018

年 2月 26日現在、回答無しが 5施設（一次調

査回答は計 6 例）、倫理委員会申請中のため回

答遅延 2施設、二次調査後に症例取り下げ 1施

設(一次調査回答は 1 例)であった。以上から二

次調査に対する施設回答率は症例取り下げの

施設を除き、22/29 施設(75.8%)であった。22

施設から 41 例の報告を得た。診療経験あり施

設ごとの症例数は 1〜5 例であった。調査後に

既報告であると判明した 2 例を除く 21 施設か

ら 39 例の報告について詳細に検討した。更に

検討の結果、報告期間中の転院例で、転院前、

転院後の両施設から報告のあった 2例は、同一

症例として検討したため、新規報告例は 37 例

だった。37例のうち、平成 28年 8月 31日以

前に出生したのは 12 例であった。以後、カッ

コ内の数字は平成 27 年 8 月以前に出生した症
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例数を示す。37例の内訳は非感染23例（10例）、

未確定 11例であり、感染例は 3例(2例)であっ

た。 

 この 37例について以下の解析を行った。 

①年次別出生数と感染状況 

 今年度新規報告 37 例の中に昨年度までに出

生した 12例が含まれた。感染例は 3例であり、

うち 2例は昨年度までに出生した例だった。 

②地域別出生数 

 北陸 2例、関東甲信越 20例(6例)、東海 4例、

近畿 6例、中国四国 2例(2例)、九州沖縄 1例、

外国 2例(2例)であった。 

③母親の国籍 

 日本 22 例（6 例）、東南アジア 9 例(3 例)、

その他アジア 1例、南米 2例、アフリカ 4例(1

例)であった。 

④父親の国籍と父親の感染状況 

 日本 20例(6例)（感染 4例(2例)／非感染 11

例／不明 5例(4例)）、東南アジア 5例(2例)（感

染 1例(1例)／非感染 2例／不明 2例(1例)）、

その他アジア 1例（不明 1例）、アフリカ 1例

（不明 1例）、北米 1例（非感染 1例）、南米 3

例(1例)（感染 2例(1例)／非感染 0例／不明 1

例）、ヨーロッパ 1例（非感染 1例）、不明 5例

(1例)（非感染 1例／不明 4例(1例)）であった。 

⑤同胞について 

 26例（9例）において同胞が 1〜5人あり、

同胞の感染例はいなかった。 

⑥妊婦の抗ウイルス薬投与状況 

 妊娠前から服用が 23例（6例）、妊娠中開始

が 11例(2例)、出産後 1例、なし 2例(2例)、

不明 1例であった。薬剤選択のキードラッグは

RAL：10 例(3 例)、LPV/r：9 例(3 例)(うち 2

例(1 例)は RAL と併用)、DRV/r：5 例(1 例)、

ATV/r：1例、DTG：3例、STB：2例、FPV：

1 例、NVP：1 例であり、バックボーンは

TDF+FTC が 11 例（1 例）、AZT＋3TC が 11

例(4例)、ABC＋3TCが 8例(1例)、d4T+3TC1

例(1例)、3TCのみ 1例、AZT単剤 1例、記載

不明瞭 1例であった。 

⑦分娩前妊婦の免疫学的・ウイルス学的指標 

 妊婦の CD4数（/μL）は 18から 1004に分

布し、同％は 2.0から 49.2に分布した。また、

ウイルス量（コピー/ml）は 1.0×106以上が 1

例、200 以上 1000 未満が 1 例、200 コピー未

満 29 例（3 例）でうち 26 例(3 例)は測定感度

以下、不明 7例(1例)であった。 

 分娩様式は予定帝王切開 26例(5例)と緊急帝

王切開 9例（3例）、経腟分娩 1例(1例)、不明

1例(1例)であった。 

⑨新生児への対応 

 母乳は 32例（7例）で禁止されていたが、有

り 1例(1例)、4例(2例)は不明であった。 

 新生児への抗ウイルス薬は、34例(9 例)で投

与あり、2例(2例)が投与なし、不明 1例(1例)

だった。33例（9例）で AZT単剤であった。1

例は AZTおよび 3TC、NVPの多剤併用療法が

行われていた。 

AZT単剤投与例 32例の投与期間は 6週間が

18例（7例）、4週間以上 6週間未満が 8例、4

週間が 5例、4週未満 2例(1例)であった。 

AZTの投与回数は、2回/日が 26例（2例）、

4 回/日 7 例(7 例)とマニュアルの変更に伴いほ

ぼ、2回/日の投与に変更されていた。 

⑩新生児における問題 

 出生した児の性別は、男：16 症例（6 例）、

女：21例(6例)、在胎週数は、37週以上 18例

(3例)、37週未満 17例(7例)だった。早産だっ

た 17 例のうち緊急帝王切開だったのは 9 例(3

例)、経腟分娩 1 例(1 例)だった。正期産 18 例

の平均出生体重は 2656ｇ（中央値 2738ｇ、最

低値 2108g、最高値 3378g）であった。 

 新生児期に認められた異常には、新生児一過

性多呼吸が 1例、呼吸窮迫症候群 1例、肝高イ

ンスリン性低血糖 1例、消化管アレルギーによ

る体重増加不良 1例、鎖肛 1例、好中球減少症

1例であった。好中球減少症の 1例は、AZTに

よる好中球減少症と推測された。 

貧血は 25例（7例）において指摘された。全

例で AZT 単剤の予防内服がされていた。最低
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Hb 値は、7.1 から 11.6g/dLに分布していた。

貧血を認めた 25 例のうち AZT を 4 回/日投与

していたのは 5例(5例)、2回/日投与が 19例(2

例)、その他 1例だった。AZTを 2回/日投与さ

れた 76％(19/25 例)、4 回/日投与された 85％

(6/7例)で貧血を認めた。Hbが最も低下した時

期は、22例(88％)で生後 1か月前後だった。貧

血に対する治療としては、経過観察 9例(1例)、

鉄剤投与のみが 9例（3例）、鉄剤およびエリス

ロポエチン投与 3 例(1 例)、鉄剤投与および輸

血 2例だった。輸血施行した 2例は、母に AZT

の投与、早産なく、児へは AZT単剤投与で、2

回/日の投与例だった。 

経過観察中に施行した MRI 検査で 3 例に異

常を認めた。所見として、軽度の PVL1例、頭

蓋骨骨折 1例、頭部皮下腫瘍 1例だったが、い

ずれもHIV感染および抗HIV薬の内服との関

連は明らかでなかった。 

⑫感染例について 

 今年度の調査で感染 3例が報告された。感染

例 3例のうち 2例は、家族の AIDS発症に伴い

家族検査したところHIV感染が判明した。1例

は、母が妊娠中に AIDS発症し、その直後に出

生した例であった。母の国籍は全例で外国だっ

た。家族に認めた AIDSの症状は、トキソプラ

ズマ脳炎 2 例、CMV 感染症(難治性消化管潰

瘍)1例だった。全例で母子感染予防策は不十分

であり、家族内検査で HIV 感染が判明した 2

例は外国出生例で妊娠時に HIV のスクリーニ

ング検査が行われていたか不明である。出生直

前に母が AIDS発症した例でも、出生直前まで

HIV感染症は明らかではなかった。3例の診断

時の臨床症状は、CDC 分類で、無症状 1 例、

臨床病期 Bが 2例だった。具体的な症状は、新

生児トキソプラズマ症 1 例、LIP1 例だった。

診断時の免疫状態は、1 例は不明(転院のため)

で 2例は、ステージ 3だった。診断時ウイルス

量は、1 例は不明であるが、2 例とも 1.0×106

コピー以上と高値だった。継続診療されており、

経過報告のあった 2 例では診断後 ART が導入

されていた。初回レジメンは、NVP＋AZT＋

3TC1 例、RAL＋ABC＋3TC1 例だった。2 例

とも ART 開始後、ウイルス量の低下、免疫状

態の改善を認めている。 

2）小児科二次調査 19年間のまとめ 

 今回の調査終了時に、小児科二次調査で集計

されたのは累計 561例であった。感染／非感染

／未確定の内訳は感染 53例、非感染 378例、

未確定 130例となった。  

４）フォローアップシステムの構築 

 今年度は、コホート研究の開始に向け、

JCRAC データセンターと協働してシステム開

発の継続、修正および、関係者との調整を行い、

円滑な運営を行うためのシステム等の作成を

行った。 

①研究方法：コホート研究 

②この研究独自の web登録システムを開発し、

webで生存の有無、発育発達に関するコホート

を行う。 

③症例登録方法 

1．パイロット施設として、NCGMを登録施設

とする。 

2.各施設で、HIV陽性女性を登録し、出生児が

いた場合には、児も登録する。登録は、生年月

および、各施設の ID とし、登録については、

女性、児に同意を得る。 

3.登録症例について、半年（もしくは 1年）に

一度、現況、罹病、成長・発達（児のみ）につ

いて、対象による現況入力および、主治医によ

る web登録し、データセンターでデータ管理す

る。 

４.女性のフォロー中に、妊娠があれば、その時

点で、妊娠・出産の状況も登録し、児も登録す

る。 

５.集計されたデータをもとに、1年に一度解析

を行い、報告する。 

④倫理委員会審査 

 研究継続の過程で、より円滑に研究を遂行す

るために国立国際医療研究センター倫理委員

会で再審査し、平成 29年 8月 2日付で承認さ
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れた。(研究名：ヒト免疫不全ウイルス陽性女性

と出生した児の長期予後に関するコホート研

究 The Japan Woman and Child HIV Cohort 

Study(JWCICS) 、 承 認 番 号 ：

NCGM-G-002104-01) 

⑤システム開発 

 JCRAC データセンターと協働してシステム

開発を行った。データベースツールとして、

REDCap (Research Electronic Data Capture)

を採用した。REDCap は米国 Vanderbilt 大学

が開発したデータ集積管理システム（EDC）で

ある。アカデミック医学研究では世界標準にな

り つ つ あ る 支 援 ツ ー ル で 、 REDCap 

Consortium Partner に な れ ば 、 米 国

Vanderbilt 大学から無償でライセンスを受け

られる。（アカデミアの場合）また、特徴とし

て、収集データに対し、自身でサーベイやデー

タベースが自由にカスタマイズ可能、モバイル

App や活動量計などの連携が可能などである。

今回、EDCとして REDCapを採用した理由と

して、１．データマネージメント業務を標準化、

２．EDC 構築・運用コストの抑制、３．研究

者主導臨床研究では、プロトコル、CRFの変更

が多いので迅速に eCRFの変更を行えるという

点である。その中で、アカデミアで利用実績が

あり、導入・運用コストの低い EDC として

REDCap導入した。日本でも多くのアカデミア

で導入が進んでおり、平成 26年 2月に Japan 

REDCap Consortiumが大阪大学に設立されて

いる。REDCap の作動環境は、１．アプリ  

REDCap ver6.10.32．OS CentOS 7、３．

Web  Apache 2.2.15、４．DB MariaDB 

ver5.5、５．言語 PHP ver5.3.3、６．メール  

SMTP Email 2.6.6である。JCRACデータセン

ターでは、サーバは JCRACデータセンター内

に設置し、運用管理を実施している。 

⑥研究開始準備、開始後のシステム、運営内容

の修正 

 平成 29 年 7 月～8 月にかけ、本研究に関わ

る内科、産婦人科、小児科の医師に対して、研

究の概要説明、システムの登録方法などの説明

会を開催した。また、各科代表の医師、医療者

と各科から挙げられた問題点について協議し、

システム、運営内容に反映させた。 

 また、研究開始後も継続的にデータ入力に関

する問題点、各科連携時の問題点を抽出し、シ

ステムの修正に努めた。 

⑦研究開始と現況 

 平成 29年 8月 23日より、症例登録を開始し

た。平成 30年 2月 26日現在、23例の登録を

得た。同意を得た 23 例のうち、言語などの問

題で対象者自身の web による回答に同意した

のは、対象者の情報を回答が 20例(87.0%)、出

生児についての回答が 19例(82.6%)だった。 

 対象者の同意取得時点での年齢は中央値

37.0歳(25-50歳)、国籍は、日本 (18例、 78.3%)、 

外国 (5例、 22.7%)だった。 

 妊娠回数は、計 39 回で内訳は 0 回 (4 例、 

17.4%)、1回 (7例、30.4%)、2回 (7例、30.4%)、

3 回(3例、13.0%)、4回 (1例、4.3%)、 5回 (1

例、4.3%)で、妊娠転帰は、 経膣分娩 3 分娩

(7.7%), 緊急帝王切開 3 分娩(7.7%), 選択的帝

切 17,分娩(43.6%), 自然流産 2 分娩(5.1%), 人

工妊娠中絶 13分娩(33.3%), 不明 1分娩( 2.6%)

だった。出生児は、計 21 人で、対象者 1 人あ

たり 0 人(8例、34.8%)、 1 人(8例、34.8%)、2人 (6

例 26.1%)、 3 人(1例、4.3%)だった。 

 

D.考察 

１)小児科二次調査 

本年度は、施設回答率は 72.4%であった。現

在、更なる回収を目指し、催促を継続している。

今年度の報告は 36 例、今年度出生は 2 例であ

り、報告数の上昇がみられた。また、感染児が

3 例報告された。非感染例のほとんどは母体ウ

イルスコントロール良好例であり、母体コント

ロールが良好で、予防法が確実に行われれば、

感染予防は可能である。貧血は報告例では 66%

であり、高頻度である。また、好中球減少など

の骨髄抑制も出現することがあり、今後予防法
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の改良が望まれる。特に、児における AZT 投

与方法はここ数年で改定されており、本年度の

調査でもほぼ 2回/日の AZT投与がなされてい

た。AZTの投与期間はまだ一定ではないが、母

体のウイルスコントロールが良好である場合

は、4週間に短縮される例が増加してきている。

AZTの投与回数による貧血の頻度は、4回/日で

85%、2回/日で 75%と統計学的検討は行ってい

ないが、2回/日の投与で貧血の頻度は低かった。

今後は、投与回数、投与期間による貧血の程度

の検討等を行い、適切な投与方法の提案が望ま

れる。 

今年度は 3例の感染例が報告されたが、いず

れも母子感染予防策が遂行されていないもし

くは不完全な症例であり、完全に遂行された例

では、感染例はないことから現行の予防策は有

効であり、如何に早期に母体の HIV 感染症を

把握するかが重要であると考えられる。3 例の

うち 2 例は家族の HIV 感染判明後の検査で、

HIV感染が判明した例であり、外国出生例であ

ることから、現行の感染予防策では防ぐことは

難しいと考えられる。その他 1例は、出生直前

に、母体が AIDSを発症し、早産となった例で

あり、詳細は不明だが、妊婦検診への受診がな

かったか、不足していたことが予測される。先

に述べたように、如何に母体の HIV 感染を早

期に把握するかが重要であり、HIV感染のみな

らず他の母子感染症の予防のために、妊婦検診

の重要性と、検診を補助する仕組みづくりが重

要である。近年の小児 HIV 感染例の報告の多

くが、出生後数年たってから家族の HIV 感染

判明により、感染が明らかとなった例で、現行

の母子感染予防策の限界が明らかで、こういっ

た例についてどのような対策が有効か検討が

必要である。また、小児 HIV 感染症の症例は

稀であり、診療体制が整っていないのが現状で

ある。一度感染すると長期の通院が必要であり、

病院の集約には限界があり、相談システムを確

立することで、スムーズな診療が行えるように

することも今後の課題である。 

２）フォローアップシステム構築 

 コホート研究を本年度から開始したが、開始

後も検討すべき点が多々あり、今後の多施設展

開を見据え修正を加える必要がある。 

 まず、症例登録の推進であるが、開始当初、

登録画面、同意・説明書は日本語のみであった

ため、外国籍で日本語での読解が困難な対象者

のリクルートが難しい状況であった。現在、タ

イ語、英語の同意説明文書を倫理委員会で審査

中であり、今後は、タイ語、英語を母国語とす

る対象者のリクルートが可能になる。経過をみ

て、更に言語を拡大のか、web画面も多国語の

表記を併記するか検討する。 

 次に、情報入力の促進と、複数部署の連携に

ついてであるが、症例登録がされても、現状で

あると主治医が詳細病歴を入力する形式をと

っているため、入力が進んでいないことが問題

である。システムが複雑であること、web登録

であること、関係医療者が多いため、メールな

どのみでは情報周知が不十分となっている可

能性がある。カルテと連動し、自動で情報が収

集できるなどのシステムが有効な可能性はあ

るが、高度なシステムの多施設での運用は費用

も面や各病院規則、システムの違いから困難で

あり、他の方法を検討する必要がある。多施設

に拡大するにあたり、web登録内容、運用の簡

略化を図る必要があり、対象者を女性全例から

妊娠歴がある例のみや、出産例に限定するなど

の工夫が必要であるかもしれない。 

 情報管理については、対象者のメールアドレ

スを対象者の目前で入力、確認、対象者に登録

確認メールが到着することまでを確認するこ

とで、安全に管理されている。医療者から収集

する情報についても、アカウント登録した者の

みの限定となっており、パスワード複数回間違

いによるロックなど行われており、安全である。 

 

E.結論 

 いずれの研究についても概ね良好に遂行で

きた。 
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 小児科二次調査については、今後も解析を継

続する。フォローアップシステムの構築につい

ては、引き続き症例の蓄積と、多施設拡大を視

野に入れた修正、検討を行う。 
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研究実施計画書 
 
研究課題名：ヒト免疫不全ウイルス陽性女性と出生した児の長期予後に関するコホート研
究 The Japan Women and Children HIV Cohort Study (JWCICS)                   
                                          
                                 研究責任者 田中瑞恵 
                    国立国際医療研究センター病院小児科   医師 

                                    (e-mail;mitanaka@hosp.ncgm.go.jp) 
 

１．研究の背景 
ヒト免疫不全ウイルス(以後 HIV)陽性妊婦からの HIV 母子感染率は約 30％といわれている。1994
年に妊婦への抗 HIV 療法、選択的帝王切開、児へのジドブジン（AZT）予防投与からなる母子感染
予防プロトコールが確立され、わが国でも母子感染予防法の普及によって、わが国の HIV 母子感染
率は 0.5%と極めて低いレベルに改善した[1]。しかし一方で、HIV 陽性妊婦から出生した新生児（感
染／非感染問わず）の長期フォローアップ及び発育発達の長期予後についての報告では、HIV 感染
児では、感染の重症度等が発育発達に影響があると多くの報告がある。しかし、影響を与える具体
的症状については、一定の意見がない。一方で非感染児についても、例えば、米国での AZT による
母子感染予防を行った児の６歳までのフォローアップでは、免疫学的、神経学的、成長、悪性腫瘍
の有無に関して特に有意差は認められなかったと報告している［2］が、影響があると報告する論
文も散見され、未だに一定のコンセンサスは得られていない。世界でも我が国でも 6週間の予防内
服終了後の発育、発達に関するフォローアップについては定まったプロトコールが存在せず、わが
国では薬剤の副作用を含めた長期予後の検討はなされていない。AZT に限らず、児もしくは HIV 陽
性妊婦に現在投与される抗ウイルス薬の一部はミトコンドリアに影響を及ぼし、ミトコンドリア機
能異常によるものと考えられる神経疾患や心疾患の発症報告が散見される［3、4］が、その病態や
発症頻度や重症度を明らかにするためには、長期フォローアップが必要である。さらに、HIV 感染
児については長期にわたる抗ウイルス薬の内服により生命予後は劇的に改善されたが、発育発達を
含めた長期フォローアップは不可欠である。わが国では厚生労働科学研究費補助金エイズ対策政策
研究事業「HIV 感染妊娠に関する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立」
班（研究代表者 奈良県立病院機構奈良県総合医療センター 喜多恒和）(以下喜多班)において HIV
感染妊婦から出生した児の実態調査を行っており、HIV 母子感染率、出生児の状況について、喜多
班は、その前身の研究班の事業を含めて、出生児の実態調査を 15年間継続実施し、わが国で唯一
となる出生児データベースを構築してきた。尚、平成 26 年度の研究報告では、HIV 感染妊婦から出
生した児の累計は 577 例となり、その内訳は感染 53 例、非感染、未確定・不明 524 例となった[1]。
しかし、発育発達についての詳細な調査は現在まで行われていない。 
 さらに、わが国のHIV陽性妊婦から出生した児の発育発達を含めた長期予後について、平成23年度
に全国調査を施行したところ、以下のような結果となった。 
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この調査から、感染児は継続的な診療があるため、長期予後の把握が可能であったが、非感染児に
おいては、フォロー期間に定めはなく、観察期間の中央値は2年と短く正確な長期予後の把握は困難
であった。その一方で、非感染児において、奇形やSIDS〈乳児突然死症候群〉の頻度が高いことも
明らかになっており、母体のHIV感染や抗ウイルス薬による影響について更なる検討が必要と考えら
れた。また、HIV感染女性は、HIV感染者の約13％程度［6］とされており、HIV感染者の中では少数
である。HIV 母子感染全国調査研究報告書（平成26年度）によると平成25年末までのHIV 感染妊娠
数は、857例にのぼることがわかった［7］。女性は男性と異なり、妊娠・出産などのライフイベン
トがあり、身体的違いがあるものの、わが国ではその感染女性の予後についてもほとんど明らかに
されていない。 以前より、母子班では妊婦、児に対して単年の調査を施行しているが、この調査
方法では、長期予後の把握は困難であり、より正確な我が国におけるHIV女性およびHIV陽性妊婦か
ら出生した児の長期予後を把握するにはコホート調査が必要と考える。この調査を行うことで、HI
V陽性女性およびその出生した児の長期予後が明らかとなるだけでなく、我が国の現状に則した母子
感染予防策の改定の一助になると思われる。 
 
２．研究の目的 
わが国における HIV 陽性女性および出生した児の 
１）長期予後 
２）罹病 
３）成長・発達(出生した児のみ) 
について明らかにする。 
 

３． 対象者 
3.1対象者 
わが国で診療を受けているHIV陽性女性および出生した児 
対象患者のうち、3.2選択基準１）もしくは２）を満たし、かつ3.3の除外基準のいずれにも該当し
ない患者を対象とする。 
 
3.2選択基準 
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１）HIV陽性女性(以後、対象女性とする) 
①16歳以上 
②当院の診療録にHIV抗体検査陽性の所見がカルテに記載されている女性、 
③国籍は問わない 
④妊娠・出産歴がない女性も含む 
これらの全てを満たす女性を対象とする。 
２）出生した児(以後、対象児とする)： 
①１)に該当する女性から出生した児。 
②0歳から16歳未満の児。 
③児の感染・非感染の有無は問わない。 
 これらの全てを満たす児を出生した児とする。 
＊尚、対象児のうち、女性で、HIV感染があり、16歳以上となった場合は、対象児および代諾者(親
権者)同意を取得し、同意が得られれば、対象女性とする。 
 
3.3除外基準 
１）同意が得られなかった場合 
２）その他、主治医が不適格と判断した場合 
＊ただし、言語等の問題などで、同意は得られたが、対象者がweb登録出来ない場合は、医療者の診
療録からの情報および対象から医師が対象に口頭質問した回答からの情報のみを登録し、対象除外
とはしない。 
 
４．研究の方法 
4.1 研究方法：侵襲、介入を伴わない、コホート研究 
この研究独自の web 登録システムを JCRAC データセンターと共同開発し、web で生存の有無、発育
発達に関するコホートを行う。 
 
4.2 研究期間、観察期間 
１)観察期間：倫理委員会承認後～2024 年 3 月 
＊対象児については、2024 年 3 月もしくは 16歳に達する前日のいずれか早い期間まで 
２)研究期間：倫理審査承認日～2025 年 3 月 
 
4.3 目標症例数 
2016年7月現在、当院ACCには、約2000名のHIV患者が受診されており、うち約200名が女性である。
全例の登録を目指すが、研究承諾が得られない場合も考慮し、年間40例程度、3年間で100例程度の
登録を目標とする。 
 
4.4 症例登録方法 
１）パイロット施設として、NCGM の 1 施設で登録を開始する。 
このパイロット研究の結果を検討した上で、第二段階として、名古屋医療センター、大阪市 
立総合医療センター、大阪医療センターを登録施設とする予定であり、最終的には、全国で行  
う予定である。 
２）各施設で、HIV 陽性女性を登録し、登録時点で出生児がいる場合には、児も登録する。対象女
性が観察中に、妊娠・出産(中絶も含む)があった場合には、その出生した児も登録する。中絶
の場合には、妊娠転帰に記載する。登録は、生年月および、各施設の ID とし、登録に際して
は、女性に同意および児の代諾者として同意を得る。 
３）登録症例について、データセンターから通し番号を発行し、以後調査 ID として使用する。半
年に一度、現況、罹病、成長・発達（児のみ）等について、web に医師および対象女性が登録
する。 
４）集計されたデータをもとに、1年に一度解析を行い、報告する。 
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4.5 調査内容 
調査内容は大きく、女性の経過、妊娠経過、出生した児の経過にわけられる。 
１)女性について(登録時および年 2回の経過登録) 
１）-1 医療者が回答する項目(登録時～フォロー終了時まで) 
  ①生年月日、院内 ID 
 ②初診時所見 
③登録時所見 
 ④白血球、リンパ球数、CD4 数、ウイルス量(年 2回分) 
⑤臨床症状の推移(CDC 分類、および WHO 分類)、該当疾患名、治療 
⑥HIV 非関連疾患の罹病の有無および疾患名、治療 
⑦HIV 治療薬の変遷 
⑧転帰 
⑨最終学歴 
１）-2 対象女性が回答する項目(登録時～年 2回の経過登録) 
  ①連絡先メール 
  ②健康状態 
③生活での問題点 
④最終学歴 
 
２）妊娠経過について(妊娠期間中のみ) 
 ①妊娠回数(今回何回目)、分娩回数、妊娠歴 
②パートナーの国籍、感染状況 
③妊娠中の白血球、リンパ球数、CD4 数、ウイルス量、 
④治療薬の変遷 
⑤分娩時情報 
⑥妊娠中の合併症および治療 
⑦HIV 感染予防策の実施状況 
⑧妊娠転帰 
  
３）児について(登録時、年 2回の経過登録) 
３）-１医療者が回答する項目(登録時～フォロー終了時まで) 
  ①子どもの出生年月日、診療録 ID 
②出生地（国、地域） 
③周産期情報(Apgar score、出生体重、身長、奇形、抗 HIV 薬の投与、投与内容、投与期間) 
④抗 HIV 投与に関する副作用：有無、程度、治療内容、転帰 
⑤HIV 感染確認時期、内容、結果 
⑥HIV 感染の有無 
⑦新生児期の成長・発達、罹病と治療 
⑧乳児期以降の成長・発達、罹病と治療 
  ⑨現在の健康状態(成長・発達、罹病) 
⑧告知、養育上の問題点 
３）-2 対象女性が回答する項目(登録時～年 2回の経過登録) 
  ①健康状態(成長・発達、罹病) 
②生活での問題点 
 
4.6 データ収集方法 
１）国立国際医療研究センターにある JCRAC に調査項目に従った症例報告書(CRF)の作成および 
web 登録可能なサイト作成を依頼する。 
２）対象女性および、医療者は作成された症例報告書(CRF)に web を介して登録する。調査期限か
ら 2ヵ月以内を提出期限とし、提出がない場合はメールで催促を行う。また、CRF 回収後、3 ｶ
月以内にデータクリーニングを行いデータ固定する。 
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３）データ収集および管理先 
 〒162-8655 
 新宿区戸山１－２１－３ 情報センター５Ｆ 
 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 臨床研究センター 
 データサイエンス部 JCRAC データセンター 
 Tel：03-5287-5121 / Fax:03-5287-5126 
  E-mail: jcrac-jwcics@hosp.ncgm.go.jp 
 
5．評価項目 
１）主要評価項目 
①突然死の発症率(児のみ) 
②罹病・副作用の発症率 
２）副次評価項目 
①死亡率(母児とも) 
②母子感染率 
 
6．研究における倫理的配慮 
本調査は「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」(平成 26 年 12 月 22 日)及びヘルシン
キ宣言（2013 年改訂）を遵守して実施する。 
当調査の扱う課題は HIV 感染を中心に、その周産期・小児医療、社会医学との関わりであり、基本
的に「倫理面への配慮」は欠くべからざるものであり、細心の注意をもって対処する。 
 
6.1研究対象者に理解を求め同意を得る方法 
「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」に則り、文書を用いて説明し、説明した内容を研
究対象者が理解していることを確認した上で、自由意思によるインフォームド•コンセントを文書
で取得する。その際、本研究に参加するか否かは被験者の自由意思に基づいて決定して良いこと、
研究に参加しなくても上記文書で研究対象者に与えられると説明されている利益を受けられなく
なること以外に不利益を受けないこと、一旦研究参加に同意した後でも特段の不利益を受けること
無くいつでも同意を撤回および、同意内容の変更ができること、ただし、同意撤回および変更する
以前に既に解析、結果報告されたものに関しては、撤回は困難である旨を説明する。また、対象児
については、対象女性の病名が告知されていないことが想定される。対象児にインフォームド・ア
セント(16 歳未満)を取得する場合、対象女性の病名告知が必要となり、対象女性の不利益が大きく
なること、対象児の情報についても母が回答するため、対象児からの同意は取得しない。更に、対
象児のうち HIV 感染がある女児が 16 歳以上となった場合もしくは対象女性が未成年である場合に
は、研究対象者および代諾者(親権者)から、インフォームド・コンセントを別個に取得し、対象女
性として登録する。なお、同意書の原本は 研究者が保管し、写を対象女性に手渡す。同意の取得
は、原則として、HIV 治療を行う主治医(ACC 医師もしくは、小児科医師)が、プライバシーが保護
された診療室において行う。 
 
6.2研究の対象とする個人の人権の擁護 
 本研究は、「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」を遵守し、倫理委員会の承認を得て
実施する。データは研究を担当するスタッフ のみがアクセス可能とし、内容が第三者の目に触れ
ないように、また、データが漏洩しないように、作業方法、作業場所、データ保管方法等を厳重に
管理する。匿名化対応表は、デー タ固定後は各施設の個人情報管理者(NCGM は企画戦略局長)が管
理、保管する。データの解析は、個人情報保護のため、また、個人情報が結果の解釈に影響するこ
とを避けるため、匿名化された後に実施する。研究成果の公表に際しては、個人が特定されること
のない ように配慮する。また、web 作成および web 登録に際しては、当院の個人情報保護方針を遵
守する。登録 web サイトは、一般公開せず、パスワード等を用いて管理する。具体的には、施設内
ID は、登録者および管理者のみ確認可能とし、データセンターでは本研究の担当者以外は閲覧不可
とする。また、医療者および対象女性が登録する web は通し番号を ID とし、施設および対象女性
はパスワード等を用い、サイト閲覧および登録を限定する。サイトのトップ画面や、対象女性およ
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び、医療者に発信するメールには HIV の文言は使用せず、関係者以外がメールおよびサイト閲覧し
た場合にも対象女性と HIV の関連が明らかとならないように配慮する。 
 
6.3 研究計画変更時の同意取得について 
実施計画等において、同意取得時に掲示した内容に変更が生じた場合、本研究のデータを新たな
研究に使用する場合は、速やかに被験者に情報提供し、事前に倫理委員会の承認を得て同意説明文
書等の改訂を行い、再度同意取得する。 
 
6.4 研究によって生じる個人の不利益と医学上の利益または貢献度の予測 
 本研究は既存の診療録情報および、研究対象者から収集した情報を解析するのみであり、研究対
象者に特段の不利益は生じない。 医学上の利益または貢献度については、本研究の成果が当該疾
患の母子感染率の把握による保健衛生対策の向上などに資することによって医学の発展に寄与す
ることができ、研究成果が社会に還元されることで本研究の研究対象者も間接的に利益を受けるこ
とができる。 
 
6.5研究対象者等及びその関係者からの相談への対応 
 研究対象者等からの本研究の相談について、同意説明文書において、研究相談窓口と、当院の住
所および研究事務局の電話番号（代表）を記載する。 
 
6.6研究内容、同意・説明文書についての問い合わせ先 研究代表者：田中瑞恵 
 〒162-8655 
 東京都新宿区戸山1-21-1 国立国際医療研究センター 
 Tel：03-3202-7181(内線5366) 
  FAX:03-3207-1038(代表) 
 E-mail： mitanaka@hosp.ncgm.go.jp 
 
6.7被験者の費用負担 
本研究において被験者の診療に関する費用は、一般診療での扱いと同様の患者自己負担分が発生す
る。健康被害が生じた場合の補償は一般診療での対処に準ずることなど、一般診療と同様である。    
研究説明や被験者からの問い合わせに対応する際の通訳および説明文書作成等の翻訳など、診療行
為に含まれない研究活動での費用は、「厚生労働省科学研究費」（喜多班）の研究費から支給する。
健康被害が生じた場合の補償は一般診療での対処に準ずることなど、一般診療と同様である。 
 
7．資料等の保管及び破棄 
7.1情報等の保管場所 
 研究計画書、同意説明文書、同意書、倫理委員会の承認通知書、症例報告書等の紙資料について
は研究代表者が医局の鍵のかかるロッカーにて保管する。Web 登録されたデータについては、JCRAC
データセンターで管理する。コンピュータソフト等で解析した電子データについては 2 部 CD ロム
に記録した上で医局の鍵のかかるロッカーにて保管する。診療録については、病歴管理室に依頼し
保管継続を依頼する。 
 
7.2情報等の保管期限 
 研究の終了について理事長に報告した日から5 年を経過した日又は研究の結果の最終の公表につ
いて理事長に報告した日から3年を経過した日のいずれか遅い日まで紙資料については保管する。た
だし、データベース化された情報については、貴重なデータであるため、期限を定めない。 
 
7.3情報等の廃棄の方法 
 印刷資料は、裁断サイズの小さいクロスカット等のシュレッダー、溶解処理等により、再現不可
能な状態にして廃棄する。 書き換え不可能な電子媒体のデータは、読取不可能な状態にまで物理的
に破壊した上で、適切に廃棄する。書き換え可能な電子媒体のデータは、読取不可能な状態にまで
物理的に電子媒体を破壊して廃棄するか、ダミーデータを複数回上書きして元のデータを復元不可
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能な状態にする。 その他の資料も、内容を読み取れない状態にして、適切に廃棄する。 
 

8．研究機関長への報告内容及び方法 
8.1 有害事象発生時 
 本調査は観察研究であり、本項目は該当しないが、通常の医療行為における有害事象発生時には、
研究責任医師または研究分担医師が直ちに適切な処置を行い、診療録に詳細に記載する。 
 
8.2研究の終了、中止、中断 
１）研究の終了 
研究の終了時には、研究責任医師（研究代表者）は、速やかに試験研究終了報告書を当センタ 
ー理事長に提出する。 
２）研究の中止 
研究責任医師及び研究分担医師は何らかの理由で研究継続が不可能と判断した場合には、中止 
の日付・時期、中止の理由、経過を診療録に明記するとともに、中止時点で必要な検査を行い 
有効性・安全性の評価を行う。 
３）被験者の中止 
①被験者が参加の同意の撤回を申し出たとき。 
②被験者が転院したとき。 
③被験者は転院していないが、連絡が 1年以上とれなかったとき。 
＊ただし、被験者が転院した場合でも、児の受診が続いているときは中止としない。 
 
9．研究資金 
研究責任医師 田中瑞恵は、わが国では厚生労働科学研究費補助金エイズ対策政策研究事業「HIV
感染妊娠に関する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立」班（研究代表
者 奈良県立病院機構奈良県総合医療センター 喜多恒和）(以下喜多班)の分担研究者であり、こ
の研究班より研究に関わる費用は出資される。 
 
10．研究結果の公表 
 研究結果は、関連学会に発表し、厚生労働省科学研究費エイズ対策研究事業・研究班報告書としてま
とめる。また、和文もしくは、英文論文で発表する。 
 
11．研究実施体制 
＜研究責任医師・施設名・職名＞ 
田中瑞恵 国立国際医療研究センター病院 小児科医師 
＜研究分担者・施設名・職名＞ 
外川正生 大阪市立総合医療センター  小児総合診療科・小児救急科・部長 
細川真一 愛育病院 医師 
寺田志津子 大阪医療センター 小児科・科長 
前田尚子 名古屋医療センター 小児科・医長 
＜協力研究医師・看護師・研究者 施設名・職名＞ 
七野浩之  国立国際医療研究センター病院小児科 第一小児科医長 
佐藤典子  国立国際医療研究センター病院小児科 第二小児科医長 
五石圭司  国立国際医療研究センター病院小児科 第一新生児科医長 
水上愛弓  国立国際医療研究センター病院小児科 第二新生児科医長 
瓜生英子  国立国際医療研究センター病院小児科 小児科医師 
山中純子  国立国際医療研究センター病院小児科 小児科医師 
大熊喜彰  国立国際医療研究センター病院小児科 小児科医師 
兼重昌夫  国立国際医療研究センター病院小児科 小児科医師 
吉本優里  国立国際医療研究センター病院小児科 小児科医師 
袖野美穂  国立国際医療研究センター病院小児科 レジデント 
砂川ひかる 国立国際医療研究センター病院小児科 レジデント 
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吉本民樹  国立国際医療研究センター病院小児科 レジデント 
末永祐太  国立国際医療研究センター病院小児科 レジデント 
島田真実  国立国際医療研究センター病院小児科 レジデント 
奥野安由  国立国際医療研究センター病院小児科 レジデント 
古東麻悠  国立国際医療研究センター病院小児科 レジデント 
相原陽香  国立国際医療研究センター病院小児科 レジデント 
矢野哲   国立国際医療研究センター病院産婦人科 診療科長、第一婦人科医長 
定月みゆき 国立国際医療研究センター病院産婦人科 6階西病棟医長 
中西美紗緒 国立国際医療研究センター病院産婦人科 産婦人科医師 
岡慎一  国立国際医療研究センター病院エイズ治療・研究開発センター センター長 
菊池嘉  国立国際医療研究センター病院エイズ治療・研究開発センター臨床研究開発部長 
木内英  国立国際医療研究センター病院エイズ治療・研究開発センター医師 
池田和子 国立国際医療研究センター病院エイズ治療・研究開発センターコーディネーターナース 
鈴木ひとみ国立国際医療研究センター病院エイズ治療・研究開発センターコーディネーターナース 
大津洋  国立国際医療研究センター臨床研究センター臨床疫学研究室 室長 
＜協力研究施設または機関＞ 
＊主研究班 
厚生労働科学研究費補助金エイズ対策政策研究事業「HIV感染妊婦に関する全国疫学調査と診療ガイ
ドラインの策定ならびに診療体制の確立」班 
喜多 恒和 地方独立行政法人奈良県立病院機構奈良県総合医療センター 周産期母子医療センタ
ー 兼 産婦人科 周産期母子医療センター 兼 産婦人科 
＊データ管理およびweb管理 
国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 臨床研究センター データサイエンス部 JCRAC
データセンター 
 
12. 添付資料 
説明文書・同意書（日本語、英語、タイ語） 
 
13．参考文献リスト 
１．厚生労働科学研究費補助金エイズ対策政策研究事業「HIV 感染妊娠に関する全国疫学調
査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立」班（研究代表者 奈良県立病院機
構奈良県総合医療センター 喜多恒和）平成 27年研究報告書,2015 年 3月 
２．Culnane M, Fowler M, Lee SS, McSherry G, Brady M, O'Donnell K, Mofenson L, Gortmaker 
SL, Shapiro DE, Scott G, Jimenez E, Moore EC, Diaz C, Flynn PM, Cunningham B, Oleske 
J. Lack of long-term effects of in utero exposure to zidovudine among uninfected 
children born to HIV-infected women. Pediatric AIDS Clinical Trials Group Protocol 
219/076 Teams. JAMA 281(2):151-7, 1999 
３．Blanche S, Tardieu M, Rustin P, Slama A, Barret, B, Firtion G, Ciraru-Vigneron N, 
Lacroix C, Rouzioux C, Mandelbrot L, Desguerre I, Rotig Agnes, Mayaux MJ, Delfraissy 
JF.  Persistent mitochondrial dysfunction and perinatal exposure to antiretroviral 
nucleoside analogues.  Lancet 354:1084-89, 1999 
４．Barret B, Tardieu M, Rustin P, Lacroix C, Chabrol B, Desguerre I, Dollfus C, Mayaux 
MJ, Blanche S for the French Perinatal Cohort Study Group.  Persistent mitochondrial 
dysfunction in HIV-1-exposed but uninfected infants: clinical screening in a large 
prospective cohort.  AIDS 17(12):1769-1785, 2003 
５．Cognitive disorders in HIV-infected patients: are they HIV-related? ANRS CO3 
Aquitaine Cohort, Bordeaux, France, 2007-2009. Bonnet F, Amieva H, et al. :for the 
Groupe d’Epidémiologie Clinique du SIDA en Aquitaine (GECSA). AIDS., POST ACCEPTANCE, 
17 October 2012 
６．厚生労働省エイズ動向委員会, 平成 27（2015）年エイズ発生動向, 2016年5月25日 
７．厚生労働科学研究費補助金エイズ対策政策研究事業「HIV感染妊娠に関する全国疫学調査 
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と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立」班（研究代表者 奈良県立病院機構 
奈良県総合医療センター 喜多恒和）平成27年研究報告書,HIV 母子感染全国調査研究報告 
書 平成26年度, 2015年5 月
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調査に参加される方へ 

 

「ヒト免疫不全ウイルス陽性女性と出生した児の 

長期予後に関するコホート研究 

The Japan Women and Children HIV Cohort Study 

(JWCICS)」 

参加についてのお願い 2.1 版(平成 29年 6月 30 日作成) 

 

１． はじめに 

この説明文はあなたおよびお子さん(いらっしゃる場合)臨床研究への参加をお願いする

ためのものです。担当医師の説明を補い、あなたのご理解を助けるために用意されたもので

す。この説明文をよくお読みいただくとともに、担当医師の説明をよく聞かれ、この臨床研

究に参加されるか否かをお決めください。同意される場合には、この文書の最後のページに

ある同意書に署名し日付を記入して担当医師にお渡しください。参加されなくてもあなたや

あなたのお子さんが不利益を被ることはありません。 

尚、この研究は国立国際医療研究センターの倫理委員会で、その科学性・倫理性が審議さ

れ、承認されたものであり、同センター理事長の許可を得ています。 

 

２． 研究の背景と目的  

     日本で 2015 年 12 月 31 日までに HIV 感染症と報告された方の累計は、25,995 人でした。

そのうち女性は、約 13％程度(3,380 人程度)と少数です。また 2013 年末までの HIV に感染し

ている女性(以後、陽性女性とします)の妊娠数は、857 例にのぼることがわかり、陽性女性も

多くの方が妊娠・出産を経験されています。女性は男性と異なり、妊娠・出産などのライフ

イベントがあり、身体的違いがあるにも関わらず、わが国では陽性女性の予後についてもほ

とんど明らかにされておらず、少数であることなどから HIV に関連する女性特有の問題を身

近で相談することも難しい状況にあります。 

また、陽性女性が出産する際に、ウイルスがお子さんに感染する確率は何も予防策を講じ

なかった場合、約 30％といわれています。1994 年以降、＜お母さんへの妊娠中、分娩時の抗

ウイルス薬投与、予定帝王切開、お子さんへの生後 6週間の抗ウイルス薬投与、人工乳栄養＞
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の全てを HIV 母子感染予防策として行うことによって、わが国の感染は 0.5％と世界的にみて

も極めて低いレベルとなっています。HIV に感染したお子さんについては長期にわたる抗ウイ

ルス薬の内服により生命予後は劇的に改善されましたが、HIV そのものや長期治療による成

長・発達における影響は未知な部分も多く残されています。また、HIV に感染しなかったお子

さんについても、米国の研究において６歳までのフォローアップでは、免疫学的、神経学的、

成長、悪性腫瘍の有無に関して特に有意差は認められなかったと報告されていますが、神経や

心臓、発達に影響があるとの報告もみられ、未だに一定のコンセンサスは得られていません。

世界でも我が国でも 6週間の抗ウイルス薬の予防内服終了後、発育・発達に関してどのように

診療していくのが、お子さんにとってよいのかまだ決まっていません。 

以前より、我が国では、厚生労働科学研究費補助金エイズ対策政策研究事業「HIV 感染妊娠

に関する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立」班（研究代表者 

奈良県立病院機構奈良県総合医療センター 喜多恒和）が妊娠された女性や、お子さんについ

て単年の調査を施行していました。しかし、追跡する方法がないため、この調査方法では、長

い期間のあなたやお子さんの健康状態の把握は難しい状況です。より正確にあなたやあなたの

お子さんの健康状態を把握するには、長期間、定期的に追跡調査を続けるコホート調査が必要

と考え、この研究を開始することにしました。この研究を行うことで、陽性女性とそのお子さ

んの健康状態が明らかとなるだけでなく、よりよい HIV 母子感染予防策とその後にあなたやお

子さんをどのように診療していったらよいか検討出来るようになります。 

   まずは、当院で診療をうけている陽性女性のみを対象とさせていただいていますが、徐々に 

施設を拡大し、日本における HIV に感染した女性やお子さんが健康に過ごされているか、何か 

問題点があれば、解決策を検討し、あなたにも情報を提供していきたいと考えています。 

 

３． 研究の方法 

(１) 対象となる女性(あなた)：HIV 検査で陽性(感染と診断された)である 16歳以上の女性 

対象となるお子さん：対象となる女性からお生まれになったお子さん(16 歳未満) 

＊国籍は問いません。女性の妊娠・出産がない方でも対象となります。調査中に妊娠・出産さ

れた場合は、その情報も登録し、お子さんがお生まれになったら、そのお子さんも対象として

登録します。 

＊女のお子さんが HIV に感染している場合、16 歳以上になったら、再度、対象となる女性と

して登録するか、あなたとお子さんと相談して決めます。 
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(２) 研究の実際：この研究は大きく二つの方法の調査によって構成されています。一つ目は、主治

医により診療録（カルテ）から女性（あなた）の情報（出生年月日、診療録 ID、連絡先（メ

ールアドレス）、HIV 感染の今までの状況、その他の病気についてなど）、あなた（女性）の妊

娠・出産に関する情報、お子さんの情報（生年月日、診療録 ID（カルテがある場合）、抗 HIV

療法の薬剤と期間、成長・発達、その他の病気など）を調べ厳重に管理された web 上に登録す

る調査です。二つ目は、あなたにも半年に一度、現在のあなたとお子さんの健康状態をメール

で問い合わせし、web 上に登録していただく調査です。何等かの理由で、web 登録が難しい場

合は、主治医からの情報のみを登録することも出来ます。 

 

(３) 情報を集中管理する施設：国立国際医療研究センター小児科 

 〒162-8655 東京都新宿区戸山 1-21-1    Tel: 03-3202-7181 Fax: 03-3207-1038 

 管理責任医師：国立国際医療研究センター小児科 医師 田中瑞恵 

 

４． あなたとお子さんの研究参加期間 

（１）観察期間：倫理委員会承認後～2024 年 3月  

＊お子さんは 2024 年 3月までもしくは、16 歳になる前日までのいずれか早い期間 

（２）研究期間：倫理審査承認日～2025 年 3 月 

 

５． 研究に参加することにより予想される利益と起こるかもしれない不利益 

（１） 予想される利益 

本研究に参加することにより、あなたやお子さんの現在まで判明していなかった健康や成

長・発達に関する問題点が明らかとなる可能性があり、早期発見が可能となり、対処が行

えると考えます。また、長期の情報が集約されることで、あなたやお子さんの生活上の問

題点を解決する糸口となる可能性があります。 

（２） 起こるかもしれない不利益 

本研究は通常行われている診療の情報を収集して解析するものであなたやお子さんに身体

的な影響を与える可能性は極めて低いと考えています。しかし、Web 登録を行うため、極

めて低い確率ではありますが、情報が漏洩する可能性があります。そのため、情報の取り

扱いには当院の個人情報保護指針に従い、限定された医療者や管理者およびあなた以外が

閲覧出来ないようにパスワード等を使用する、パスワードなく閲覧出来るサイト画面では

病気との関連がわからないようにするなど厳重に管理します。 
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６． 調査への参加は、あなたの自由意思によるものです 

 この研究への参加は、あなたの自由意思によるものであり、研究参加に同意された後であ

っても、いつでも同意を取り消すことができます。この同意説明文書をよくご理解された上

で、あなたが研究協力に同意していただける場合には、別紙「同意書」に署名をお願いいた

します。もちろん、研究に参加されない場合や同意を取り消された場合でも、あなたやお子

さんが治療上、不利益を受けることはありません。また、同意された内容はいつでも変更出

来ます。しかし、同意の取り消しおよび変更される以前に発表した結果については取り消し

出来ません。 

 

７． 研究に関する情報 

研究に関する情報は、随時公開します。また、研究結果の一部についても個人情報が特定されな

い範囲で、パスワード等で閲覧が限定された web サイトもしくは文書であなたに公開する予定です。

Web 環境をお持ちでない場合は、下記にある担当医にご不明な点はいつでもお問合せ下さい。また、

この研究結果を用いて新たな研究を開始する場合には、当院の倫理審査を経て、再度、情報を公開

し、必要に応じて同意を再度取得させていただきます。 

 

８． 以下の事項に該当する場合は研究を中止させていただく場合があります。 

（１） お子さんやご家族から調査参加の辞退の申し出や同意の撤回があった場合 

（２） 登録後に適格性を満足しないことが判明した場合 

（３） 合併症の増悪により調査の継続が困難な場合 

（４） 調査全体が中止された場合 

（５） その他の理由により、医師が研究を中止することが適当と判断した場合 

（６） あなたが転院した場合 

（７） あなたと、連絡が 1年以上とれなかった場合 

＊ただし、あなたが転院した場合でも、お子さんの受診が続いているときは中止としません。 

 

９． 研究結果が公表される場合でも、あなたおよびお子さんが特定されることはありません。 

 あなたやお子さんに関わる情報は、全て対応識別コードによって個人が特定されないよ

うになりますし、研究結果の公表の段階も個人情報が公表されることはありません。 
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１０． 試料等の保存、利用、廃棄の方法について 

         研究等の実施に係わる必須文書（申請書類の控え、病院長からの通知文書、各種申請書・

報告書の控、症例報告書等の控、CDR データなどその他データの信頼性を保証するのに必

要な書類または記録など）を厚生労働省科学研究費補助金取扱細則に従い保存し、保存期

間終了後にシュレッダー処理にて廃棄します。データベースについてはその情報は新たな

症例との比較の際に用いる等の貴重な資料となるため、半永久的に保管します。ただし、

生データやあなたやお子さんが同定されるような情報は含まない事とし、匿名化によって、

被験者の個人情報保護に十分配慮します。 

 

１１． あなたやお子さんの費用負担について 

     本研究においてあなたやお子さんの診療に関する費用は、一般診療での扱いと同様です。

健康被害が生じた場合の補償も一般診療での対処に準ずることなど、一般診療と同様です。

また、研究説明やお子さん、ご家族からの問い合わせに対応する際の通訳および説明文書作

成等の翻訳など、診療行為に含まれない研究活動での費用は、「厚生労働省科学研究費」（田

中班）の研究費から支給致します。 

 

１２． 担当医師の連絡先（相談窓口） 

この研究について知りたいことや、ご心配なことがありましたら、遠慮なくご相談下さい。 

病院名： 

担当医師 ：         科  名前          

連絡先 ：  

 

１３．この研究の代表者 

国立国際医療研究センター小児科  医師 田中瑞恵 

 〒162-8655 東京都新宿区戸山 1-21-1    Tel: 03-3202-7181 Fax: 03-3207-1038 
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平成 29 年 6 月 30 日作成 ver2.1 

国立国際医療研究センター理事長殿 

 

同意書 
 

私は「ヒト免疫不全ウイルス陽性女性と出生した児の長期予後に関するコホート研究 
The Japan Women and Children HIV Cohort Study(JWCICS)」について十分説明を受けまし
た。 

＜説明事項＞ 

□はじめに：自主臨床研究について 

□研究の背景と目的 

□研究の方法 

□研究参加期間 

□研究に参加することにより予想される利益と起こるかもしれない不利益 

□研究への参加は、あなたの自由意思によるものです 

□研究に関する情報は、随時ご連絡します 

□研究を中止させていただく場合があります 

□研究結果が公表される場合でも、あなたやお子さんが特定されることはありません 

□試料等の保存、利用、廃棄の方法について 

□あなたの費用負担について 

□担当医師の連絡先 

＜同意内容＞ 

□医療者が、あなたの過去の診療状況および現在の状態の調査に回答すること 

□医療者が、あなたのお子さんの過去の診療状況および現在の状態の調査に回答すること 

□あなたが、あなたの現在の状態の調査に回答すること 

□あなたが、あなたのお子さんの状態の調査に回答すること 

【被験者の署名欄】 
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私はこの研究に参加するにあたり、上記の事項について十分な説明を受け、同意説明文書を受け取

り、内容等を十分理解いたしましたので、本研究に参加することに同意します。 

同意日：平成  年  月  日  

氏名：                   （自署） 

同意日：平成  年  月  日  

氏名：                  （続柄：   ） （代諾者） 

 

 
【医師の署名欄】 

私は、上記患者さんに、この自主臨床研究について十分に説明いたしました。 

説明日：平成  年  月  日       
病院名： 

所属：                     氏名 ：                      （自署） 
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平成 29年 6 月 30 日作成 ver2.1 

国立国際医療センター理事長殿 

 

同意撤回書 
 

臨床研究課題名： 「ヒト免疫不全ウイルス陽性女性と出生した児の長期予後に関するコホ
ート研究 The Japan Women and Children HIV Cohort Study(JWCICS)」  
 
【研究参加者記入欄】 私は、上記研究に参加することに同意しておりましたが、この度、自らの

意思により同意を撤回 いたします。   

 
 

同意撤回日：平成  年  月  日 

      
氏名：                   （自署） 

 

同意撤回日：平成  年  月  日       
 

氏名：                   （代諾者）(続柄:      ) 

 
 

 

【研究者確認欄】 私は、上記研究参加者が、研究の参加を撤回したことを確認いたしました。    
  

確認日：平成  年  月  日  

 
所属：                   

 

氏名：                      （自署）   
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平成 29 年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染妊娠に関する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：ＨＩＶ感染妊娠に関する診療ガイドラインの策定 

 

研究分担者：谷口晴記  三重県立総合医療センター・副院長 

研究協力者：山田里佳  海南病院産婦人科・外来部長 

      白野倫徳  大阪市立総合医療センター感染症内科・医長 

      千田時弘  桑名市総合医療センター産婦人科・医長 

      定月みゆき 国立国際医療研究センター病院産婦人科・病棟医長 

      田中瑞恵  国立国際医療研究センター小児科・医員 

      大里和弘  済生会松坂総合病院産婦人科・医員 

      中西 豊  国立病院機構 名古屋医療センター産婦人科・医長 

      井上孝実  （医）葵鐘会 

      塚原優己  国立成育医療研究センター周産期母性診療センター産科・医長 

      鳥谷部邦明 三重大学付属病院産婦人科・助教 

 

研究要旨： 

わが国においては、以下に示す HIV-1（以後 HIV）母子感染予防対策を完全に施行すれば母子感

染をほぼ防止できると言っても過言ではない。実際、1997 年以降、すべての感染予防対策が確実

に行われた症例から母子感染が成立したという報告はない（しかし残念ながら、療機関へ適切なア

クセスができなかった分娩例において HIV 母子感染が散見される）。 

わが国の HIV 母子感染予防対策は、①妊娠早期の HIV スクリーニング検査による感染の診断，②

抗 HIV 療法，③陣痛発来前の選択的帝王切開術による分娩，④帝王切開時のジドブジン（AZT）点

滴投与，⑤出生児への AZT シロップの予防投与，⑥児への人工栄養，の 6 項目である。 

これらの対策をすべて施行することによって、ほぼ完全といってよいほどの HIV 母子感染防止の

成績を残しているのである。そして幸いなことに、わが国はまだ絶対数としては HIV 感染妊婦が

少なく、世界的にみればまれなことではあるが、これらの対策を社会的にも医療経済的にも、計画

的に比較的容易にかつ安全に遂行できる国である。妊娠初期の HIV 検査もほぼ 100%の妊婦に対

して実施されるようになっている。 

最近、cART が行われている先進国から、分娩時の HIV RNA 量を検出限界以下に抑えこむこと

ができた場合は産道感染のリスクが低いという報告がなされており、わが国においても選択的帝王

切開の必要性について議論のあるところである。 

本ガイドラインでは、先進国の HIV 母子感染予防対策ガイドラインを比較検討し、わが国の特

色を考慮した母子感染予防対策を呈示した。 
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A.研究目的 

先進国では cART の進歩による恩恵により、

HIV 感染女性の妊娠数が増加してきているが、

児への感染は減少し続けている。日本でも HIV

が判明した女性の挙児希望の相談や、複数回妊

娠の希望例も増加している。HIV 感染症が慢性

感染症の一部であり、不幸にして HIV 感染を

きたした女性（および男性にも）は普通に妊娠

可能であり、児を授かることができる環境があ

ることは重要であると思える。我が国の実情に

あわせて、我が国独自の HIV 母子感染対策ガ

イドラインの策定を目的とした。 

 

B.研究方法 

先進各国の HIV 母子感染予防対策ガイドラ

インを精査し日本の現状と比較した。 

（倫理面への配慮） 

ヘルシンキ宣言に基づいた倫理原則を順守す

る。この分担班では個人情報を扱わないが研究

班全体の一環として研究班代表者と分担班代

表の所属施設での倫理委員会での承認を得た。 

C.研究結果 

下記の項目を選定した。 

１章 HIV 感染妊娠の現状 

１）世界の現状 

２）先進国の現状  

３）日本の現状 

４）HIV 母子感染の経路 

５）母子感染予防対策の歴史 

６）日本における母子感染予防対策の歴史 

 

２章 妊娠検査スクリーニング 

１）HIV スクリーニング検査と感染症スクリー

ニング検査 

２）妊娠中の検査とモニタリング 

 

３章 妊娠中の抗 HIV 療法 

１）薬剤耐性検査 

２）抗 HIV 薬の選択 

３）開始時期 

４）cART 内服中の妊娠 

５）妊娠後期に HIV 感染が判明した場合の

cART 

 

４章 特殊な状況 

１）HBV 感染合併 

２）HCV 感染合併 

３）結核感染合併 

 

５章 周産期管理 

１）妊娠糖尿病（GDM）の対応 

２）分娩方法（分娩様式・時期） 

３）切迫早産，早産・前期破水の対応 

４）分娩中の AZT 投与 

 

６章 児への対応 

１）児への抗 HIV 薬予防投与 

 

７章 未受診妊婦への対応 

 

８章 産褥の対応 

１）母乳 

２）産後の cART 

 

９章 HIV 感染女性の妊娠について 

 

D.考察 

わが国では、HIV 母子感染予防対策の対象と

なる妊婦は、年間多くても 30 例前後と少ない

特徴がある。そのため、HIV 母子感染対策を経

験したことがある医療施設数は多くない。日本

産婦人科学会は 2008 年から、妊娠初期検査の

中に HIV 母子感染予防対策は推奨度 A として

組み込むことを推奨している。そのため全国の

どの産婦人科施設であっても妊娠初期 HIV ス

クリーニング検査が陽性である患者が発生す

ることが考えられる。本ガイドラインを用いる

ことによって、躊躇なく母子感染予防対策が完

遂できることが予想される。 

 



145 

 

E.結論 

ガイドライン掲載項目は、わが国の HIV 母子

感染予防対策マニュアルと英国ガイドライン

の項目を考慮して決定した。 

分娩方法においては、わが国の医療体制の現状

（アンケート結果）を考慮し、選択的帝切を基

本的に推奨した。 

ただし妊娠 36 週時の血中ウイルス量が検出感

度未満である場合は経腟分娩も可能とした 

本ガイドラインでは分娩方法のみ先進諸国と

の乖離がみられる。ガイドラインの公開により

HIV 感染妊娠の経腟分娩に関して議論が進む

ことを期待したい。 

 

G.研究業績 

１）谷口晴記，山田里佳， 喜多恒和，塚原優己「産

婦人科感染症の診断・管理～その秘訣とピットフ

ォール」（３）母子感染症 HIV：臨床婦産科，72，

88－92，2018 

２）谷口晴記，白野倫徳，山田里佳* ，塚原優

己、合併妊娠の薬物療法 ⑫HIV 母子感染予防

のための薬物療法、周産期医学、101－104、

2018 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得    なし 

2.実用新案登録  なし 

3.その他     なし 
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平成 29 年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染妊娠に関する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：ＨＩＶ感染妊婦の分娩様式を中心とした診療体制の整備 

 

研究分担者：蓮尾泰之  国立病院機構九州医療センター産婦人科 部長 

研究協力者：山嵜剛   国立病院機構九州医療センター産婦人科 医師 

      彌永寛子  国立病院機構九州医療センター産婦人科 助産師 

      宗邦夫   久留米大学医学部産婦人科 医師 

      林公一   国立病院機構関門医療センター産婦人科 部長 

      明城光三  国立病院機構仙台医療センター産婦人科 医師 

      五味淵秀人 河北病院産婦人科 医長 

      中山香映  昭和大学 助産学専攻科 講師 

研究要旨： 

わが国の妊婦におけるHIVスクリーニング検査率は平成 11年度の全国の病院調査では 73.2%で

あったのが、平成 27年度調査では病院調査で 99.9%、診療所調査で 99.6%と上昇していた。また、

その間の調査研究等で母子感染を 1%未満に抑えることが出来ることがわかってきた。それは１妊

娠初期のHIV検査、２母児に対する抗ウイルス療法（妊娠中の抗ウイルス療法、分娩時 AZT投与、

児への AZT投与）、３帝王切開分娩による分娩、４断乳（人口栄養）の 4項目である。また、受け

入れ体制においても 2 回のアンケート調査の結果から経腟分娩の行うことの可能性もみえてきた。

そのような中、世界的には CDCのガイドラインから条件付きで帝王切開の推奨が削除されるなど

の新しい動きが出てきている。また、産婦人科専攻医数はここ 4年連続で減少しており、大学から

の産婦人科医の派遣が打ち切られる施設も散見される。このような中でわが国において「あるべき

HIV感染妊婦の受け入れ体制」を整備することは重要であると考える。 

 

 

A.研究目的 

わが国におけるあるべき HIV 感染妊婦の受

け入れ体制を整備することを目的とする。 

 

B.研究方法 

１．二次アンケートを行った 76 施設に、今回

作成するガイドラインに掲載予定の経腟分娩

条件案とその解説（資料１）について三次アン

ケートを行い、経腟 

分娩案の妥当性を検証する。それと同時に可能

であれば経腟分娩実施モデル施設候補の検討

を行う。 

（倫理面への配慮） 

調査研究においては、文部科学省・厚生労働省

「疫学研究の倫理指針」を遵守しプライバシー

の保護に努める。 

 

C.研究結果 

１：HIV 感染妊婦の受け入れを担う HIV 拠点

病院および周産期母子医療センター564施設に

たいして行ったアンケートで経腟分娩可と回

答のあった 76 施設を対象として資料１に示す

内容のアンケート調査を行った。その結果 55

施設から回答を得た。回答率は 72.4%であり、

解析対象施設は 55施設であった。 

施設条件①原則としてエイズ拠点病院あるい
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は周産期母子医療センター（総合あるいは地

域）であることや②産科、小児科、ＨＩＶ担当

科、手術部、薬剤部、検査科などの協力体制が

出来ているなどはいずれも妥当との回答が

90％を越えていた。症例条件についても全ての

項目で 75％以上で妥当との回答が得られ、全体

評価としても78.2%の施設から妥当との回答が

得られガイドライン掲載予定の条件案は受け

入れられるものと思われた。ただし分娩方法と

しての誘発分娩では妥当と回答したのは61.8%

と低くかった。一方、このガイドラインのもと

で自施設で経腟分娩可能と回答した施設は 25

施設で北海道以外のブロックには一施設はあ

り、症例の多い関東、東海、近畿では複数の施

設から可能との回答があった（資料２）。 

 

D.考察 

ガイドラインの妥当性に関してはほとんどの

項目で妥当と回答した施設が多く、施設基準で

は 90％を越えていた。症例基準でも少ない項目

でも 75％を越えていた。ただ分娩方法としての

誘発分娩では妥当と回答したのは61.8%と低く、

検討の余地が残った。自施設で可能と回答した

施設が北海道以外では存在し、特に症例の多い

ブロックでは複数の施設から可能と回答頂き、

経膣分娩実施モデル施設候補の選定の可能性

が伺われた。 

 

E.結論 

今回のアンケートの結果からガイドラインの

経腟分娩の項目についてはおおむね受け入れ

られるとの印象であった。ただ誘発分娩につい

ては妥当との回答が一番少なく61.8%にとどま

り検討の余地が残った。このことは評価会議で

報告し、谷口班でも検討することとなった。経

腟分娩実施モデル施設候補についてはこのガ

イドラインのもとで自施設で経腟分娩可能と

回答頂いた施設の中からの選定可能との印象

を受けた。 

 

G.研究業績 

学会発表 

林 公一、蓮尾泰之、明城光三、五味淵秀人、

宗 邦夫、中山香映、喜多恒和：本邦における

HIV 感染妊婦の経腟的分娩受け入れ可能施設

の現状について．第 31 回日本エイズ学会学術

集会．東京．2017.11 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

特記事項なし 

2.実用新案登録 

特記事項なし 

3.その他 

特記事項なし 
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資料1 

経膣分娩を行うために最低限満たすべき検討項目についてご回答ください。 

 
施設について 
我が国では完全な未受診、飛び込み分娩以外はほとんどの症例がエイズ拠点病院で分娩が取り扱われています。た

だし、エイズ病院であっても産科がない拠点施設も多数あります。また、ヨーロッパでは一定条件下に経腟分娩を

推奨して以降、予定帝王切開は減少したものの緊急帝王切開が増加したと報告されています１）。これらを考慮して

ガイドラインでは下記の2項目を案として検討しています。 

① 原則としてエイズ拠点病院あるいは周産期母子医療センター（総合あるいは地域）であること。 

a 妥当  b 妥当でない（理由         ） c 分からない 
ご意見 （                           ） 

 
② 産科、小児科、HIV担当科、手術部および助産師、看護師、薬剤科、検査科などの協力体制が出来ており分娩
前後の母体、児の管理が十分に行える施設である 
a 妥当  b 妥当でない（理由              ） c 分からない 

ご意見 （                           ） 

症例について 
米国、カナダのガイドラインでは妊娠36週時点でウィルス量、1000コピー以下で経腟分娩を推奨しています。し
かし、英国では妊娠36週時点で50コピー未満とそれ以上では感染リスクに差がある２）ことより、50コピー未満

で経腟分娩を推奨しています。それらに日本の事情を併せて下記のような案を検討中です。 

① 妊娠36週までに（治療開始時期は問わない）HIV-RNA量が十分低く抑えられている症例（HIV-RNA量が検
出限界未満である。本邦での検出限界はおおよそ20コピー。） 
a 妥当   

b ある程度の期間、検出限界未満が続くことが必要 （具体的な必要期間は    週間 ） 
c 分からない 
ご意見 （                           ） 

 
② 内科受診、産科受診がきちんと出来て協力的な症例 

a 妥当  b 妥当でない（理由                ） c 分からない 

ご意見（                             ）  

 
③ 本人とパートナー両方に強い経膣分娩の希望がある場合 

a 妥当  b 妥当でない（理由              ） c 分からない 
ご意見 （                           ） 

 
④ 分娩方法は基本的に誘発分娩（夜間の破水入院の場合は翌朝から誘発）とする 
（児へは生後6-12時間までAZTの投与を始める必要があり３）、ある程度分娩日が予想出来た方が対処しやすい） 

a 妥当  b 妥当でない（理由            ） c 分からない 

ご意見（                            ） 
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⑤ 緊急帝王切開のリスクなども理解し、誘発のタイミング、破水時の対応、帝王切開のタイミング等については

施設の方針に従うこと。 
a 妥当  b 妥当でない（理由            ） c 分からない 
ご意見（                            ） 

 
⑥ 上記をふまえて、パートナーと2人で説明を受け同意書が取得された症例。 

a 妥当  b 同意書までは必要でない（理由            ）  

ｃ 分からない 
ご意見（                            ） 

 
⑦ 全体として 

a 妥当 b 妥当でない（変更が必要と思われる項目           ） 
  c 分からない 

ご意見 （                            

 
⑧ この条件案を満たせば経膣分娩は可能と思われますか。 

a自施設で可能  b 理論的に可能だが自施設で不可  c 理論的にも不可 
d 分からない 
ご意見（                               ) 

 
⑨ 今回のアンケート結果の解析結果次第でありますが、経膣分娩のマニュアル作成やモデル施設の設定などの作

業が必要となる可能性があります。その際にはその作業にご参加頂けるでしょうか 

a積極的に参加する    b 参加してもいい    c 参加はしない 
ご意見 （                         ） 

以上、です。ご協力ありがとうございました。 
回答施設（               ）  回答者（            ） 

 
 
参考文献 

1) Annemiek et al. British HIV association guideline for management of HIV infected women2012 (2014 

interm review): HIV Medicine (2014), 15(Suppl. 4),1-77 
2) Townsend C et al. Earlier initiation of ART and further decline in mother-to-child HIV transmission rates, 

2000-2011. AIDS 2014; 28: 1049-1057 

3) Recommendations for Use of Antiretroviral Drugs in Pregnant HIV-1-Infected Women for Maternal 
Health and Interventions to Reduce Perinatal HIV Transmission in the United States (Last updated 
October 26. 2016; last reviewed October 26, 2016) 
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資料 2 
 
調査表回答状況 
 北海道 東北 関東・

甲信越 
北陸 東海 近畿 

 
中国・
四国 

九州・
沖縄 

全国 

調査対象数 3 5 23 1 9 15 10 10 76 

有効回答数 2 3 16 1 8 11 8 6 55 

回答率（％） 66.6 60.0 69.5 100 88.8 73.3 80.0 60.0 72.3 

 

施設について 
①原則としてエイズ拠点病院あるいは周産期母子医療センター（総合あるいは地域）であること 
 北海道 東北 関東・ 

甲信越 
北陸 東海 近畿 

 
中国・ 
四国 

九州・ 
沖縄 

全国 

調査対象数 2 3 16 1 8 11 8 6 55 

a 妥当 1 2 13 1 7 10 8 6 48 

b 妥当でない 1 1 2 0 1 0 0 0 5 

c 分からない 0 0 1 0 0 1 0 0 2 

＜bの理由＞ 
・”あるいは”ではなく”かつ”を条件とすべき 
・周産期センターでも HIV専門医がいないところは多い 
・周産期センターだからと言って対応できない 
・手術部はオンコール 内科の協力も必要 
・拠点病院に限定すべき 児への薬剤入手が困難 
＜ご意見＞ 
・フォローアップも考えると妥当 
・実現可能 
 
②産科、小児科、HIV担当科、手術部および助産師、看護師、薬剤科、検査科などの協力体制が出来て
おり分娩前後の母体、児の管理が十分に行える施設であること 
 北海道 東北 関東・ 

甲信越 
北陸 東海 近畿 

 
中国・ 
四国 

九州・ 
沖縄 

全国 

調査対象数 2 3 16 1 8 11 8 6 55 

a 妥当 2 3 16 1 8 10 8 5 53 

b 妥当でない 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

c 分からない 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

＜bの理由＞ 
・薬剤の精製が 24時間体制 
＜ご意見＞ 
・それなりのモチベーション、〇〇のある状態でないと難しいと思います（○○は判読不可能） 
・実現可能施設は少ないことが予測される。経腟から緊急帝王切開移行のためのスタッフ確保が困難で
あろう。都道府県内に最低 2ヶ所の病院を確保できるかどうか？ 
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症例について 
①妊娠 36週までに（治療開始時期は問わない）HIV-RNA量が十分低く抑えられている症例（HIV-RNA
量が検出限界未満である。本邦での検出限界はおおよそ 20コピー）であること 
 北海道 東北 関東・ 

甲信越 
北陸 東海 近畿 

 
中国・ 
四国 

九州・ 
沖縄 

全国 

調査対象数 2 3 16 1 8 11 8 6 55 

a 妥当 1 3 12 0 7 8 7 5 43 
b ある程度の期間、 
検度未満が必要 

0 0 2 1 1 0 0 0 4 

c 分からない 1 0 2 0 0 3 1 1 8 

＜bの期間＞ 
・妊娠前 
＜ご意見＞ 
・20コピー、50コピー、1000コピー、それぞれのカットオフ値での経腟分娩可能症例の割合のデータ
があれば参考にしたいです。 
・期間は分からない 
・諸外国と比較して厳格すぎるようにも思います 
・妥当でない。エビデンスに基づいた基準が望ましい。 
 
②内科受診、産科受診が定期的に出来て協力的な症例であること 
 北海道 東北 関東・ 

甲信越 
北陸 東海 近畿 

 
中国・ 
四国 

九州・ 
沖縄 

全国 

調査対象数 2 3 16 1 8 11 8 6 55 

a 妥当 2 3 16 1 8 11 7 6 54 

b 妥当でない 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

c 分からない 0 0 0 0 0 0 1 0 1 

＜ご意見＞ 
・意味不明 
 
③本人とパートナー両方に強い経腟分娩の希望がある場合 
 北海道 東北 関東・ 

甲信越 
北陸 東海 近畿 

 
中国・ 
四国 

九州・ 
沖縄 

全国 

調査対象数 2 3 16 1 8 11 8 6 55 

a 妥当 2 3 12 1 7 11 6 4 46 

b 妥当でない 0 0 1 0 1 0 2 0 4 

c 分からない 0 0 3 0 0 0 0 2 5 

＜bの理由＞ 
・病院対応能力による。希望で判断できる〇〇とは言えない。（○○は判読不明） 
・分娩方法を患者の希望のみで決定するのは問題 
・条件を満たせば産科的適用がない帝切はすべきでないと考える 
・帝王切開のリスクを十分説明すべき 
＜ご意見＞ 
・”強い”は必要か 
・他の要件を満たせば分娩様式は産科的な適応に従って構わないと思います 
・本人達に強い希望があっても受入施設がないと不可能です 
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④分娩方法は基本的に誘発分娩（夜間の破水入院の場合は翌朝から誘発）とする（児へは生後 6～12時
間まで AZTの投与を始める必要があり３）、ある程度分娩日が予想出来た方が対処しやすい等の理由で） 

 北海道 東北 関東・ 
甲信越 

北陸 東海 近畿 
 

中国・ 
四国 

九州・ 
沖縄 

全国 

調査対象数 2 3 16 1 8 11 8 6 55 

a 妥当 1 2 7 0 5 9 6 4 34 

b 妥当でない 1 1 3 1 1 1 1 0 9 

c 分からない 0 0 6 0 2 1 1 2 12 
＜bの理由＞ 
・誘発の適応とは言えない。小児科対応可能な施設で行うべき。 
・誘発分娩にしても出生時間まではコントロールできないから。誘発したとしても娩出時間の調整はむ
ずかしい。 
・誘発分娩のしやすさ、AZT投与のしやすさは施設それぞれの事情が異なると考えます。 
・NICUがあれば児の対応も可能。出生前より小児科医の関わり可能であれば誘発ではなくても良いか
も。 
・ウイルス量が感度以下なら自然陣発を待つことが可能である。 
・施設の対応状況で決定すれば良い 
・人工難産の可能性 
・分娩誘発のリスクを十分説明し了解を得ることが必要 
＜ご意見＞ 
・実診療でも昼間誘発→終了後、夜間分娩となるケースがかなり多いと感じています。 
・TTNなどの合併症よりHIV感染リスクの方がより重要 
・夜間休日でも AZTが始められるようにすべき。誘発で狙い通り産ませられるとは限らない。 
・自然陣発を待つことを否定する根拠が乏しいように思えます。現時点では計画分娩のみだが、いずれ
は妊婦の多くが望む自然陣発にも対応できるようにすることが目的でしょうか？ 
・誘発分娩が適切であるとする文献はあるのでしょうか？また誘発には手間がかかります。誘発のタイ
ミングの設定も難しいです。 
・時間外に対応可能か否かは施設によって事情が異なると思います 
 
⑤本人とパートナーが緊急帝王切開のリスクなども理解し、誘発のタイミング、破水時の対応、帝王切
開のタイミング等については施設の方針に従うこと 
 北海道 東北 関東・ 

甲信越 
北陸 東海 近畿 

 
中国・ 
四国 

九州・ 
沖縄 

全国 

調査対象数 2 3 16 1 8 11 8 6 55 

a 妥当 2 3 14 1 8 9 7 6 50 

b 妥当でない 0 0 1 0 0 1 1 0 3 

c 分からない 0 0 1 0 0 1 0 0 2 
＜bの理由＞ 
・ウイルス量が感度以下なら自然陣発を待つことが可能である。 
・24時間いつでも対応できることが理想と考えます 
＜ご意見＞ 
・そこまで細かく対応する程暇ではない 
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⑥上記をふまえて、パートナーと 2人で説明を受け同意書が取得された症例であること 
 北海道 東北 関東・ 

甲信越 
北陸 東海 近畿 

 
中国・ 
四国 

九州・ 
沖縄 

全国 

調査対象数 2 3 16 1 8 11 8 6 55 

a 妥当 2 2 16 1 7 11 8 6 53 
b 同意書までは
必要ない 

0 1 0 0 0 0 0 0 1 

c 分からない 0 0 0 0 1 0 0 0 1 
＜bの理由＞ 
・日本では同意書の法的義務が少ない。カルテに明確な記載があれば良い。 
＜ご意見＞ 
・同意書は各施設標準化したものがあるとありがたい 
 
⑦全体として 
 北海道 東北 関東・ 

甲信越 
北陸 東海 近畿 

 
中国・ 
四国 

九州・ 
沖縄 

全国 

調査対象数 2 3 16 1 8 11 8 6 55 

a 妥当 2 3 11 0 5 10 7 5 43 

b 妥当でない 0 0 2 0 1 1 1 1 6 

c 分からない 0 0 2 1 1 0 0 0 4 

未回答   1  1    2 
＜bの項目＞ 
・ウイルスコピー量検出未満になってからの期間 
・④誘発が必要ではない 
・経腟分娩か帝王切開かの選択、経腟分娩の方法 
＜ご意見＞ 
・一番の問題は、弛緩出血等の大量出血時や深部裂傷縫合時の医療従事者の感染のリスクだと思います 
・エビデンスとして有効であれば妥当と思う 
・依頼文に多くの施設から経腟分娩が可能と回答があったというが、たった 40施設ではないか？ 
 
⑧この条件案を満たせば経腟分娩は可能と思われますか。 
 北海道 東北 関東・ 

甲信越 
北陸 東海 近畿 

 
中国・ 
四国 

九州・ 
沖縄 

全国 

調査対象数 2 3 16 1 8 11 8 6 55 

a 自施設で可能  0 1 5 1 4 5 7 2 25 
b 理論的に可能  
  自施設で不可 

2 2 8 0 3 6 0 2 23 

c 理論的にも不可 0 0 0 0 0 0 1 0 1 

d 分からない 0 0 3 0 0 0 0 2 5 

未回答     1    1 
＜ご意見＞ 
・可能かどうかは他科との検討が必要であり、現時点では不可とします 
・症例数の多い病院での一貫した管理の方が、母子・医療者ともにメリットが大きい（AZTの用意など） 
・理論的には可能ですが、他科や看護部等の理解が得られるか分かりませんので現時点で可能とは言え
ません 
・現段階では手術部が緊急帝王切開、特にグレード Aに対応可能か不明 
・HIV担当科がない 
・HIV担当専門科がない 
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・HIV感染妊婦の経腟分娩に対応できる（自覚のある）スタッフの確保が困難である。国内における教
育と医療スタッフの認識の改革が必要である。 
・緊急での対応には当院では限界がある 
・症例経験ありません 
 
⑨今回のアンケート結果の解析結果次第でありますが、経腟分娩のマニュアル作成やモデル施設の設定
などの作業が必要となる可能性があります。その際にはその作業にご参加頂けますでしょうか。 
 北海道 東北 関東・ 

甲信越 
北陸 東海 近畿 

 
中国・ 
四国 

九州・ 
沖縄 

全国 

調査対象数 2 3 16 1 8 11 8 6 55 

a 積極的に参加する 0 0 1 0 1 0 2 1 5 

b 参加してもいい 1 2 5 0 3 8 4 2 25 

c 参加はしない 1 1 10 1 3 3 2 3 24 

未回答     1 0   1 
＜ご意見＞ 
・HIV妊婦は大学へ紹介しており、分娩経験がないためどれくらいお役に立てるか分かりません。 
・症例がないので 
・経腟分娩可能と返答したつもりがありません 
・県内では防衛医大が担当してくれています 
・HIV症例は大学病院で分娩しますので 
・HIVの分娩経験がないため、マニュアル作成は症例のある先生方にお願いしたい。 
・興味ある医師が在籍の〇〇（○○は判読不可能） 
・症例数が極端に少なくご協力できる範囲はかなり限定されますので 
・マニュアル作成への参加は可 
 
その他 
⑧で a（自施設で可能）かつ、⑨で a（積極的に参加）または b（参加しても良い）とした施設 
・東邦大学医療センター大森病院 
・横浜市立大学附属病院 
・埼玉医科大学病院（県内での HIV担当施設ではない） 
・諏訪赤十字病院 
・焼津市立総合病院 
・総合病院聖隷浜松病院 
・岐阜大学医学部附属病院 
・三重県立総合医療センター 
・大阪府立急性期・総合医療センター 
・大阪医科大学附属病院 
・関西医科大学附属枚方病院 
・奈良県立医科大学附属病院 
・尼崎総合医療センター 
・川崎医科大学附属病院 
・尾道総合病院 
・国立病院機構 岩国医療センター 
・四国こどもとおとなの医療センター 
・愛媛大学医学部附属病院 
・九州医療センター 
・熊本大学医学部附属病院 
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平成 29 年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染妊娠に関する全国疫学調査と診療ガイドラインの策定ならびに診療体制の確立」班 

研究分担報告書 

 

研究分担課題名：HIV感染妊娠に関する国民への啓発と教育 
 

研究分担者：塚原 優己  国立成育医療研究センター周産期・母性診療センター 産科・医長 

研究協力者：谷口 晴記  三重県立総合医療センター産婦人科・副院長 

      大金 美和 国立国際医療研究センターエイズ治療・研究開発センターケア支援室・

看護師 

      井上 孝実  葵鐘会ローズベルクリニック・副理事長 

      山田 里佳  愛知厚生連海南病院産婦人科・医師 

      源河いくみ  東京ミッドタウンクリニック内科・医師 

      千田 時弘  兵庫県立がんセンター産婦人科・医師 

      渡邉 英恵  名古屋医療センター看護部・副看護師長 

      源 名保美  国立国際医療研究センター産婦人科病棟・看護師長 

      羽柴知恵子  名古屋医療センター外来・副看護師長 

      廣瀬 紀子  長野県看護大学・助教 

      笠原 弥恵  仙台医療センター母子医療センター・助産師 

      矢永由里子  慶應義塾大学感染制御センター・講師 

      佐野 貴子  神奈川県衛生研究所微生物部・主任研究員 

      鈴木ひとみ  国立国際医療研究センターエイズ治療・研究開発センター・コーディネ

ーターナース 

      長與由紀子 九州医療センター感染症対策室・HIV 専任看護師 

            山下 結以   九州医療センター AIDS/HIV 総合治療センター 臨床心理士 

      中條 真澄  国立成育医療研究センター周産期・母性診療センター産科・研究補助員 

研究要旨： 

当研究分担班の研究目的ならびに方法は、 

 市民公開講座の企画や他の団体や機関によるセミナーとの連携を行い、研究成果を広く周知す

ることにより、国民のHIV感染妊娠に関する認識と知識の向上を図ること。 

である。 

今年度は、 

第 3 回 AIDS文化フォーラム in 佐賀：2017年 6月 17日（土）～18日（日）．会場；アバンセ 

第 24回 AIDS文化フォーラム in 横浜：2017年 8月 4日（金）～8月 6日（日）．会場；かなが

わ県民センター 

第 7回 AIDS文化フォーラム in 京都：2017年 9月 30日（土）～10月 1日（日）．会場；同志

社大学新町キャンパス尋真館 

に参加し、一般市民参加型の公開講座を開催し、市民の HIV 感染妊娠に関する認識と知識の向

上をめざした。 

また、特に若者への啓発が大切なことから、長野県看護大学学園祭において大学生を対象としたセミ
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ナー「恋する君たちへ ～楽しく過ごすために性感染症について知っておこう～」（2017年 9月 9日（土）．

会場；長野県看護大学）を開催した。 

 

 

A.研究目的 

国民に根強く残る HIV/AIDS への偏見を解

消し、HIV母子感染のみならず、HIV感染をは

じめとする性感染症全般に対する国民の理解

向上および予防啓発に寄与する。 

 

B.研究方法 

行政や HIV 関連諸団体との連携を密にし、

市民参加型の公開講座などで、当研究班の研究

成果を広く国民に周知することにより、国民の

HIV 感染妊娠及び性感染症全般に関する認識

と知識の向上を図る。 

当研究分担班から国民に発信する情報の主

眼は、①性感染症全般に関する現状及び予防策

の紹介、②性感染症のひとつである HIV 感染

症の現状と予防策の紹介、③HIV母子感染の現

状と予防策の紹介などである。 

具体的な活動としては、例年全国各地域（横

浜、京都、佐賀他）で行われている AIDS文化

フォーラムへの参加と、大学学園祭などにおけ

る学生を対象とした公開講座を検討した。 

 

第 3 回 AIDS文化フォーラム in 佐賀：2017

年 6 月 17 日（土）～18 日（日）．会場；アバ

ンセ 

第 24回 AIDS文化フォーラム in 横浜：2017

年 8 月 4 日（金）～8 月 6 日（日）．会場；か

ながわ県民センター 

第 7回 AIDS文化フォーラム in 京都：2017

年 9月 30日（土）～10月 1日（日）．会場；

同志社大学新町キャンパス尋真館 

また看護大学生を対象とした初めての試み

として、長野県看護大学の協力のもと、2017

年 9月 9日同大学学園祭において講演会を行っ

た。これから生殖年齢を迎える若者が、性感染

症について自分の問題と認識し、性感染症予防

のための知識の向上や自分とパートナーの健

康について考える機会になるよう、研究班のデ

ータを用いながら参加型の講義を行った。 

（倫理面への配慮） 

講演会の実施に際しては、HIV陽性参加者の心

情に十分配慮した。 

 

C.研究結果 

・第 3 回 AIDS文化フォーラム in 佐賀： 「女

性と性感染症～性感染症の現状と妊娠出産との

関係～」2017年 6月 18日（日）．会場；アバン

セ 参加者約 50名 

 今回、HIVを含む性感染症について、産婦人科

専門医からの講義を行った。また最近の発生動向

についてもお伝えし、近年増加傾向にある性感染

症をもっと身近な問題として感じていただきた

いと考えた。従来、性感染症報告の多くは男性だ

が、最近では女性が増加傾向にあり、問題となっ

ている。また、性感染症にかかると HIV の感染

リスクを高めることにもなることから、私たち研

究班は HIV に関する予防啓発はもちろん、性感

染症予防についても啓蒙していきたいと考えて

いる。女性に焦点を当てた講義はフォーラムの中

でも珍しく、多数の女性に参加していただき、参

加していた方からも「他人事ではないと感じた」

などの声を聴くことができた。また今回の講演で

は、日本における HIV 母子感染予防対策につい

ても紹介した。HIV陽性妊婦に早期から医療の介

入を行うことで、母子感染は防ぐことがでる。そ

ういった実情を知っていただき、HIV陽性者の妊

娠出産についても理解が深まることを期待して

いる。 

 

・第 24回 AIDS文化フォーラム in 横浜：「あ

なたはホントに知っている！？～HIV 感染妊

娠と性感染症のこと～」2017年 8月 5日（土）．
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会場；かながわ県民センター 参加者約 30 名

（満席） 

研究班の全国調査より HIV 感染妊娠の現状

報告とともに、性感染症についての情報提供、

治療や予防について説明を行った。  

写真や最新のデータを多用したため、参加者

も興味を持って頂いたようであった。 30 名定

員の会場は満員御礼となり、大変たくさんの方

にご参加頂いた。  

アンケートの結果、参加者の 7割は医療系の

学生や、保健医療福祉関係の仕事をされている

方であったが、感想の中には、「HIV について

知識がなかったので、自分に関係ないと思わな

いようにしたい」「わかりやすく、学びになっ

た」といった意見が多く、医療関係者にもHIV

や性感染症について、最新の情報は伝わりにく

いことを感じた。  

参加者のうち、その他 3 割は、教育関連、

NPO/NGO の方が多くを占めていた。 フォー

ラムの参加者は、HIV/AIDSに関心のある方が

多く、関心を持っていないと、情報へアクセス

することは難しいのかもしれない。 しかし、

教育関連の方に多く参加頂いたことで、最新の

知識が教育の現場で普及されることや、参加者

が友人や知人に情報を伝達することで、幅広い

年代の人に情報が行き渡ることを期待したい。 

 

・第７回 AIDS文化フォーラム in 京都：「女性

とHIV～学校では教えてくれないけど、知って

おくべきこと」2017年 9月 30日（土）．会場；

同志社大学新町キャンパス尋真館 参加者約

15名 

HIV を含む感染予防の基本である標準予防策

についての解説と、HIV/AIDSの基礎教育の紹

介を行った。HIV 感染予防教育として、HIV

と AIDS の違いや HIV 感染のメカニズム、抗

体検査の意味や HIV とその他の STI との関係

について考えながら学習する教育方法を紹介

した。 

また、HIV感染と妊娠について、日本におけ

る女性の HIV 感染者および妊娠・出産の現状

と母子感染予防について説明した。HIVの母子

感染は予防できるにも関わらず、妊娠中や母乳

育児中に HIV への感染に気づかず母子感染し

た事例を紹介し、母子感染予防にとっても性感

染症予防が大切であることを説明した。HIV感

染を他人事とせず自分のことと考えて「普段の

生活の中から自分の体を大切にしていこう」と

いうメッセージを伝えた。参加者からは HIV

感染女性が妊娠した場合の分娩施設や治療方

法等についての質問があった。現状としてはエ

イズ拠点病院での出産が多いことや治療は基

本的に妊婦でも変わらないことを伝えた。HIV

感染と妊娠についての情報は少ないため、今後

も HIV 感染妊婦の現状や母子感染予防につい

ての情報提供の場としていきたい。 

 

・長野県看護大学学園祭：「恋する君たちへ ～

楽しく過ごすために性感染症について知って

おこう～」2017年 9月 9日（土）．会場；長野

県看護大学 参加者約 30名 

 HIVを含む性感染症予防について、大学生を

対象にしたセミナーを開催した。これから生殖

年齢を迎える若者が、性感染症について自分の

問題と認識し、性感染症予防のための知識の向

上や自分とパートナーの健康について考える

機会になるよう、研究班のデータを用いながら

参加型の講義を行った。 

 大学の学園祭での開催であり、参加者は大学

生と卒業生（1年目の看護師や助産師）、学生の

保護者などであった。アンケートの結果、セミ

ナーの満足度は高く、「性感染症について改め

て知ることができた。」など知識の向上や、「検

査を受けようと思った。」など自分の健康につ

いて考えることができていた。内容の理解度に

ついては、「性感染症の予防・検査・治療」「性

感染症と妊娠の関係」「HIV 母子感染予防」と

も『できた・ほぼできた』と全員が答えており、

参加型でわかりやすい内容であったと思われ

る。また、「身近な友人等に性感染症予防につ
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いての知識を普及したいですか」の問いには全

員が『はい』と答えており、参加者が友人等に

伝達していくことで正しい性感染症予防のた

めの情報が拡散することを期待したい。 

 

 

D.考察 

今年度参加した 3か所のAIDS文化フォーラ

ムの参加者数は佐賀で約 50名、横浜の満席(30

名)と前年度より増加傾向にあったと思われる。

自発的意思で参加した出席者自身が、今回の発

表で聞いたこと、感じたことを、周囲の人に伝

えていくことで、正しい知識や予防意識の普及

に繋げていけることに期待している。可能であ

れば、来年度も今年参加した横浜、京都、佐賀

の 3か所のAIDS文化フォーラムへの参加が望

まれる。各フォーラムでの一般参加者の更なる

増加を目指して発表内容を検討したい。さらに、

他の地方で開催されているAIDS文化フォーラ

ム、具体的には AIDS 文化フォーラム in 陸前

高田などの市民参加型イベントにも積極的に

参加することを検討したい。 

また、HIV／AIDS に特化したイベントとは

別の視点から、これから生殖年齢を迎える若者

をターゲットにした啓発活動も有効と考えら

れることから、各地の様々な大学が開催する学

園祭への参加も検討していきたい。今年度は長

野県看護大学学園祭において、看護大学生を中

心に大学生を対象としたセミナーを組み相応

の成果を挙げることができたが、来年度以降は、

一般大学生（或いは一般市民）からも注目され

るような企画を検討したい。 

 

E.結論 

国民の HIV 感染妊娠に関する認識と知識の

向上をめざし、今年度は 

第 3 回 AIDS文化フォーラム in 佐賀：2017

年 6 月 17 日（土）～18 日（日）．会場；アバ

ンセ 

第 24回 AIDS文化フォーラム in 横浜：2017

年 8 月 4 日（金）～8 月 6 日（日）．会場；か

ながわ県民センター 

第 7回 AIDS文化フォーラム in 京都：2017

年 9月 30日（土）～10月 1日（日）．会場；

同志社大学新町キャンパス尋真館 

に参加し、一般市民参加型の公開講座を開催

した。 

また特に若者への啓発が大切なことから、長

野県看護大学学園祭において大学生を対象と

したセミナー「恋する君たちへ ～楽しく過ご

すために性感染症について知っておこう～」を

行った。 

 

G.研究業績 

1．論文発表 

（欧文） 

(1) Miyuki Kawado, Shuji Hashimoto, Shin-ich 

Oka, Katsuyuki Fukutake, Satoshi Higasa, 

Hiroshi Yatsuhashi, Miwa Ogane, Manabu 

Okamoto, Takuma Shirasaka : Clinical 

Improvement by Switching to an Integrase 

Strand Transfer Inhibitor in Hemophiliac 

patients with HIV : The Japan Cohort 

Study of HIV Patients Infected through 

Blood Products, The Open AIDS 

Journal,Volume11 2017 

 

（和文） 

(1) 杉野祐子,島田恵,池田和子,大金美和: HIV感

染症/AIDS患者用知識尺度の作成と信頼・妥

当性の検証, 日本慢性看護学会誌, 第 11巻第

1号,2017 

(2) 北村唯一(性の健康医学財団), 熊本悦明, 鈴

木俊治, 田中政信, 松田秀雄, 塚原優己, 栗林

靖, 関沢明彦, 宮嵜亮一郎, 西井修, 中井章人, 

水谷伸子, 木下勝之：本邦妊婦における性器

クラミジアの浸淫度調査結果 平成 26年度 

日本産婦人科医会との共同調査．性の健康 

(1883-1478)16巻 2号 Page37-38(2017.05) 

(3) 佐野貴子、嘉手苅将、渡邉寿美、近藤真規子、
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黒木俊郎、田坂雅子、高橋智恵子、中村廣志、

鮫島まりな、山下 舞、田中 聡 國司洋佑 

太田光泰、石田倫也、白井宏幸．ヒトパレコ

ウイルス 3型による小学生および成人の筋痛

症事例―神奈川県．病原微生物検出状況、38：

127-128、2017 

(4) 佐野貴子、嘉手苅将、渡邉寿美、近藤真規子、

黒木俊郎、田坂雅子、寺西大、中村廣志：手

足口病およびヘルパンギーナ患者の発生動向

とエンテロウイルス検出状況―神奈川県．病

原微生物検出状況、38：193-195、2017 

 

2．学会発表 

（海外） 

(1)  K Sudo, T Sano, M Kondo, T Kawahata, H 

Fujiwara, N Hasegawa, S Kato. 

COMPARATIVE EVALUATION OF THE 

BIO-RAD GEENIUS(TM) HIV-1/2 

CONFIRMATORY ASSAY AND THE NEW 

LAV BLOT 1 AND 2 IN THE JAPANESE 

POPULATION. 28th Regional Congress of 

the ISBT. (2017/11/25-28, Guangzhou, 

People’s Republic of China) 

 

（国内） 

(1) 杉野祐子,島田恵,池田和子,大金美和：HIV感

染症/AIDS患者用知識尺度の作成と信頼・妥

当性の検証,日本慢性看護学会誌,第 11巻,第 1

号，別刷,2017年 5月発行 

(2) 木村聡太,小松賢亮,渡邊愛祈､霧生瑤子,大金

美和,池田和子,田沼順子,照屋勝治,塚田訓久,

潟永博之,菊池嘉,岡慎一：当センターにおける

HIVカウンセリング受療者の特徴の報告－後

方視的調査－, 第31回日本エイズ学会学術集

会・総会,中野区,2017.11.24 

(3) 渡部恵子,大野稔子,藤田和華子,佐々木晃子,伊

藤ひとみ,須藤美絵子,川口玲,高山次代,羽柴知

恵子,東政美,丸山栄子,長與由紀子,杉野祐子,

大金美和,池田和子：全国エイズ診療拠点表院

の HIV/AIDS看護体制に関する調査（１）～

患者ケア実施の現状と課題に関する検討～,

第 31回日本エイズ学会学術集会・総会,中野

区,2017.11.24 

(4) 佐々木晃子,須藤美絵子,伊藤ひとみ,渡部恵子,

大野稔子,藤田和華子,川口玲,高山次代,羽柴知

恵子,東政美,丸山栄子, 長與由紀子, 杉野祐子,

大金美和,池田和子：全国エイズ診療拠点病院

の HIV/AIDS看護体制に関する調査(2)～患

者相談内容とその課題からみるHIV担当看護

師への支援に関する検討～,第 31回日本エイ

ズ学会学術集会・総会,中野区,2017.11.24 

(5) 川戸美由紀,橋本修二,大金美和,岡慎一,岡本学,

福武勝幸,日笠聡,八橋弘,白阪琢磨：血液製剤

によるHIV感染者の調査成績第 2報 生活状

況の概要, 第 31回日本エイズ学会学術集会・

総会,中野区,2017.11.24 

(6) 阿部直美,大金美和, 久地井寿哉, 岩野友里, 

柿沼章子,大平勝美, 紅粉真衣,小山美紀,池田

和子,田沼順子,菊池嘉, 潟永博之,岡慎一,木村

哲：HIV感染血友病患者の新たなサポート形

成とコミュニティ構築の必要性, 第31回日本

エイズ学会学術集会・総会,中野区,2017.11.24 

(7) 小山美紀,大金美和,阿部直美,谷口紅,紅粉真衣,

鈴木ひとみ,久地井寿哉,岩野友里,柿沼章子,大

平勝美,池田和子,田沼順子,潟永博之,菊池嘉,

岡慎一,木村哲：HIV感染血友病患者の効果的

な社会資源利用についての検討：第 31回日本

エイズ学会学術集会・総会,中野区,2017.11.24 

(8) 田中瑞恵, 飯田敏晴, 川崎洋平, 井出和希, 外

川正生, 塚原優己, 吉野直人, 喜多恒和, 細川

真一, 瓜生英子, 山中純子, 大熊香織, 山田浩, 

菊池嘉, 岡慎一, 七野浩之；HIV感染児にお

ける認知機能と臨床経過の関係：第 31回日本

エイズ学会学術集会・総会,中野区,2017.11.24 

(9) 吉野直人, 杉浦敦, 高橋尚子, 伊藤由子, 杉山

徹, 田中瑞恵, 谷口晴記, 蓮尾泰之, 稲葉憲之, 

和田裕一, 塚原優己, 喜多恒和；我が国の妊婦

HIVスクリーニング検査実施率の推移と妊娠

後期での検査実施の現状：第 31回日本エイズ
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学会学術集会・総会,中野区,2017.11.24 

(10) 佐野貴子、近藤真規子、須藤弘二、川畑

拓也、小島洋子、森治代、井戸田一朗、岩室

紳也、立川夏夫、藤原宏、長谷川直樹、加藤

真吾．新規 HIV抗体確認検査試薬である

Geenius HIV Confirmatory Assayの検討．

第 31回日本エイズ学会学術集会・総会．（平

成 29年 11月 24-26日、東京） 

(11) 佐野貴子、近藤真規子、須藤弘二、加藤

真吾、市川誠一、今井光信．保健所等公的検

査機関を対象としたHIV検査相談体制に関す

るアンケート調査．第 31回日本エイズ学会学

術集会・総会．（平成 29年 11月 24-26日、

東京） 

(12) 近藤真規子、佐野貴子、長島真美、貞升

健志、蜂谷敦子、横幕能行、林田庸総、潟永

博之、渡邊大、吉村幸浩、立川夏夫、岩室伸

也、井戸田一朗、今井光信、加藤真吾、椎野

禎一郎、吉村和久．日本で流行する HIV-1 

CRF01_AEと周辺アジア諸国における流行

株との関連．第 31回日本エイズ学会学術集

会・総会．（平成 29年 11月 24-26日、東京） 

(13) 川畑拓也、小島洋子、森治代、佐野貴子、

近藤真規子、須藤弘二、加藤真吾．新しい HIV

確認検査試薬“GeeniusTM”の性能評価．第 31

回日本エイズ学会学術集会・総会．（平成 29

年 11月 24-26日、東京） 

(14) 須藤弘二、佐野貴子、近藤真規子、今井

光信、木村哲、加藤真吾．HIV郵送検査に関

する実態調査と検査精度調査（2016）．第 31

回日本エイズ学会学術集会・総会．（平成 29

年 11月 24-26日、東京） 

(15) 紅粉真衣,大金美和,小松賢亮,近江峰子, 

久地井寿哉,岩野友里,柿沼章子,大平勝美,阿部

直美,鈴木ひとみ,池田和子,渡辺恒二,田沼順子,

菊池嘉,潟永博之,岡慎一：遺族検診受診支援事

業におけるHIV感染血友病患者の遺族の現状

と課題 

(16) 佐野貴子、星野慎二、井戸田一朗、加藤

真吾、市川誠一、今井光信．全国保健所にお

ける梅毒検査の実施状況調査．第 76回日本公

衆衛生学会総会．（平成 29年 10月 31日-11

月 2日、鹿児島） 

 

3．講演 

(1) 大金美和,治療継続支援と社会資源の活用,第

66回日本感染症学会東日本地方会学術集会,

第 64回日本科学療法学会東日本支部総会,合

同学会,東京,京王プラザホテ

ル,2017/10/31-11/2 

(2) 佐野貴子．HIV検査．AIDSネットワーク横浜第

25期 AIDSボランティア学校．横浜 AIDS市民

活動センター．（平成 29年 7月 15日、横浜） 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 なし 

2.実用新案登録 なし 

3.その他 なし 
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杉浦 敦、
田中瑞恵、
吉野直人 

HIV 母子感染全国
調査研究報告書 
平成 28 年度 

全国調査
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HIV 母子感染
全国調査研
究報告書 平
成 28年度 

 岩手 2017  
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保育所等に
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症対策に関
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小児臨床検
査のポイン
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喜多恒和、
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の管理－母子感
染対策－ 11 劇
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菌感染症 
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産婦人科感
染症マニュ
アル 
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喜多恒和、
杉浦 敦、
谷村憲司 

C.周産期感染症
の管理－母子感
染対策－ 12 
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一般社団
法人日本
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Clinical Improvement 
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松浦 潤、田中瑞
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英、菊池 嘉、岡 
慎一、七野浩之 

HIV 陽性妊婦から出生
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日本エイズ
学会雑誌 
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北村亜紗、鳥谷部邦
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